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特集／改正事務所衛生基準規則

2021年12月1日に、①作業面の照度（事務所則
第10条）、②便所の設備（事務所則第17条及び安
衛則第628条）、③救急用具の内容（安衛則第634
条）について「事務所衛生基準規則及び労働安
全衛生規則の一部を改正する省令」が公布され、
②③は即日施行、①は2022年12月1日に施行される
こととなった。

省令見直しに至る経緯・情報

今回の見直しにあたっては、以下のような作業が
なされている。

①	 事務所衛生基準に関する現状把握

厚生労働省は、2019年度に委託事業として、
事務所則や快適職場指針の関係部分につき、約
1,200事業場に対する実態調査を実施して現状の
把握と分析を行い、2020年3月に「事務所作業に係
る労働衛生管理及び快適な職場環境整備に関す
る検討会報告書」が取りまとめられた。（https://
www.mhlw.go.jp/content/11201000/00066289
8.pdf）

また、独立行政法人労働政策研究・研修機構
（JILPT）が厚生労働省の要請を受け、2019年度
に労働者約7,000人に対するWEBアンケート調査
を行い、事務所を含む事業所における休養や清潔
保持のための各種設備の現状や労働者の満足
度、改善要望について、「事業所における労働者
の休養、清潔保持等に関する調査」（2020年11月
30日）を取りまとめている。（https://www.jil.go.jp/
institute/research/2020/205.html）

②	 事務所衛生基準の見直しに関する検討会

2020年8月25日の第1回から2021年2月15日まで
に6回、検討会が開催され、同年3月24日に報告書
が公表された。（https://www.mhlw.go.jp/stf/
newpage_13194.html）

検討会報告書は冒頭、次のように言っている。
「事務所衛生基準規則においては、事務所にお

ける清潔を保持するための措置、休養のための措
置、事務所の作業環境等が定められており、50年に
わたり、労働者が事務作業に従事するあらゆる業
種の事務所における衛生水準の確保を担ってきた。
これらは、女性の社会進出や活躍、高年齢労働者

「独立個室型の便所」新設
プライバシー確保も強調
50年ぶりの事務所衛生基準規則見直し
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の働きやすい環境を整備するために重要な役割を
担っており、今後も、障害のある人を含む全ての労
働者にとって働きやすい環境の確保という観点か
ら、関係規定の確認と見直しが求められている。」

③	 パブリックコメントと審議会

2021年6月28日に、事務所衛生基準規則及び労
働安全衛生規則の一部を改正する省令概要が
示されて、7月27日までパブリックコメント手続が実施
された。公布日は9月上旬（予定）とされていたが、
12月1日となり、結果公表も同日。（https://public-
comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSN
AME=PCM1040&id=495210111&Mode=1）

7月28日に第139回労働政策審議会安全衛生
分科会で改正省令案要綱について審議が行わ
れ、10月11日の第140回安全衛生分科会でおおむ
ね妥当とされた。（https://www.mhlw.go.jp/stf/
shingi/shingi-rousei_126972.html）

厚生労働省は同日、12月1日施行に向け、速や
かに省令改正作業を進めると発表した。（https://
www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21600.html）

④	 改正省令の公布・施行と関係通達等

厚生労働省は「事務所における労働衛生対
策」特設ページを開設し、施行通達、リーフレット、
質疑応答集及び情報機器作業における労働衛
生管理のためのガイドラインの改訂に関する情報
を提供している。（https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/0000207439_00007.html）

⑤	 事務所衛生基準規則に関する研究－妥当性
と国際基準との調和

2019年度に採択された労災疾病臨床研究事
業費補助金研究（研究代表者：武藤剛・北里大学
医学部衛生学講師）、3年計画の1年目と2年目の
報告書が公表されている。、（https://www.mhlw.
go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/
roudoukijun/rousai/hojokin_00067.html）

今回の見直し検討には反映されなかったようだ
が、注目すべき内容が多々含まれているので、13頁
に、既刊の報告書概要の内容を紹介した。

事務所衛生基準等の現状

「旧事務所衛生基準規則（昭和46年労働省令
第16号）は、労働基準法（昭和22年法律第49号）
に基づく省令として制定され、昭和47年に労働安
全衛生法（昭和47年法律第57号）に基づく事務所
衛生基準規則（昭和47年労働省令第43号。以下

『事務所則』という。）となった。
事務所則は、空気環境、照度等、騒音及び振

動、清潔、休養、救急用具等に関する規定から構
成されている。事務作業を前提としており、有害物
の取扱い、ガス、蒸気又は粉じんの発散等に対す
る規定は含まれていない。

事務所則の体系は、昭和39年にILO［国際労働
機関］において採択された商業及び事務所におけ
る衛生に関する条約（昭和39年第120号条約）及
び同名の勧告（昭和39年第120号勧告）に規定す
る保安と清潔、換気と空気浄化、照明、温度調節、
作業場の配置、飲料水、更衣室と振動、その他を
参照している。

これまでの主な改正としては、平成16年に行わ
れた、空気環境の調整が必要な機器の追加、ホル
ムアルデヒドに係る基準の設定及び測定等の追加
がある。

通常の事務作業においては、危険有害業務は
比較的少ないと考えられるものの、事務室内の汚
染空気の吸入や作業状態に合わない温熱環境、
機械設備等による騒音や振動は、健康リスクとな
る。また、長時間の情報機器作業において、目の
疲れ、指先の反復操作による肩や腕への静的な負
担、不自然な作業姿勢のままで作業を続けることに
よる腰部への負担等があることから、適切な作業
環境の確保、作業方法の改善等により健康リスク
を低減し、事務作業における健康障害防止を図る
ための衛生基準を定めているものである。

平成4年の労働安全衛生法改正により、事業者
の努力義務として、快適な職場環境の形成のため
の措置が定められた。これに関し、事業者が講ず
べき快適な職場環境の形成のための措置に関す
る指針（平成4年労働省告示第59号。以下『快適
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項目 事務所則 安衛則

事務
室の
環境
管理

空気

気積 10立方メートル/人以上 同左

換気
窓その他の開口部 常時床面積の1/20以上 同左

室内空気の基準
一酸化炭素 500ppm以下 規定なし
二酸化炭素 0.5％以下 規定なし

温度
10℃以下の場合 暖房する等適当な温度調節の措置 規定なし
冷房する場合 外気温より著しく低くしない（例外規定あり） 規定なし

空気調
和設備
等によ
る調整

供給空気の
清浄度

浮遊粉じん量
（10マイクロ
メートル以下）

0.15mg/立方メートル以下 規定なし

一酸化炭素 10ppm以下 規定なし
二酸化炭素 0.1％以下 規定なし
ホルムアルデヒド 0.1㎎/立方メートル以下 規定なし

室内空気の基準

気流 特定の労働者に直接、継続して及ばないように
し、かつ、0.5m/s以下 規定なし

室の気温 17℃以上28℃以下（努力義務）
［18℃以上28℃以下に改正予定］

冷房、暖
房、通風等
適当な温度

調節相対温度 40％以上70％以下（努力義務）

燃焼
器具

室等の換気 排気筒、換気扇、その他の換気設備を設ける 規定なし
器具の点検 毎日、当該器具の異常の有無を点検 規定なし

室内空気の基準
一酸化炭素 500ppm以下 規定なし
二酸化炭素 0.5％以下 規定なし

作業環
境測定

中央管理方式の空気調和設備を設
けている室

2月以内ごとに一回、定期的に、①一酸化炭素・
二酸化炭素含有率、②室温・外気温、③相対
湿度を測定、記録を3年間保存（緩和要件あり）

規定なし

室の建築、大規模修繕・模様替を
行ったとき

室の使用開始後、最初の6月から9月までに1回、
ホルムアルデヒドの量を測定 規定なし

機械による換気のための設備
初めて使用するとき、分解して改造・修理を行っ
たとき、及び2月以内ごとに一回、定期的に、以
上の有無を点検、記録を3年間保存

規定なし

空気調
和設備

（汚染
防止）

冷却塔・加湿装置に供給する水 水道法に規定する水質基準を確保 規定なし
冷却塔・冷却水 1月以内ごとに一回、定期に、汚れを点検 規定なし
加湿装置 1月以内ごとに一回、定期に、汚れを点検 規定なし
空気調和設備内の排水受け 1月以内ごとに一回、定期に、汚れ等を点検 規定なし
冷却塔・冷却水の水管・加湿装置 1年以内ごとに一回、定期に、清掃 規定なし

照度等

作業面
の照度

一般的な事務作業 300ルクス以上
精密作業
（300）、
普通作業
（100）、
粗な作業
（70）

付随的な事務作業 150ルクス以上

採光・照明 明暗の対照が著しくなく、かつ、まぶしさを生じさ
せない方法による 同左

照明設備 6月以内ごとに一回、定期に、点検 同左
騒音・
振動

室内の労働者に有害な影響を及ぼすおそれ
のある騒音・振動

隔壁を設ける等その伝ぱを防止するため必要
な措置を講じる（努力義務） 同左

事務所衛生基準（改正後）の規定及び労働安全衛生規則（改正後）の規定との比較

特集/改正事務所衛生基準規則
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事務用機器で騒音を発するものを5台以上集
中して同時に使用するとき

しや音及び吸音の機能をもつ天井及び壁で区
画された専用の作業室を設ける 規定なし

清潔

給水

労働者の飲用に供する水その他の飲料 十分に供給するようにしなければならない 同左
水質基準 水道法第4条による水質基準適合の確認 同左

給水せんにおける水に含ま
れる残留塩素

通常 遊離残留塩素の場合0.1ppm以上、結合残留
塩素の場合0.4ppm以上 同左

汚染のおそれ
等の場合

遊離残留塩素の場合0.2ppm以上、結合残留
塩素の場合1.5ppm以上 同左

汚染防止措置 有害物、汚水等によって水が汚染されないよう
に、適当な汚染防止の措置を講じる 同左

排水 排水に関する設備 汚水の漏出等が生じないように、補修及びそう
じを行なわなければならない 規定なし

清掃等

清掃・大掃除 日常行う清掃のほか、大掃除を、6月以内ごとに
一回、定期に、統一的に行う 同左

ねずみ、昆虫等の発生場所、生息場所及び
侵入経路並びにねずみ、昆虫等による被害

6月以内ごとに一回、定期に、統一的に調査し、
必要な措置を講じる 同左

殺そ剤又は殺虫剤を使用する場合は承認を受
けた医薬品又は医薬部外品を用いる 同左

労働者の清潔保持義務 事務所の清潔に注意し、廃棄物を定められた
場所以外の場所にすてないようにする 同左

便所

①男性用と女性用に区別 ①男性用と女性用に区別する 同左
②男性用大便所の便房数 ②60人以内ごとに1個以上 同左
③男性用小便所の箇所数 ③30人以内ごとに1個以上 同左
④女性用便所の便房数 ④20人以内ごとに1個以上 同左

同時に就業する労働者常時10人以内の場合
男性用と女性用を区別しない独立個室型の便
所を設けることで足りる（①の例外）

同左

男性用と女性用に区別した便所を設置した
上で、独立個室型の便所を設置する場合

独立個室型の便所1個につき②～④の基準数
を男女それぞれ10人ずつ減ずることができる

同左

便池 汚物が土中に浸透しない構造とする 同左
手洗い設備 流出する清浄な水を十分に供給する設備 同左

清潔保持・汚物処理 事業者は、便所を清潔に保ち、汚物を適当に処
理しなければならない 同左

洗面設備 事業者は、洗面設備を設けなければならない 同左

更衣設備または被服の乾燥設備 被服を汚染・湿潤する（おそれのある）労働者
のために設けなければならない

同様の
規定

休養

休憩の設備 休憩の設備を設ける（努力義務） 同左

適当な睡眠または仮眠の場所
夜間、労働者に睡眠を与える必要のあるとき、ま
たは、労働者が就業の途中に仮眠することので
きる機会のあるときは、男性用と女性用に区別
して設けなければならない

同左

労働者がが床することのできる休養室または休養所
常時50人以上または常時女性30人以上の労
働者を使用するときは、男性用と女性用に区別
して設けなければならない

同左

立業のためのいす
持続的立業に従事する労働者が就業中しばし
ばすわることのできる機会のあるときは、備えな
ければならない

同左

救急用具及び材料

負傷者の手当に必要な救急用具及び材料を
備え、その備付け場所及び使用方法を労働者
に周知させなければならない

同左

常時清潔に保たなければならない 同左



6   安全センター情報2022年3月号

職場指針』という。）において、空気環境、温熱条
件、視環境、音環境、作業空間等を快適な状態に
維持管理するための措置、不自然な姿勢、荷物の
持ち運びや高温多湿な場所での作業における作
業方法を改善するための措置、労働者の疲労を
回復するための休憩室やシャワー室等の施設・設
備の設置等が示されている。」   （検討会報告書）

事務所を取り巻く環境の変化

「昭和46年の旧事務所衛生基準規則の制定以
降、事務所を取り巻く環境は様 に々変化している。

昭和60年以降、雇用の分野における男女の均
等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和
47年法律第113号）をはじめとする各種制度の整
備により、採用、配置、昇進等において男女の差別
が禁止され、職場での女性の活躍が定着してき
た。平成28年には、女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律（平成27年法律第64号）が
施行され、企業は、自社の女性活躍に関する状況
の把握や分析を行い、行動計画を策定することが
求められている。
また、健康で働く意欲のある高齢者の増加に伴

い、企業での定年延長や再就職等も含め高年齢
労働者が増加している。平成29年から平成30年
にかけて開催された人生100年時代構想会議に
おいて『人づくり革命基本構想』（平成30年6月人
生100年時代構想会議決定）が取りまとめられ、そ
の後『経済財政運営と改革の基本方針2019』（令
和元年6月21日閣議決定）においても、人生100年
時代の到来を見据え、いくつになっても活躍できる
社会の構築が求められたことを受け、令和2年に高
年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46
年法律第68号）が改正される等、高年齢労働者に
とっても働きやすい環境の整備が求められている。

一方、職場は、多様な働き手が長時間を過ごす
場ともなっている。例えば、国連の障害者の権利
に関する条約（平成20年5月3日発効）に関連して、
平成25年に障害者の雇用の促進等に関する法律

（昭和35年法律第123号）が改正され、事業主に
対して、障害者が職場で働くに当たっての支障を改

善するための措置を講ずることを義務付けている。
こうした中、高齢者、障害者等の移動等の円滑化
の促進に関する法律（平成18年法律第91号。以下

『バリアフリー法』という。）等に基づき、旅客施設や
公共施設その他の建築物等における移動の円滑
化が進められてきたことは、障害のある労働者の通
勤等における負担軽減につながる取組でもある。
さらに、事務所における作業環境等も変化して

いる。事務所則第1条では、事務用機器の例とし
て、カードせん孔機やタイプライターが掲げられて
いるが、旧来、事務所で使われていたカードせん孔
機、機械式タイプライター等の事務用機器が一般
には使われなくなる一方、ワードプロセッサー等が
導入され、事務所でより多くの労働者が事務用機
器を用いた作業に従事するようになり、昭和60年に

『VDT作業のための労働衛生上の指針』（昭和
60年12月20日付け基発第705号）が示された。そ
の後、パーソナルコンピュータの導入や、キーボード
を使用しないタブレットやスマートフォン等の携帯用
情報機器の普及に対応して同ガイドラインの全面
的な見直しが行われ、令和元年7月に『情報機器
作業における労働衛生管理のためのガイドライン』

（令和元年7月12日付け基発0712第3号）が定め
られたところである。

また、新型コロナウイルス感染症の拡大による
緊急事態宣言（令和2年4月7日から同年5月25日ま
で）を契機に、在宅勤務等のテレワークが急速に広
まったところであり、事務所における事務作業につ
いても、書類の電子化の加速や勤務状況の変化
が生じること等が予想される。」  （検討会報告書）

事務所則等規定一覧と改正内容

検討会報告書は、「事務所則に規定する事項の
うちから、令和元年度に実施した各種調査結果、日
本産業規格やその他の規格等を踏まえつつ、今般
検討が必要と考えられる論点を議論し、①トイレ設
備、②更衣設備・休憩の設備等、③作業面の照度、
④一酸化炭素・二酸化炭素の含有率に係る作業
環境測定の4つの論点を取り上げ」たとしている。

4～５頁に、事務所衛生基準規則の規定及び労

特集/改正事務所衛生基準規則
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働安全衛生規則（第3編 衛生基準）の規定との比
較を一覧表にして示した。

今回の改正箇所をゴチック体で示したが、表中
では、①事務所則の作業面の照度規定の変更と、
②事務所則及び安衛則の便所の規定に新たに
「独立個室型の便所」を位置づけたことだけであ
る。表に示されていない省令改正や運用の見直し
の内容を含めて、以下でみていきたい。

作業面の照度基準の引き上げ

事業者が適合させなければならない労働者を
常時就業させる室（以下「室」という。）の作業面の
照度基準に関し、作業の区分を従来の3区分から
「一般的な事務作業」及び「付随的な事務作業」
の2区分に改め、各 「々300ルクス以上」及び「150
ルクス以上」とされた。（事務所則第10条第1項）

また、1989年に策定された「情報機器作業にお
ける労働衛生管理のためのガイドライン」の、「ディ
スプレイを用いる場合のディスプレイ画面上におけ
る照度は500ルクス以下、書類上及びキーボード上
における照度は300ルクス以上を目安とし、作業や
すい照度とすること」の下線部が削除された。

安衛則第604条の、労働者を常時就業させる場
所の作業面の照度基準は変更されていない。

精密な作業－300ルクス以上
普通の作業－150ルクス以上
粗な作業－70ルクス以上
施行通達では、まず、この規定は「照度不足の

際に生じる、眼精疲労や文字を読むために不適切
な姿勢を続けることによる上肢障害等の健康障害
を防止する観点から、全ての事務所に対して適用
する趣旨である」と解説している。
また、「高年齢労働者も含めた全ての労働者に

配慮した視環境の確保を図る必要があることから、
必要に応じて、個々の労働者に視力を眼鏡等で矯
正することを促した上で、作業面における照度を適
切に確保することが重要である」、「個々の事務作
業に応じた適切な照度については、本条に定める
基準を満たした上で、日本産業規格JIS Z 9110に
規定する各種作業における推奨照度等を参照し、

健康障害を防止するための照度基準を事業場ごと
に検討の上、定めることが適当である」としている。

検討の経過からは、「夜間路上の街灯下程度
の70ルクス等は事務作業に適さ」ないため廃止し、
「全ての事務所に対して適用する」下限値を、付
随的な事務作業（「文字を読み込んだり資料を細か
く識別したりする必要のないものに限る」）＝粗な作
業で70→150ルクス、一般的な事務作業＝普通の
作業で150→300ルクスに引き上げ、「作業に応じた
適切な照度は、これを満たした上で事務所ごとに
検討すべき」、精密な作業等には「作業に応じてよ
り高い照度を定めるべき」という趣旨と考えられる
が、質疑応答集を含めてその旨が明記されておら
ず、わかりにくい（括弧書きは検討会報告書）。

JIS Z 9110［照明基準総則］は、具体的な作業
または活動ごとに照度基準を示しており、事務作
業を行う「机上面」において必要な照度は750ル
クスとされ、「視覚表示装置（VDT）を使用する
視作業のための照明」も扱われている。（https://
kikakurui.com/z9/Z9110-2011-01.html）

前出の「事務所衛生基準規則に関する研究―
妥当性と国際基準との調和」が、「まずは現行の基
準を国際基準に近いJIS基準にまで引き上げる」こ
とを提言していることも指摘しておきたい。

質疑応答集には、「情報機器作業を行う際、作
業面で300ルクスを維持しようとすると、照明の光が
画面に反射して視界に入り、まぶしすぎるが、どのよ
うに対応すればよいか」という問いに、「まぶしさを
感じないようにすることが必要」、方法は上記ガイド
ラインの「4 作業環境管理」に記載があるので、参
考にされたいという答が示されているだけである。

照度基準の改正は、2022年12月1日施行である。

便所の設置基準の例外

便所の設置基準について、同時に就業する労
働者が常時10人以内である場合は、便所を男性
用と女性用に区別することの例外として、事業者
が、男性用と女性用に区別しない四方を壁等で囲
まれた一個の便房により構成される便所（以下「独
立個室型の便所」という。）を設けることで足りること
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とされ、施行通達で以下のように示された。（事務
所則第17条の2、安衛則第628条の2、第677条）
①	 作業場に設置する便所については、作業場
の規模にかかわらず男性用と女性用に区別して
設置することが原則である。一方で、住居として
使用することを前提として建築された集合住宅
の一室を作業場として使用している場合など、
便所が1箇所しか設けられておらず、建物の構
造や配管の敷設状況から、男性用便房、男性用
小便所、女性用便房の全てを設けることが困難
な場合もある。このような場合についても例外な
く、便所を男性用と女性用に区別して設置する
原則を適用した場合、作業場の移転や便所の
増設に必要なスペースを確保することによる作
業環境の悪化などが生ずるおそれがあることか
ら、同時に就業する労働者の数が常時10人以
内である場合は、独立個室型の便所を設置した
場合に限り、例外的に男女別による設置は要し
ないこととしたものであること。

②	 本条は便所を男性用と女性用に区別して設
置する原則の適用が困難な作業場における例
外規定であり、同時に就業する労働者の数が常
時10人以内である場合においても、可能な限り
便所は男性用と女性用に区別して設置すること
が望ましいことはいうまでもないこと。

③	 同時に就業する労働者の数が常時10人以内
である場合であって、既に男女別の便所が設置
されている場合において、本条を根拠に便所の
一部を廃止し、又は倉庫等他の用途に転用する
ことは、本条の趣旨を踏まえれば、不適切な対応
であり、許容されるものではないこと。

④	 新たに作業場を設ける場合（建物を新たに設
置する場合のほか、既存の建物の一部を賃貸
等により作業場として使用する場合も含む。）に
ついては、当該作業場で同時に就業する労働
者の数が常時10人以内である場合には、独立
個室型の便所を1箇所設ければ足りるものであ
るが、同時に就業する労働者の数が常時10人
を超えた場合には、直ちに法違反となる一方、便
所の増設は容易ではないことを踏まえれば、あら
かじめ男性用と女性用に区別した便所を設置し

ておくことが望ましいこと。
⑤	 「独立個室型の便所」とは、男性用と女性用
に区別しないそれ単独でプライバシーが確保さ
れている便所のことをいい、仕切り板又は上部若
しくは下部に間隙のある壁等により構成されてい
る便房からなる便所と対をなす概念の便所であ
ること。「壁等」とは、視覚的、聴覚的観点から便
所内部が便所外部から容易に知覚されない堅
牢な壁や扉のことをいい、「四方を壁等で囲まれ
た」とは、全方向を壁等で囲まれ、扉を内側から
施錠できる構造であることをいうこと。

	 	 なお、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化
の促進に関する法律施行令」（平成18年政令
第379号）に規定されている車椅子使用者用便
房やオストメイト対応の水洗器具を設けている便
房からなる便所についても、上記要件を満たす
場合は、当然、独立個室型の便所に該当するも
のであること。

⑥	 独立個室型の便所は、施錠できることが要件
とされているが、便所の使用に際し、（i）内部に
他者が侵入し、施錠された場合に退避困難とな
ること、（ii）施錠された便所内で体調不良者が
発生した場合に救護等が困難となること等から、
便所内に容易に押下することができる非常用ブ
ザー等の設置や、異常事態発生時に外部から
解錠できるマスターキーを事業場管理者が有し
ておくことなど、非常事態を想定した対応を衛生
委員会等で調査審議、検討等を行った上で定
めておくことが望ましいこと。

⑦	 手洗い設備は便所内に設けることとされてい
るため、独立個室型の便所ではその定義により、
便房内に設けられていることが基本となるが、便
房の外側に設けられている場合であっても、排
他的に近接しているものについては、便房内す
なわち便所内に設けられているものとみなすこと
ができること。

⑧	 上記⑥及び⑦の状況は、男性用と女性用に
区別する四方を壁等で囲まれた一個の便房によ
り構成される便所においても、独立個室型の便
所と同様に生じうることから、同様の対応を行うこ
とが望ましいこと。

特集/改正事務所衛生基準規則
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⑨	 一個の便房を男女が共用することに伴う風紀
上の問題や心理的な負荷については、個々の作
業場における便所の設備や設置場所、男女比
率等によっても大きくことなることから、消臭や清
潔の保持についてのマナー、サニタリーボックス
の管理方法、盗撮等の犯罪行為の防止措置、
異常事態発生時の措置（防犯ブザーの設置、
管理者による外側からの緊急解錠等）など、便
所の使用や維持・管理に関するルール等につい
て、衛生委員会等で調査審議、検討等を行った
上で定めておくことが望ましいこと。
なお、前出のJILPT調査によると、全体で、「男女

別」が78.4％、「男女共用」が21.6％。「男女共用」
は、事業所規模「29人以下」で39.5％と高く、事業
所形態別では「病院、医療・介護施設」（37.1％）、
「旅館、ホテル棟の宿泊施設」（27.3％）、「店舗、
飲食店」（27.1％）が高くなっている。

独立個室型便所の付加的設置

また、男性用と女性用に区別した便所を設置し
た上で、独立個室型の便所を設置する場合は、男
性用大便所又は女性用便所の便房の数若しくは
男性用小便所の箇所数を算定する際に基準とす
る同時に就業する労働者の数について、独立個
室型の便所1個につき男女それぞれ10人ずつ減ず
ることができることとされ、施行通達で以下のように
示された。（事務所則第17条の2、安衛則第628条
の2、第677条）
①	 職場においても障害のある労働者への配慮

や、高年齢労働者の利便性の改善等、便所に
対するニーズは多様化していることから、男性用
便所と女性用便所をそれぞれ設置した上で、独
立個室型の便所を付加的に設ける場合は男性
用大便所の便房、男性用小便所及び女性用便
所の便房をそれぞれ一定程度設置したものとし
て取り扱うことができる旨新たに規定した趣旨で
あること。

②	 便所の利用状況は事業場ごとに異なることか
ら、便房や手洗い設備の増設による待ち時間の
短縮、ニーズを踏まえた機能の付加等、労働者

の利便性向上を図ることは重要であり、事業場
の実情に応じて、衛生委員会等で調査審議、検
討等を行い、その結果に基づいて柔軟に対応す
ることが望ましいことはいうまでもないこと。

改正への懸念と質疑応答集

「以上のトイレ設備の見直し…（は）…事務所を
前提に議論されたものであるが、いずれも事務作
業特有のものではないことから、工場や現場等事
務所以外の事業場においても適用されるべきであ
る」（検討会報告書）ということで、事務所則と安衛
則の双方に同じ内容が規定されたものである。

実は、これらのトイレ設備規程の見直し提案に対
して、Twitterでの「女子トイレの危機です」という
tweetからはじまり、「#厚労省は職場の女性用トイ
レをなくすな」というハッシュタグがついたtweetが
拡散され、一時的にではあるがトレンド入りする事態
となったという。パブリックコメントには、1,542件の意
見が寄せられ、「女性専用トイレを廃止すべきでな
い」等の意見が多数を占めてていた。このため、パ
ブリックコメント期限の翌日に設定された安全衛生
分科会では急きょ答申を見送ることになり、次回の
分科会に「懸念事項への対応方針」が示されて
答申に至ったという経過があった。

対応のひとつが、前述の施行通達の記述であ
り、また、質疑応答集で以下のような質問も取り上
げられている（「答」は編集者による要約）。
①	 今回の改正で、作業場の便所は作業場の規
模にかかわらず男性用と女性用に区別するとい
う原則に変更はあるか。

（答）	変更はない。
②	 今回の改正は女性用便所の男女共用便所
への改修を推進するものなのか。

（答）	 そういう趣旨ではない。
③	 今回の改正における「独立個室型の便所」に
は具体的にはどのようなものが該当するか。

（答）	 男性用と女性用に区別しない単独でプライ
バシーが確保されている便所のことをいう。全
方向を視覚的、聴覚的観点から便所内部が便
所外部から容易に知覚されない堅牢な壁や扉
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で囲まれ、扉を内側から施錠できる構造である
必要及び手洗い設備を備えている必要がある。
例えば車椅子使用者用便房で、上記要件を満
たすものは当然独立個室型の便所に該当する。

④	 施行日以降は、全ての事業場において独立個
室型の便所を設置しなければならないのか。

（答）	 今回の改正により、作業場における便所の
設置に関する選択肢が増えるものであり、独立
個室型の便所の設置を全ての事業場に対して
求めるものではない。独立個室型の便所を設置
するか否かは、事業場の実情に応じて、衛生委
員会等で調査審議、検討等を行い、その結果に
基づいて対応することが望まれる。

⑤	 これから起業することを考えている。マンション
の一室を事務所として使用しようと考えているが
トイレが1箇所しかない。問題はあるか。

（答）	 例外の要件を満たせば問題はないが、男
性用と女性用に区別して設置が望ましい。

⑥	 本事業場では、同時に就業する労働者の数
が男女合わせて常時10人以内であり、現在、独
立個室型の便所が1箇所しかないが、労働者の
利便性向上や労働者の人数が増加した場合
のため、もう1箇所独立個室型の便所を設けよう
と考えている。独立個室型の便所が2箇所ある
とき、便所男女別の原則に基づき、便所を男性
用と女性用に区別するために、一方を男性用便
所、もう一方を女性用便所として表示し、使用す
る場合について、男性用小便所を設けていなけ
れば問題となるか。

（答）	 男性労働者が20人以内であれば、男性用
小便所を設けなくとも設置基準を満たす。

⑦	 本事業場では、同時に就業する労働者の数
が男女合わせて常時10人以内であり、現在、独
立個室型の便所が1箇所しかないが、労働者の
利便性向上のため、独立個室型の便所内に、大
便器のほかに、男性用小便器を設置しようと考え
ているが、問題はないか。

（答）	 問題にはならないが、便房及び男性用小便
所を設置したとはみなせないことに注意。

⑧	 本事業場では、基本的には同時に就業する
労働者は6人だが、シフトの交代の際には、引き継

ぎ等のために、一時的に短時間、同時に12人就
業することがあるが、独立個室型の便所1箇所
のみの設置で問題ないか。

（答）	 個別の状況について一概に回答するのは
困難だが、同時に就業する労働者の数が常時
10人以内である場合は、独立個室型の便所を1
箇所設けることで足りる。

⑨	 便所に男性用、女性用の表示をする必要があ
るか。

（答）	 事務所則や安衛則で便所への男女別の
表示は規定していないが、表示の在り方も含め、
便所の使用や維持・管理に関するルール等につ
いて、衛生委員会等で調査審議、検討等を行っ
た上で定めておくことが望まれる。

	 	 表示については、日本産業規格JIS Z 8210［案
内用図記号］が参考となる。（https://www.
kikakurui.com/z8/Z8210-2020-01.html）
検討会報告書は、「バリアフリートイレを性的マイ

ノリティ等多様な労働者が利用することもあるなど、
便所に対するニーズは多様化している」、「多様な
ニーズへの対応については、事務所則等において
全ての事務所に対して一律に規定するのではなく、
事業の実情に応じて、衛生委員会等の場を活用
して柔軟に対応することが望ましい」として、ジェン
ダー配慮の観点から職場のトイレ規制を検討して
はいない。海外の議論について別稿で紹介する。

救急用具の決定方法

事務所則に規定がないため一覧表には示して
いないが、安衛則は旧第634条で、事業者が少なく
とも少なくとも備えなければならない救急用具の品
目について定めていたが、今回その規定が削除さ
れ、施行通達で以下のように示された。
「安衛則［新］第633条において、事業者に対し

て備えることを義務づけている『負傷者の手当に
必要な救急用具及び材料』について、事業場にお
いて労働災害等により労働者が負傷し、又は疾病
に罹患した場合には、速やかに医療機関に搬送す
ることが基本であること、及び事業場ごとに負傷や
疾病の発生状況が異なることから、事業場に一律

特集/改正事務所衛生基準規則
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に備えなければならない品目についての規定は削
除すること。ただし、負傷等の状況や事業場が置
かれた環境によっては、事業場において負傷者の
応急手当を行う場合もあるため、リスクアセスメント
の結果や、安全管理者や衛生管理者、産業医等
の意見、衛生委員会等での調査審議、検討等の
結果等を踏まえ、事業場において発生することが
想定される労働災害等に応じ、応急手当に必要な
ものを備え付けること。この場合、マスクやビニール
手袋、手指洗浄薬等、負傷者などの手当の際の感
染防止に必要な用具及び材料も併せて備え付け
ておくことが望ましいこと。

なお、事業場において労働災害等が発生した際
に、速やかに医療機関へ搬送するのか、事業場に
おいて手当を行うのかの判断基準、救急用具の備
付け場所・使用方法等をまとめた対応要領を事業
場においてあらかじめ定めておくことが望ましいこ
と。」

質疑応答集では、「職場に備えるべき救急用具
の品目はどのように決定すればよいか」という問い
に対して、「事業場の実情に応じて、負傷者の手当
てに必要な救急用具及び材料を備える必要があ
ることから、リスクアセスメントの結果や、安全管理
者や衛生管理者、産業医等の意見を踏まえて決
定することが重要です」と回答されている。

用語及び条文の運用の見直し

さらに、これも一覧表には示されていないが、カー
ドせん孔機は一般に見かけなくなったことから例示
としての記載を削除、睡眠または仮眠の設備として
かやは必要な用品には含まれないと考えられること
から例示から削除など、事務所則及び安衛則の用
語の見直し等が行われた。

最後に、事務所則及び安衛則の条文の運用の
見直しも行われている。以下、内容の説明は施行
通達によっている。

CO・CO2測定方法を追加

測定方法（一酸化炭素・二酸化炭素の含有率）

（事務所第8条関係）－本条における一酸化炭素、
二酸化炭素の含有率の測定器としてあげられて
いる検知管方式と同等以上の性能を有する測定
器には、一酸化炭素に関しては定電位電解法、
二酸化炭素に関しては非分散型赤外線吸収法

（NDIR）による測定器が含まれること。
検討会報告書は、以下のように指摘している。
「事務所の空気環境の維持管理の状況は、建

築物衛生法に基づき報告されたデータからは全体
として改善されているとはいえず（ただし、建築物
衛生法と事務所則では、二酸化炭素の含有率の
基準値が異なることに留意が必要である。）、作業
環境測定を実施して、労働者が滞在する事務室に
おける空気環境を把握することが必要である。特
に、二酸化炭素の含有率については、主として事
務室内に滞在する労働者の呼気により上昇し、外
気の導入により通常希釈されるものであるが、外気
に含まれる二酸化炭素の濃度が高い状態にある
とともに、設備の省エネルギー対策等による外気の
導入量の低下によって、室内の二酸化炭素の濃度
が高くなる傾向がみられる。

近年、自動制御機能を備えた空気調和設備等、
必要な換気性能を有する建築物も増えてきてい
る。そのような建築物では、在室者数に応じた十分
な気積が確保され、かつ二酸化炭素濃度が上昇
しすぎないよう十分な外気導入量が確保されてい
る事例が多くみられる一方、在室者数の大幅な増
加や二酸化炭素濃度の制御設定値を高く設定す
ることで外気導入量を減少させる事例もあり、室内
の二酸化炭素濃度の上昇につながっている。

一酸化炭素については、燃焼器具の使用に伴
う発生や駐車場等外部環境からの流入によるもの
が考えられ、その異常な濃度上昇による健康障害
を考慮すると、作業環境測定の実施により一酸化
炭素濃度を把握することは必要である。

これらのことから、一酸化炭素・二酸化炭素の含
有率に係る作業環境測定については、現行の仕
組みを維持することが妥当と言えるが、設備や機
器の状況に応じ今後も検討が期待される。また、
衛生管理者等の事業場担当者による作業環境の
自主的な把握、管理の観点からは、検知管方式に
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よる検定器に限らず、作業環境測定基準に適合す
る一酸化炭素・二酸化炭素の含有率の測定に使
用可能な電子機器を運用上明確化することが妥
当である。

これらの電子機器を活用して事務室内の空気
環境を定期的に測定してデータを収集したり、在室
者数や空気調和設備の運転状況に応じて追加で
測定したりすることにより、換気が適切になされ、事
務室内の空気環境を確認することが可能となる。」

更衣設備等のプライバシー確保

更衣設備等（事務所則第18条第2項関係）－更衣
室を設ける場合は、性別を問わず安全に利用でき
る必要があることから、プライバシーの確保に配慮
すべきであることに留意すること。なお、各事業場の
ニーズに応じて設ける、事務所則に規定する「更
衣設備」としてではなく、各事業場のニーズに応じ
て設ける更衣室やシャワー設備についても同様に
留意すること。
洗身の設備、更衣室（安衛則第625条第1項関係）

－洗身の設備、更衣室を設ける場合は、性別を問
わず安全に利用できる必要があることから、プライ
バシーの確保に配慮すべきであることに留意するこ
と。なお、安衛則に規定する「洗身の設備」として
のシャワー設備や「更衣設備」としての更衣室に
限らず、各事業場のニーズに応じて設けるシャワー
設備、更衣室についても同様に留意すること。

休憩設備・休養室等の考慮事項

休憩の設備（事務所則第19条、安衛則第613条関

係）－事業場ごとに、休憩の設備の広さや、各事業
場のニーズに基づく休憩設備内に備えるべき設備
については、衛生委員会等で調査審議、検討等を
行い、その結果に基づいて設置することが望ましい
こと。

休養室等（事務所則第21条、安衛則第618条関

係）－常時50人以上又は常時女性30人以上の労
働者を使用する事業者は、休養室又は休養所を
男性用と女性用に区別して設けなければならな

い。休養室又は休養所は、事業場において病弱
者、生理日の女性等に使用させることを趣旨として
設けられるものであり、長時間の休養等が必要な
者については、速やかに医療機関に搬送する又は
帰宅させることが基本であることから、専用設備と
して設けなくとも、随時利用が可能となる機能を確
保することで足りるものであること。

なお、休養室又は休養所では、労働者がが床す
ることが想定されており、プライバシーの確保のた
めに、入口や通路から直視されないよう目隠しを設
ける、関係者以外の出入りを制限する、緊急時に
安全に対応できる等、設置場所の状況等に応じた
配慮がなされることが重要であること。
発汗作業に関する措置（安衛則第617条関係）

［事業者は、多量の発汗を伴う作業場においては、労
働者に与えるために、塩及び飲料水を備えなければ
ならない］－本条の「塩」は、塩飴や塩タブレット等の
ほか、スポーツドリンクなどの飲料水中に含まれる塩
分も当然に含む趣旨であること。

引き続き見直しの検討を

2022年3月に再度事務所則の改正が行われて、
室の気温の努力目標値の下限が17℃から18℃に
引き上げられる予定である。それを含めても、今回
の改正は、検討会報告書が「事務所衛生基準等
の現状」や「事務所を取り巻く環境の変化」で取り
上げていた様々な点に照らしても、保守的でマイ
ナーな内容にとどまったという印象である。

例えば、「事務所衛生基準規則に関する研究―
妥当性と国際基準との調和」の既刊の報告書は、
温度、相対湿度、一酸化炭素濃度、二酸化炭素等
について、現行の事務所衛生基準規則の規定を
見直す方向性についての具体的提言を示してい
るだけでなく、多くの新たな課題も取り上げている。
また、「テレワークの適切な導入及び実施の推進の
ためのガイドライン」は、自宅等でテレワークを行う
際は、事務所衛生基準規則と同等の作業環境とな
るよう、事業者が労働者に教育・助言等を行うよう
求めており、コロナ下での経験から、教訓を引
き出すことも求められている。

特集/改正事務所衛生基準規則
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令和元年度労災疾病臨床研究事業費補助金研究

「事務所衛生基準規則に関する研究－妥当性と国際基準との調和」
研究報告書概要

【サブテーマ】

（1）	安全性・利便性・健康/快適性の観点からの
事務所則各項目の国際/国内認証基準との調和

【国内外の認証基準との整合性・調和】
（2）	温湿度や室内空気環境、救急用具備品、災

害や転倒・腰痛予防、多様性対応等に関する各
項目と基準の妥当性の検討【現行/新規追加候
補項目の基準妥当性】

（3）	各基準項目に関する国内・国際基準との整合
性【室内環境測基準や快適職場の検証】

令和元年度研究報告書概要

【研究成果の概要】令和元年度は前記のサブ
テーマを中心とした3年計画の1年目。
研究1　昨今の働き方の多様化に伴い、わが国

の現代型オフィス環境は、労働者側の観点では、
女性や高年齢、外国人（様 な々文化的背景）の増
加、就労形態の観点では、オフィス内フリーアドレス
制、オープンスペース活用、同一オフィス内の多様な
職種（正規・非正規雇用、派遣、委託請負による客
先常駐）、さらにテレワークの進展による事務作業
場所の分散化が進んでいる。従来の作業（職場）
環境に内在する健康障害リスクとしての物理的因
子（騒音、照度、振動ほか）や化学的因子（室内化
学物質）に加えて、心理的因子や生物的因子の大
きさが指摘されている。今年度は、①多様性の観
点（女性・高年齢・請負下請客先常駐・外国等多
様な文化的背景）、②健康空間オフィス（healthy 
workplace）、③健康危機管理の観点（救急・感染
症（生物学的リスク）等）の観点からの国内外の文
献やパイロット事例調査を実施した。抽出された検
討項目について今後大規模調査や改善にむけた

基準や在り方について分析を進めていく。
研究2　国際的には、建築・ビル管理の観点よ

り、2006年の国連環境計画金融イニシアチブと国
連グローバル・コンパクトにより策定されたPrinci-
pal for Responsible Investment以降、ESG

（Environment, Social, Governance）を基本とし
た評価が普及しつつある。これは、オフィスワーカー
が知的生産性向上を健康な状態で実現するため
の取組みとして、大きく、建物・室の基本性能、運営
管理、プログラムに分け、基本性能をさらに、①健
康・快適性（空間・内装、音、光、空気空調、リフレッ
シュ、運動）、②利便性（移動空間・コミュニケーショ
ン、情報通信、災害対応）、③安全性確保（有害物
質、水質、セキュリティ）の観点から評価する。わが
国ではCASBEE（建築物総合環境性能評価シス
テム）や、国土交通省のとりまとめによる、健康・快適
なビル認証をめざす提言（ESG投資の普及促進
に向けた勉強会/最終とりまとめ（平成30年3月））
のベースとなる複数の評価ツール（SWOチェックリ
スト（日本サステナブル建築協会）、BOMA360パ
フォーマンスプログラム（全米ビル協会、日本ビルヂ
ング協会連合会）、WELL Building Standard、
Fitwell（米国疾病管理予防センター（CDC））
等）が提案されている。今年度は健康オフィスに
関する国内外の認証制度を調査した。WELL、
Fitwel、CASBEE-WOの3種の認証制度の概要・
評価指標を整理し、各々の評価割合を得た。
研究3　海外の関連機関等の基準・指針値、及

び室内環境基準中のCO2に関する調査を行った。
海外の基準値等では最新の欧州規格（EN16798-
1：2019）が注目される。これにもとづくと、わが国の
基準の温度範囲（17℃～28℃）は同規格に全く適
合できず、「21℃～25.5℃」などのより良い目標値に
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向けた改善を検討する価値がある。照明について
は、同様に事務所・会議室等（300ルクス）、廊下・階
段（100ルクス）の各照度に関して改善の余地があ
ると考えられる。二酸化炭素に関しては，わが国の
基準値（1000ppm）は，現状の各国の基準値・指針
値と比較して遜色はなかった。しかし一方、室内の
二酸化炭素濃度と健康影響や業務効率との関係
については、最近は1000ppm以下の領域でも多く
の研究がされ、1000ppmを下回る濃度を境に、健
康上の訴えや業務効率に有意差があったとの報
告が複数ある。また600～800ppmを基準値とする
新たなビル管理の指針が出ている。室内の二酸
化炭素濃度については、わが国では二酸化炭素
の不適合率は40％以上と高い。以上から、現在の
基準値（1000ppm）を下げる、または現在の基準の
遵守を強化する方策を検討する時期に来ていると
考えられる。
研究4　本年度は、温度、相対湿度、一酸化炭

素、二酸化炭素の国内外における各基準値基準
値の確認並びに、文献レビューを実施した。相対
湿度の基準値40～70％RHに関しては、低湿度側
の基準値40％RHは概ね妥当だが、70％RHは高
湿度における影響を考えるとやや不十分な可能性
が指摘された。一酸化炭素ならびに二酸化炭素
については、空調または機械式換気ありの場合の
基準値10ppmおよび1000ppmは妥当と考えられる
一方で、これらがない場合の基準値50ppmおよび
5000ppmは高すぎる可能性が指摘された。
研究5　照明に関する衛生基準は、労働安全

衛生規則および事務所衛生基準規則に記載され
ている通り、精密な作業では300ルクス以上として
いるが、しかしながら、本法規で定められているの
はあくまで「最低照度」であり、安全かつ快適な視
環境を十分に確保しているとはいえる状況ではな
くなってきた。そこで、現実的な照度設定の参考に
されているのが、JIS照明基準の「推奨照度」であ
る（JISZ9110：2010照明基準総則）。事務作業を
行う「机上面」において必要な照度は750ルクスで
ある。しかしながら、JISでは考慮されていない照
明要件のなかにも重要なものはあり、「JIS照明基準
を満たしている=快適な視環境である」とはいえな

い。2016年6月、日本建築学会環境工学委員会よ
り発表される「新しい規準」は、重要な照明要件に
も関わらずこれまでは計算が困難であった「輝度」
も、近年急速に発達した照明シミュレーションソフト
によって算出可能であるという前提に立ち、「照度」
≠「私たちが感じている明るさ」ではないことから、
視環境とエネルギーの最適化を目指した新たな枠
組みの提示がなされている。これまで照度を基準
に考えられて来たが「順応」を中心に考えると、輝
度バランスを整えることが快適な環境づくりとなる。
照度が、単位面積当たりに入射する光の量であり、
単位はlx（ルクス）。光源によって照らされている面
の明るさの程度を表す。それに対して輝度は、光
源や被照面が発するある方向への光度を、その方
向への見かけ上の面積で割った値である。単位は
cd/m2（カンデラ毎平方メートル）。人の目に入る光
の量を表す。照度は「ある面にどれだけの光が到
達しているか」を表しているのに対し、輝度は「その
面から反射された光が、ある方向から見ている人
の目にどれだけ届いているか」を表している。現在
の照明計画で一般的に用いられているのは、水平
面（机上面や床面など）の照度分布であるが、実
際に感じている“明るさ”を表現しているのは、照度
分布ではなく、輝度分布だといえる。輝度を用いる
新しい基準では、「照明消費電力密度」による評価
に基づいた、高い省エネルギー性を要求している。
研究6　事務所環境と心理的影響（気分）に関し

て、影響因子6項目（騒音・温度・湿度・照明・事務
所デザイン・化学物質）を示す23文献を抽出し、環境
ストレス因子と心理的影響について検討した。特に
騒音の因子は、仕事の能率性（パフォーマンス）低
下と強い関連がみられた。騒音・照明・温度を適正
な状態に保持し、オフィス労働者の生産性を高める
工夫が必要であるが、すべての事務所でオープンス
ペースが有効とはいえない可能性がある。6因子は
互いに複合的な関連もあり、労働者の文化的背景
や個人特性（年齢、性別、性格、ストレス耐性）、職
場条件（職種、労働時間、裁量度、仕事の複雑性、
支援の程度）を考慮して検討すべきである。
研究7　高齢労働者は、加齢による機能低下か

ら作業負担が増加、就労困難/健康損失等の問

特集/改正事務所衛生基準規則
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題が生じ、生産性の低下にも繋がる可能性があ
る。特に腰痛は健康を損なう原因の上位を占めて
おり、その対策は喫緊の課題である。エルゴノミク
スは「人間と作業環境との適切な関係を人間の特
性から究明する学問」として応用範囲が広く、工業
製品デザイン・ソフトウェア設計、工場のライン設計
などにも取り入れられている。本研究では、適切な
オフィス環境構築の参考事例を提示することを目
的に「腰痛予防に資するオフィス環境・エルゴノミク
スに関する国内外のエビデンス」に関する文献レ
ビューを行った。Sit-stand workstationは特定の
集団では筋骨格系不快感に効果量は少ないもの
の有益であることがあきらかになった。腰痛予防に
関して、適切な人間工学と高さ調節可能なワークス
テーションを使用する際に、個別のトレーニング/教
育が必要性とされる。現場への導入を考えて教育
用の資材が必要となる。また勤務時間の1日を通し
て姿勢を変えることの重要性を想起させるようなシ
ステムの構築が効果的であるものと予想される。
【分担研究報告書】 1. 室内執務環境の観点から
の多様性包摂とグローバル現代型健康オフィスに
関する調査／2. オフィス環境／ビル管理の安全
性・利便性・健康快適性に関する国内外の認証基
準／3. 室内空気環境基準と研究の国際動向に
関する文献調査／4. 室内環境における温湿度、
一酸化炭素ならびに二酸化炭素の基準の妥当性
の検討／5. 国際社会における室内の照度・騒音・
振動の快適基準／6. 事務所室内環境と心理的
影響（気分）に関する文献調査／7. 腰痛予防に
資するオフィス環境・エルゴノミクスに関する国内外
のエビデンス

令和2年度研究報告書概要

【研究成果の概要】 令和2年度は前記のサブ
テーマを中心とした3年計画の2年目。
研究1　テレワーク・フリーアドレス・個別分散形

態の事務作業場による健康影響や生産性影響の
調査に関する文献調査を実施した。その結果、情
報機器での作業に起因する健康への影響、運動
不足による健康への影響、換気不足による健康へ

の影響、食習慣の乱れによる健康への影響、メンタ
ルヘルスへの影響、といった課題が得られた。また、
テレワーク、在宅勤務環境の評価ツールの必要性
が指摘できた。
研究2　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

対策に用いることが出来る換気シミュレーターの構
築・公開を行うとともに、その実証と妥当性の検討を
行った。本シミュレーターは在室者数、活動状態、
部屋の容積、換気回数または換気量（不明な場合
は推定値）により部屋の中の二酸化炭素濃度を見
積もり、換気状況の可否を評価するものである。シ
ミュレーターによる推測値を実測値と比較したとこ
ろ、多くの環境において良い一致性が見られたこと
から、COVID-19対策における換気の良否の判断
用のみならず、事務所等における換気管理用とし
て有用であると考えられる。
研究3　昨今の働き方の多様化に伴い、わが国

の現代型オフィス環境は、労働者側の観点では、
女性や高年齢、外国人（様 な々文化的背景）の増
加、就労形態の観点では、オフィス内フリーアドレス
制、オープンスペース活用、同一オフィス内の多様
な職種（正規・非正規雇用、派遣、委託請負による
客先常駐）、さらにテレワークの進展による事務作
業場所の分散化が進んでいる。従来の作業（職
場）環境に内在する健康障害リスクとしての物理
的因子（騒音、照度、振動ほか）や化学的因子（室
内化学物質）に加えて、心理的因子や生物的因子
の大きさが指摘されている。今年度は、①多様性
の観点（女性・高年齢・請負下請客先常駐・外国等
多様な文化的背景）、②健康危機管理の観点（救
急・感染症（生物学的リスク）、テレワークの一層の
普及等）からの国内外の文献を収集するとともに、
COVID-19感染クラスターリスク低減を目的とした、
室内CO2濃度ならびに呼気CO2拡散濃度推計によ
る閾値換気モデルと室内環境評価可視化モデル
を構築した。
研究4　照明に関する衛生基準は、労働安全

衛生規則および事務所衛生基準規則に記載され
ている通り、精密な作業では300ルクス以上として
いるが、しかしながら、本法規で定められているの
はあくまで「最低照度」であり、安全かつ快適な視
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環境を十分に確保しているとはいえる状況ではな
くなってきた。そこで、現実的な照度設定の参考に
されているのが、JIS照明基準の「推奨照度」であ
る（JISZ9110：2010照明基準総則）。事務作業を
行う「机上面」において必要な照度は750ルクスで
ある。しかしながら、JISでは考慮されていない照
明要件のなかにも重要なものはあり、「JIS照明基準
を満たしている=快適な視環境である」とはいえな
い。2016年6月、日本建築学会環境工学委員会よ
り発表される「新しい規準」は、重要な照明要件に
も関わらずこれまでは計算が困難であった「輝度」
も、近年急速に発達した照明シミュレーションソフト
によって算出可能であるという前提に立ち、「照度」≠
「私たちが感じている明るさ」ではないことから、視
環境とエネルギーの最適化を目指した新たな枠組
みの提示がなされている。輝度を用いる新しい基
準では、「照明消費電力密度」による評価に基づけ
ば、高い省エネルギー性も期待できる。輝度が国際
的な基準になるためには、輝度を用いることの上述
の長所が、測定や評価の複雑さを理由に基準とさ
れにくいという短所をはるかに凌駕することが証明
され、その基準値に対する医学的な根拠が確定す
れば、輝度を用いた国際的な基準を用いることによ
り、将来のユニバーサルデザインを取り入れた快適
な事務環境が実現され、省エネ効果も大いにもたら
されると考えられる。一方、コロナ禍で加速された
在宅勤務での労働安全衛生規則における衛生基
準は、事務所同様に適用されることを考えれば、ま
ずは現行の基準を国際基準に近いJIS基準にまで
引き上げることが、より現実であると考えられた。
研究5　COVID-19感染症の拡大長期化ととも

に、従来から取り入れられていたテレワークがさら
に普及をみせている。従来の固定事務所内の固
定席で行う事務作業というオフィスワーカーの働き
方に加えて、労働者が個々散在した作業環境で、
インターネット接続のクラウド環境の仮想オフィスに
アクセスしながら行う働き方が組み合されつつあ
る。今年度はテレワークが生産性や労働者の心理・
メンタルヘルスにどのような影響をもたらすか、文献
調査を行った。テレワークにより仕事とプライベート
の区別が困難になったり、メンタルヘルス不調の早

期感知が難しくなる可能性がある。VDT（筋骨格
や視覚）環境整備や、home to work ＆ work to 
home conflict対応が課題である。
研究6　新型コロナウイルス感染症の拡大によ

り、我々のライフスタイルや働き方は変更を余儀なく
され、テレワークを導入する企業が増加している。こ
のような緊急事態において、就労者の労働生産性
の低下の主要因とされる痛みの実態を把握するこ
とは、職域における痛みへの対策を検討する上で
重要である。本研究では、新型コロナウイルス感染
症流行による緊急事態宣言および外出自粛に伴う
身体の痛みの変化やテレワークの導入状況等を調
査し、痛みの変化と働き方との関連について検討し
た。

20～64歳の痛みを有する就労者1,999人の調査
結果によると、新型コロナウイルスの感染拡大を機
に、痛みが増悪している就労者が15％にのぼり、そ
の痛みの部位は首・肩・頭・腰が多かった。テレワー
クを開始、あるいはその頻度が増加した者は全体
の27％であった。労働機能障害の割合は、痛みが
増悪した群で有意に高かった。多変量解析の結
果から、テレワークの開始／頻度の増加と痛みの
増悪に有意な関連を認めた。また、痛みが増悪し
た者の割合は、テレワークを開始／頻度が増加し
て、かつ身体活動量が減少した群で最も高いとい
う結果が得られた。本調査結果から、テレワークを
推進するにあたり、痛みへの対策を考慮する必要
があることが示唆された。

【分担研究報告書】 1. テレワーク・フリーアドレス・個
別分散形態の事務作業場による健康影響や生産
性影響の調査／2. 室内空気環境の基準と推計
モデル：換気シミュレータ―の構築・実証・妥当性の
検討／3. 多様性を包摂したグローバル現代型健
康オフィスにおける室内空気環境の可視化や、テレ
ワーク・分散型事務作業の労働衛生管理に関する
分析／4. 国際社会における室内の照度・騒音・振
動の快適基準／6. テレワークにおける事務所室
内環境と心理的影響や生産性に関する文献調査
／7. テレワークと痛み、労働機能障害に関する研
究－新型コロナウイルス感染症流行下におけ
る実態調査より－

特集/改正事務所衛生基準規則
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海外情報 :職場のトイレ規制及び
ジェンダー配慮をめぐる議論

ILO1964年衛生（商業及び事務所）勧告（第120号）
X　衛生施設（sanitary	conveniences）

37	 労働者の使用のため、十分なかつ適当な衛
生施設を適当な場所に設け、かつ、適正に維持
すべきである。

３８（1）　衛生施設には、十分なプライバシーを確
保するように仕切りを設けるべきである。

（2）	衛生施設には、できる限り、水洗設備、トラップ、
トイレット・ペーパーその他の衛生設備を整える
べきである。

（3）	女子用衛生施設には、ふた付きの適切に設計
された容器その他焼却器のような適当な処理
設備を備えるべきである。

（4）	できる限り、衛生施設の近くに十分な数の利用
しやすい洗面台を設けるべきである。

39	 男子及び女子には、別個の衛生施設を設ける
べきである。ただし、5人以下の者又は使用者の
家族のみが雇用されている事業所について権限
のある機関の承認を得たときは、この限りでない。

40	 男子用の便所及び小便所並びに女子用の便
所の数は、権限のある機関が労働者の数を考慮
して定めるものとする。

41	 衛生施設は、十分に換気されるべきであり、ま
た、妨害を避けるような位置に設けるべきである。
衛生施設は、作業場、休憩室又は食堂と直接に
接していてはならず、控室又は空き地によつてそ
れらから隔てられていなければならない。

※https://www.ilo.org/tokyo/standards/list-of-
recommendations/WCMS_239241/lang--ja/

1992年職場（安全・衛生・福祉）規則
第20条　衛生施設（sanitary	conveniences）

（1）	適切かつ十分な衛生施設をアクセスしやすい
場所に設けなければならない。

（2）	前項の一般性を損なうことなく、以下でなけれ
ば、衛生施設は適切ではない。

（a）	それらを含む部屋の換気と照明が適切であ
り

（b）	それら及びそれらを含む部屋が清潔で整
然とした状態に保たれ、

（c）	各施設が内側からドアを固定することのでき
る独立した部屋にある場合を除いて、男性と
女性に別個の施設を含む部屋を提供しなけ
ればならない。

（3）	新設、改造、拡張または転換のいずれにも該
当せず、かつ、本規則が施行される直前に1961
年工場法の規定の対象であった職場において
は、表1パートⅡの規定にしたがって衛生設備が
提供されている場合には、十分な衛生施設を提
供する（1）の要件を満たしているものとする。
L24	第2版	2013年	ACOP及びガイダンス

最低限の施設数

197　表1は、男性と女性がともに働いている場合
に提供されなければならない、トイレと洗面台の
最低数を示している。コラム①は、一度に職場に
いる可能性のある労働者の最大数を示してい
る。労働者のグループ（例えば、男性、女性、事
務労働者または肉体労働者）ごとに別のトイレが
提供される場合には、各グループごとに別々の計

ILO勧告 イギリス職場規則
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算をしなければならない。例えば、休憩時間が決
まっている場合、または労働者が一緒に仕事を
終えて、帰る前に洗う必要がある場合には、より
多くの施設が必要になる。
表1　労働者数当たり必要な施設の数

①労働者数	 ②室数	 ③洗面台数
	 1～5	 1	 1
	 6～25	 2	 2
	 26～50	 3	 3
	 51～75	 4	 4
	 76～100	 5	 5

198　表1は、混合職場についての規定の助言で
ある。しかし、男性が使用する小便器を提供す
る必要がある場合には、表2の助言に従うことが
できる。

199　男性のみがトイレを使用する場合には、表1の
コラム②の代わりに表2に従ってもよい。小便器
は、個別の小便器または少なくとも600mmの長
さの小便器スペースの区画でもよい。
表2　男性労働者数当たり必要な施設数
①男性労働者数	 ②室数	 ③小便器数

	 1～15		 1	 1
	 16～30	 2	 1
	 31～45	 2	 2
	 46～60	 3	 2
	 61～75	 3	 3
	 76～90	 4	 3
	 91～100	 4	 4

200　合計100人を超え25（または25の端数）人ご
とに、1つの追加のトイレと洗面台を提供しなけれ
ばならない。男性のみが使用するトイレの場合に
は、少なくとも同数の小便器が提供されることを
条件に、100人を超え50（または50の端数）人ごと
に、1つの追加の室で十分である。

201　顔や手、前腕がひどく汚れる汚れ仕事につい
ては、50人までは10（または10の端数）人ごとに1
つ、また追加の20（または20の端数）人ごとに追加
の1つ、洗面台の数を増やさなければならない。

202　労働者のために提供された施設が一般の
人 に々も利用される場合には、労働者が不合理
な遅延なく施設を利用できるように、必要に応じて

トイレと洗面台の数を増やさなければならない。
※https://www.hse.gov.uk/pubns/books/l24.

htm

作業環境・施設の管理　実施基準（2011年12月）
3.3　トイレ

すべての労働者が仕事中に清潔なトイレを利用
できるようにしなければならない。合理的に実行可
能な場合には、外部の公衆トイレに頼るのではなく、
労働者にトイレ施設を提供しなければならない。
トイレの数

建物内の職場については、オーストラリア全国建
設基準が、労働者数に対するトイレの割合及びトイ
レの仕様を定めている。一般的に、男性と女性の両
方の労働者がいる職場では、別々のトイレを提供し
なければならない。しかし、以下に該当する場合に
は、男女両方の労働者のいる職場で1つのユニセッ
クス（男女共用）のトイレを提供することができる。
・	職場で通常働く人の総数が10人以下であり、
・	1つのジェンダーの労働者が2人以下であること。

例えば、男性2人、女性8人の職場、または女性
1人、男性3人の職場は、総数が10人以下で、かつ
1つのジェンダーの労働者が2人以下であることか
ら、ユニセックスのトイレにすることができる。

ユニセックスのトイレには、クローゼットパン（便器）
1つ、洗面台1つと生理用品を捨てる手段がなけれ
ばならない。

それ以外の職場では、以下の割合で別個のトイ
レを提供しなければならない。

労働者	 クローゼットパン（便器）	 小便器
男性	 20人当たり1	 25人当たり1
女性	 15人当たり1	 N/A
これらの割合は提供しなければならない最低基

準である。しかし、職場によっては、労働者の休憩
時間の設定が、必要なトイレの数に影響することも
ある。同時に使用する必要のある労働者の数に対
して、十分な数のトイレを用意する必要がある。
※https://www.safeworkaustralia.gov.au/

system/fi	les/documents/1702/managing_

オーストラリア実施基準

特集/改正事務所衛生基準規則
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work_environment_and_facilities2.pdf

衛生基準　トイレ施設（29	CFR［連邦規則］	
1910.141（c）（1）（i））

本項（c）（1）（i）に別段の指示がある場合を除
き、本項の表J-1にしたがって、すべての職場に、男
女別のトイレ室内にあるトイレ施設を提供しなけれ
ばならない。各性別に提供する施設の数は、施設
が提供される性別の労働者数に基づかなければ
ならない。トイレ室が一度に1人によってしか使用さ
れず、内側から鍵をかけることができ、かつ少なくと
も1つの水洗トイレを備えている場合には、男女別
のトイレ室を設ける必要はない。そのような個室に
1つ以上のトイレ施設がある場合には、表J-1の目的
のために、各トイレ室内の1つの施設のみを数えるも
のとする。

労働者数	 水洗トイレの最低数*1

1～15	 1
16～35	 2
36～55	 4
56～80	 4
81～110	 5
111～150	 6
150超				（追加の労働者40人ごとに追加の1つ）

*1　トイレ施設が女性によって利用されない場合に
は、水洗トイレの数が規定された最低数の3分の
2未満にならない限り、水洗トイレの代わりに小便
器を提供することができる。

※https://www.osha.gov/laws-regs/
regulations/standardnumber/1910/1910.141

労働安全衛生庁（US-OSHA）
「ベストプラクティス：トランスジェンダー労働者
のためのトイレ利用ガイド」（2015年6月）

〇はじめに

労働省（DOL）労働安全衛生庁（OSHA）は、す
べての使用者はその権限のもとで、労働者が必要

とするときにトイレが利用できない場合に引き起こし
得る健康への悪影響を労働者が被らないようにす
るために、労働者に衛生及び利用可能なトイレ施
設を提供することを求めている。このリーフレットは、
トランスジェンダー労働者のためのトイレ利用に関
するベストプラクティスに関して、使用者にガイダン
スを提供するものである。OSHAの目標は、使用者
がすべての労働者に安全で健康的な労働環境を
提供することを確保することである。
〇ジェンダーアイデンティティの理解

多くの職場で、男性と女性に別々のトイレその他
の施設が提供されている。一定の労働者がどの施
設を利用すべきかについて、職場で疑問が生じる
場合もある。カリフォルニア大学ロサンゼルス校ウイ
リアムズ研究所によれば、アメリカ合衆国で推計70
万人の成人がトランスジェンダーであり－彼らの内
面のジェンダーアイデンティティが出生時に割り当て
られた性別（例えば、出生証明書に記載された性
別）と異なっていることを意味している。トランスジェ
ンダーの人々の多くは、自らが認識するジェンダーと
しての日常生活を送るために移行する。したがって、
トランスジェンダーの男性は、女性としての生活から
男性としての生活に移行するかもしれない。同様に、
トランスジェンダーの女性は、出生時には男性として
割り当てられるものの、彼女のアイデンティティと一
致する女性としての生活に移行するかもしれない。
移行はすべての人にとって異なるプロセスであり－

（新しい名前を名乗るなど）社会的な変化や医学
的措置、身分証明書の変更かもしれない。
〇なぜトイレの利用が安全衛生問題か

ジェンダーアイデンティティは、各個人のアイデン
ティティ及び日常生活の本質的な一部である。し
たがって、ジェンダー問題の権威は、労働者が、自ら
のジェンダーアイデンティティに基づいて、他の日常
生活と矛盾しないやり方で働けることが重要である
としている。労働者が自らのジェンダーアイデンティ
ティとは異なるトイレのみを使用するよう制限したり、
彼らにジェンダーニュートラルなトイレまたは他の特
別なトイレを利用することを求めて他の労働者から
分離することは、彼らを孤立させ、また彼らの身体
的安全を脅かすことになりかねない。トイレの制限

アメリカ衛生基準

アメリカ US-OSHA
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は、労働者が仕事中にトイレ利用を完全に避けるこ
とにつながり、それが潜在的に深刻な身体傷害や
病気につながる可能性がある。
〇OSHAの衛生基準

OSHAの衛生基準（1910.141）のもとで、使用者
はその労働者にトイレ施設を提供することを義務
づけられている。この基準は、トイレが利用できない
場合に生じる健康影響から労働者を保護すること
を目的にしている。そのような悪影響としては、尿路
感染症や腸管・膀胱障害などがある。OSHAはこ
の基準を、労働者が衛生施設を迅速に利用できる
ようにすることを使用者に求めることと、一貫して解
釈している。さらに、使用者は、労働者のトイレ施設
の利用に不合理な制限を課すことはできない。
〇トランスジェンダー労働者のためのトイレ利用の

モデルプラクティス

多くの企業は、すべての労働者－トランスジェン
ダーの労働者を含め－が適切な衛生施設を迅速
に利用できることを保証した、書面による方針を実
施している。こうした方針の根底にある核となる考
え方は、すべての労働者が自らのジェンダーアイデ
ンティティに対応した施設を利用できるようにすべき
だということである。例えば、自らを男性と自認する
者は男性用トイレの使用が認められるべきであり、
女性と自認する者は女性用トイレを使用することが
できる。労働者は、彼または彼女自身にとって、もっと
も適切かつ安全な選択肢を決定すべきである。

最良の方針はまた、労働者が利用することを選
ぶかもしれないが、要求されることはない、追加の
選択肢を提供することである。
・	個室のジェンダーニュートラル（ユニセックス）な

施設、及び
・	鍵をかけることのできる個室付きの多人数用ジェ
ンダーニュートラルな施設
職場の物理的レイアウトにかかわりなく、すべての

労働者は、安全かつ便利で、トランスジェンダー労働
者を尊重した解決策をみつけだす必要がある。

これらのベストプラクティスにおいては、ジェンダー
にふさわしい施設を利用できるようにするために、自
らのジェンダーアイデンティティについての医学的ま
たは法的書類の提出を求められることはない。ま

た、いかなる労働者も、ジェンダーアイデンティティま
たはトランスジェンダーであることを理由に、他の労
働者とは別に分離された施設を利用することを求
められてはならない。OSHAの基準では、労働者
は一般的に、作業場所から不合理な距離や移動
時間の施設を利用するよう限定されてはならない。
〇その他の連邦・州・地方の法律／さらなる情報

／どのようにOSHAが援助できるか／参考文献

（省略）
※https://www.osha.gov/sites/default/fi	les/

publications/OSHA3795.pdf

カナダ公共サービス連合（PSAC）
「あなたの職場のジェンダーインクルーシブな

洗面所」（2018年3月）
〇ジェンダーインクルーシブな洗面所とは何か？

ジェンダーインクルーシブな洗面所とは、どのよう
なジェンダーの人でも利用可能な洗面所施設のこ
とである。一人用の洗面所や多人数用個室付き
洗面所がある。
〇なぜジェンダーインクルーシブな洗面所が必要

か？

・洗面所の利用［アクセス］は、すべての者にとって
人間の尊厳の核心となる基本的物理的ニーズ
のひとつである。

・	トランスジェンダーやジェンダーノンコンフォーミン
グの人 に々とって、公共の洗面所を利用すること
は、不安やストレスの原因となる。外見が一般的
に期待されている男性や女性の者は、洗面所を
利用しようとしたときに、睨まれたり、質問されたり、
意見されたり、言葉によるハラスメントや身体的な
暴力を受けたりすることも多い。

・	トランスジェンダーの人の75％が公共洗面所を
利用するときに何らかの否定的な反応を受けた
ことがあり、また、オンタリオのトランスジェンダーの
人の57％が、ハラスメントを恐れて必要なときに
公共洗面所を使うことを避けている。トイレの利
用を控えることは、尿路感染症や腎臓病などの
健康上の問題を引き起こす可能性がある。

カナダ PSAC
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・	ハラスメントやハラスメントの恐怖、必要なときに
洗面所に行けないという身体的不快感はすべ
て、労働者の仕事を妨げる原因となる。

・	ジェンダーインクルーシブな洗面所は、トランスジェ
ンダーやジェンダーノンコンフォーミングの人たち
のためになるだけではない。また、ジェンダーの異
なる子供をもつ親や、自分とは異なるジェンダー
の高齢者や障害者の介護者にとっても、生活を
便利にしてくれる。

・	カナダのいくつかの大学、NPO、学校、自治たち
ではすでに建物内にジェンダーインクルーシブな
洗面所を備えている。

〇ジェンダーインクルーシブな洗面所を導入する

ためのベストプラクティスは何か？

1.	 労働者を教育する－なぜ男女別洗面所を転
換することができるのか、どのようにジェンダーイン
クルーシブな洗面所を利用するのかについて、
労働者の理解に役立つ情報を作成する。

2.	 ゆっくりとはじめる－最初からすべての洗面所
をジェンダーインクルーシブな洗面所に転換する
必要はない。代わりに、使用者は、転換する洗面
所のセットと最初に転換可能な洗面所を確認す
るか、またはジェンダーインクルーシブな新しい洗
面所を建設すべきである。

3.	 便利で利用しやすいものにする－使用者は、
「ユニバーサル］」な洗面所（1つの洗面台と1つ
のトイレを備えた障害をもつ人々用が利用可能
な洗面所）をジェンダーインクルーシブな洗面所と
して指定することも多い。ジェンダーインクルーシ
ブな洗面所は、すべての労働者が利用できるも
のでなければならず、「隠された」ものであっては
ならない。

	 	 すべての職場に少なくとも1つのジェンダーイン
クルーシブな洗面所があるべきであるが、労働
者200人以上の職場では労働者100人ごとにさ
らに1つを備えるべきである。洗面所から離れた
場所に職場のあるトランスジェンダーやジェンダー
ノンコンフォーミングの人の負担にならないように、
それらは建物の様 な々場所に用意されているべ
きである。

4.	 労働者が利用する洗面所を取り締まらない－

労働者は、快適に利用でき、自らのジェンダーアイ
デンティティに対応した施設を利用することがで
きなければならない。例えば、トランスジェンダー
やジェンダーノンコンフォーミングの人に、出生時
に割り当てられた性別や医学的移行状況に対
応した施設を利用することを要求したり、（医師
の証明書や身分証明書を要求することによって）
ジェンダーアイデンティティを「証明」することを要
求することは、適当ではない。

	 	 オールジェンダー用洗面所を利用することは
個人の選択の問題であり、ジェンダー専用施設
を利用することで新たなハラスメントを受けること
があってはならない。

〇ジェンダーインクルーシブな洗面所の適切な標

識の例（省略）
※http://psacunion.ca/sites/psac/fi	les/

attachments/pdfs/gender-inclusive-
washroom-en-4page_0.pdf

北アイルランド公共サービス連合（NIPSA）
2021年代表者会議会議資料No.1「職場における

ジェンダーニュートラルなトイレ施設」
5　ジェンダーニュートラルなトイレ：ベストプラクティ

スに関する手引き

5.1　トイレや更衣室の利用は、トランスの人々の受
け入れについて、強い意見を生じさせることがあ
る。このような問題に対処するためには、使用者
は、トランスの人々のニーズと同様に、他のスタッ
フのニーズにも敏感でなければならない。

5.2　ノンバイナリー、トランス、インターセックスの
人々が、個室のトイレや更衣室（すなわちジェン
ダーニュートラルな施設）を利用することをより快
適に感じる場合には、そうすることを促進される
べきである。これらが利用可能な施設である場
合には、スタッフは、障害をもつ人々の利用に悪
影響を与えないようにすべきである。

5.3　インクルーシブな言葉を用いてジェンダー
ニュートラルな施設の名称を変更するのはグッド
プラクティスである。利用可能なトイレへの車椅

北アイルランド NIPSA
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子のシンボルに加えて、オールジェンダーまたは
ジェンダーインクルーシブなトイレに、ひとつのトイ
レのシンボルを使用することができる。このシンボ
ルは、ノンバイナリー、トランス、インターセックスの
人々のなかには不快や不適切と感じる人もいる、
「半分男性、半分女性」よりも好ましい。適切な
衛生施設の利用も提供されるべきである。

5.4　要求があった場合には、使用者は、ノンバイナ
リー、トランス、インターセックスの人 に々、彼らの
ジェンダー・アイデンティティに合ったトイレを利用
できるようにしなければならない。

5.5　しかし、トイレの変更に関する決定はセンシティ
ブな問題であり、以下のように述べている、トラン
スの人々へのサービスの提供に関する法律や
均等委員会の手引きの適切な考慮を含め、利用
可能なあらゆる文脈情報に基づくべきである。
「（例えば、個々人のための別々の小個室があ

るなど）［サービス利用者が］かなりの程度プライバ
シーを確保しながら施設を変更または利用できる
縫合があれば、異議と称されるものが妥当かどう
か、またはきまり悪いと称されるものが深刻かどうか
を疑うかもしれない。」

…「他のサービス利用者が、トランスセクシャルの
人と施設を共有することに意義がある場合、その
意義をそのまま受け入れてはならない。［サービス
提供者は］議論を通じて、合理的または重大もしく
は真に非偏見的な理由かどうか評価するよう努め
なければならない…偏見に基づいた異議は…合
理的な異議ではない。」…
6　結論

6.1　労働組合は、もっとも弱い立場にある労働者
を、差別や制度的虐待、有害な労働条件から守
る重要な立場にある。このような理由から、執行
委員会は、われわれがトランスの人々が自己認識
に基づいてトイレを利用できるように改正された
1999年性差別（ジェンダー転換）規則に沿って、
職場におけるトイレその他の施設の利用に関す
るトランスイクルーシブな方針を支持する強い姿
勢を示さなければならないと考える。

6.2　この方針を採用し、ジェンダーニュートラルなト
イレ施設の導入を求めて闘うことは、NIPSAがノ

ンバイナリー、トランス及びインターセックスの組合
員及び労働者に、彼らが彼らを支援し、彼らの権
利のために立ち上がる意思があるというメッセー
ジを送ることができるだろう。

6.3　今後のトイレや更衣室が関係した建設計画
にはジェンダーニュートラルに利用できる個室を
含むべきであり、また、既存の場所にジェンダー
ニュートラルな施設の設置を含めるための努力
を支援しなければならない。

6.4　執行委員会は、トイレをジェンダーニュートラル
にするために商標［ブランド］変更することは、職
場を真にイクルーシブな環境にするための、小さ
な、しかし大きな一歩であると考える。

6.5　それゆえ会議は、以下の動議を承認すること
によって、上記の決定を有効にするよう求められ
ている。
…「会議は、会議資料No.1の内容を支持し、執

行委員会に、職場にジェンダーニュートラルなトイレ
を導入するためにキャンペーンを行うよう求める。」
※https://nipsa.org.uk/publications/

Paper-1-40371.pdf

トランスジェンダーヨーロッパ（TGEU）
「ジェンダーインクルーシブな職場－使用者・企業

向けガイドライン」（2017年12月）
〇トイレ施設

トランスの人には、最初は男女別の施設を利用し
たくないという方もいるだろう。多くの組織は、しば
らくの間はジェンダーニュートラルな障害者用施設
を利用し、合意した期間経過後に、希望する場合
にはジェンダー別の施設を利用するなど、小さな調
整によってこれに対応する創造的な方法を見つけ
ている。…上級管理者チームが強力な立場をとれ
ば、問題はたいてい解決される。このような場合に
は、トランスの人が上級管理者チームからサ
ポートを受けることが重要である。…
※https://tgeu.org/wp-content/

uploads/2018/06/TGEU_
transinclusiveworkplaces_web201806.pdf

欧州 TGEU
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COVID-19パンデミック下におけるテレワークと健康リスク：
現場からの証拠と政策的意味合い

4. まとめと勧告

COVID-19アウトブレイクによるかつてないテレ
ワークの拡大は、この形態の労働の組織化の長期
的な影響について疑問を生じさせた。それは、労
働のデジタル化や労働編成の柔軟化の増大に向
けた、すでにあった傾向を加速させだろうと考える
多くの理由がある。

COVID-19危機の間における在宅勤務への大
規模なシフトが、企業による労働の組織化慣行や
労働者の意識に持続的な変化をもたらしたかどう
か、またどのようなかたちでもたらしたか、さらに以
前はこの労働編成を利用できなかった仕事にとっ
て選択肢として残っているかどうか、を探求する研
究がいくつか行われている。
・	いくつかの研究は、労働者と管理者双方の在宅

勤務に対する認識は、パンデミック開始以来大幅
に改善されて、ハイブリッドな労働編成が一般的
に好まれるようになっていることを示唆している。

・	主な課題は、従来は直接監督の対象であった
仕事、すなわち中級技能職に対して管理とパ
フォーマンス監視をどのように適応させるか、ま
た、職務の高度な相互依存性やチームワークを
ともなう仕事において、連携と情報の伝達をどの
ように確保するかである。

・	社会的相互作用の要求が高い仕事にテレワー
クをどのように取り入れるかについては、まだ検
討の余地がある。
この関連で、現場調査から得られた主な知見

は、以下のように要約することができる。
・	強いられたテレワークは、多くの企業と労働者、と
りわけこの労働編成の経験が浅い、またはまっ

たくなかった者に、学習の機会を提供した。それ
は、適応するためにかなりの努力を必要とした
が、予想以上の成果を上げることができた。

・	管理とパフォーマンス監視の仕組みは、効果的
であることが証明されているため、大きくは変更
されなかった一方で、チーム連携がとりわけ困難
だった。

・	ほとんどの企業がテレワークを延長する計画を
議論しており、ほとんどの労働者が将来も定期的
にテレワークを継続することを希望しているか、ま
たは、いずれにしても要求に応じて［オンデマンド
で］ときおり自宅で仕事をする機会を逃すことは
ないと表明している。

・	このことは、とりわけ（事務職やその他の管理・技
術スタッフなど）情報処理業務を行う中級技能
職労働者における、ハイブリッドな労働編成の拡
大を意味するだろう。

・	要求に応じたテレワークは、社会的相互作用の
レベルが高い職業で、より顕著になる可能性が
ある。

4.1　心理社会的リスク

COVID-19パンデミック中のテレワークの経験に
対する一般的に肯定的な評価は、心理社会的リス
クの発生を無視することを意味してはいない。

テレワークと健康関連影響に関する研究の最近
の系統的レビューは、心理社会的リスクがこの労働
編成に関連するもっとも一般的な健康リスクである
ことを示している。

この分野の研究のほとんどは、テレワークが主に
臨時のものであり、主として高度の専門職の、限ら
れた数の労働者について可能であるという状況

2021年10月22日　欧州労働安全衛生機関報告書
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で実施されたものだった。したがって、パンデミック
の状況のなかで拡張された、長期間のテレワーク
の経験は、テレワーク、心理社会的リスク及び福利

［ウエルビーイング］に関する従来の前提の再評
価を求めるものである。

パンデミックの間の義務的なテレワークは、主に
その義務的な性質と例外的な強度・期間によって、
心理社会的リスクを悪化させた可能性があると言
えるだろう。しかし、この期間中のテレワークの経験
に関する研究は、ポスト・パンデミックの状況におけ
る労働安全衛生問題について貴重な洞察を提供
する可能性がある。

4.1.1　職務内容の変化

COVID-19危機の間に実施された他の研究と
同様に、現場調査によって、義務的なテレワークは、
高いレベルの社会的相互作用や感情的要求を必
要とする仕事の労働者にとって、とりわけ困難だっ
たことを示している。

これは、教師やソーシャルワーカーだけでなく、あ
る程度対面でのやりとりを必要とする他の職業で
も、質を落とすことなくバーチャルの手段によって再
現することは難しいという経験の典型例である。

テレワークへの適応は、こうした仕事の内容や目
的の大きな変化を伴うものであった。とくにパンデミッ
クの初期には、企業と労働者のテレワークへの突
然の以降に対する準備が不十分で、仕事量の増
加やストレスにつながるケースがほとんどだった。し
かし、労働者は、仕事の成果が上がらない、または
「ベストの状態」を発揮できていない感覚と結びつ
いた持続的なフラストレーションも報告している。

そのような特徴をもつ職業の労働者にとっては、
対面でのやりとりを維持することが依然として重要
である。しかし、これらの労働者のほとんどは、ポス
ト・パンデミックの状況のなかで、ときおり及び要求に
応じて在宅勤務をする機会を放棄することはない
だろう。強いられたテレワークの経験は、一部の職
務がリモートでより快適かつ生産的なやりかたで行
えることを示した。

4.1.2　労働強化

研究文献のなかでは、テレワークの程度が、仕事
量の増大に対処するため、または、仕事の要求に
応えるために常に応答できるという期待を管理す
るために、非公式の残業や不規則な労働時間とし
て、ストレスや健康関連問題につながることがしば
しば確認されてきた。研究はまた、通勤時間が労
働時間に変わるリスクにも言及している。

現場調査は、仕事の量の増加や不規則な労働
時間パターンは、パンデミックの初期段階に集中し
ており、新たな状況に労働の組織化慣行を適応さ
せる必要があったためだったことを示している。そ
れは、危機の影響を大きく受けた企業の、一定の管
理的責任のある労働者にとって重大であった。し
かし、結果は、在宅勤務には労働時間の延長や仕
事から離れることの困難さという明らかなリスクがあ
り、常に応答できなければならないという認識と結
びついていることが多いことも示している。

通勤時間の減少は、労働時間のパターンにあま
り明確な影響を及ぼさなかった。通勤時間の節約
は、テレワークのもっともポジティブな効果のひとつと
認識されている。しかし、これまで通勤に費やされ
ていた時間が、（完全にまたは部分的に）労働時間
に変わることも多い。通勤よりも仕事に時間を費や
す方がやりがいがあるという労働者がいる一方で、
在宅勤務では仕事に制限を設けることが難しいと
表明する者もいる。

通常の勤務時間を超えた対応可能性に関する
問題は、様 な々要因に起因している。
・	直接的な押し付けがましい管理は、常に応答可

能でなければならないというプレッシャーにつなが
るかもしれないが、それはむしろ例外的で、パンデ
ミックの初期段階に限られていた。

・	（勤務時間外にメールを送るなど）その他の管
理慣行がより一般的であり、応答可能性の延長
の暗黙の期待につながるかもしれない。

・	労働者は、同僚や管理者と離れて働いていると
き、自らの仕事に対する応答性を示すために、よ
り目につきやすく、「常にオン」でいざるをえないと
感じるかもしれない。

・	社会的相互作用のレベルが高く、（外部または
内部の）顧客やサービス利用者との間に制限を

特集/改正事務所衛生基準規則
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設けることに難しさを経験することの多い労働者
は、他のタイプの労働者よりも、応答可能性の延
長への期待が相対的に顕著かもしれない。

4.1.3　孤立と集中的なバーチャルチーム連携

孤立は、研究によって、集中的なテレワークの主
要な心理社会的リスクのひとつとして確認されてい
る。COVID-19の状況下では、同僚や管理者と顔
を合わせる機会の損失が長引いたため、孤立感
が顕著に表われた。

並行して、ほとんどの労働者がリモートで働き、対
面でのやりとりが最小に制限される場合、集中的な
バーチャルチーム連携やコミュニケーション慣行に
起因する新たな心理社会的リスクに注意を払う必
要がある。チーム連携のデジタル強度は、パフォー
マンスや心理社会的リスクに様々な影響を与える
重要な問題である。それは以下につながるかもし
れない。
・	非同期及び同期形態のコミュニケーションを可

能にする、複数の重複したデジタルツールからの
大量の情報を管理することによる情報の過負荷

・	非言語的過負荷：対面での文脈的情報は情報
の組み立てと理解に役立つが、その喪失は、効
果的なコミュニケーションを達成するための余分
な努力を必要とする。

・	とくに相互依存性が高く、反復性の高い業務プ
ロセスに組みこまれた、頻繁な社会的相互作用
に依存する労働者における、チーム連携やパ
フォーマンスの低下
現場調査の結果は、この研究ストランドに沿った

ものである。
・	チーム連携は一般的に時間がかかるものと認識
されており、バーチャル会議数の増加や情報の
過負荷を伴う可能性があり、仕事のペースが遅く
なり、作業チームや組織内の知識の伝達に影響
を及ぼす可能性がある。

・	集中的なバーチャル連携は、対人コミュニケー
ションの質を低下させ、情報の文脈を把握して
誤解を避けるための重要な非言語的手がかりを
失わせることになる。さらに、バーチャル会議は、
相対的に職務に集中して、一層の情報交換の

余地をなくす傾向がある。主な影響は、孤立感、
疲労（非言語的過負荷）や誤解される危険性で
ある。

・	孤立感は、社会的相互作用のレベルの高い職
種の労働者や新入社員でとくに顕著にみられ
た。対照的に、パンデミック前に孤立感を感じて
いた中級技能職のテレワーカーは、拡張されたテ
レワークの状況のなかで、認知度や支援が増加
したと感じた。

4.1.4　ワークライフコンフリクト

最近の研究では、テレワークへの移行が、とりわ
け共働きで子供のいる夫婦の間で、介護や家事の
責任分担における既存のジェンダー不平等を悪化
させる可能性があると説明されている。

義務的なテレワークによって、とくに自宅に適切な
作業スペースがない者は、自分の好みに合わせて
仕事と生活の境界を管理する個人の能力も根本
的に変化したかもしれない。

現場調査の結果は、ワークライフコンフリクトは、
COVID-19危機の最初の段階でとくに深刻で、明
らかにジェンダー化され、とりわけ学校閉鎖中に学
齢期の子供をもつ働く母親に、影響を与えたことを
示している。ワークライフコンフリクトが、普段どおり
に仕事ができないことによる不安やストレスにつな
がる場合もある。また、仕事に集中しすぎて介護の
責任が果たせず、罪悪感を感じるケースもある。

パンデミックの初期段階のロックダウンと学校閉
鎖中に集められた証拠は、ほとんどの労働者が新
しい状況に適応したと報告しており、ワークライフコ
ンフリクトの発生率は他の職務特性や社会経済的
地位によって緩和されるために、一般化はできない
かもしれない。

にもかかわらず、現場調査は、テレワークの経験
に関してジェンダー化されたパターンが持続してい
ることを示している。介護の責任を負う女性は、ワー
クライフバランスとの関連でテレワークのポジティブ
な側面を報告する傾向があるが、主に要求の高い
仕事をしている場合には、潜在的なワークライフコン
フリクトにより多くさらされている。さらに、自宅に仕
事をするための適切なスペースがないことが、女性
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と男性の双方にとって、ワークライフコンフリクトのリ
スクを明らかに悪化させる。

4.2　筋骨格系障害その他の身体的問題

高負荷などの心理社会的ストレッサーはもちろ
ん、長時間労働に関連した長時間の座位や静的
姿勢によって、筋骨格系障害（MSDs）の有病率が
高まるという証拠が増えている。しかし、MSDsの
発生率に関する研究は、在宅テレワークよりも、ICT

［情報通信技術］労働関連問題のより一般的なパ
ターンに、主に焦点をあててきた。

在宅テレワーカーのMSDs発生率に関する研究
は限られているものの、これらのリスクが増加してい
る可能性を示唆するいくつかの兆候がある。現場
調査は、様 な々原因に関連した、自己報告された高
い率のMSDsその他の身体的問題を示している。
・	MSDsの発生率は大部分は、デスクワークの増

加、自宅での人間工学的条件の悪さ、ストレスの
多い労働条件または長時間労働の経験との関
連で報告されている。

・	デスクワークの増加との関連でみられるもっとも
多い問題は、「主観的疲労感」の一般的感覚
である。さらに、デスクワークの増加は、以前から
あった身体的問題を悪化させるとともに、体重増
加、腰や首の痛み、資格疲労や眼精疲労など、
新たな問題の発生を助長する可能性がある。

・	多くの労働者が直面するスペースの制約は、最
低限の人間工学的基準を遵守して自宅のワー
クステーションを設定するのを妨げている。他の
家族、すなわちやはり在宅勤務をするパートナー
や学齢期の子供と作業部屋を共有しなければ
ならない労働者にとっては、とりわけこの制約は
深刻である。大都市に住む労働者が、テレワー
クのための不十分なスペースの影響をもっとも
受けている。

4.3　緩和要因

テレワークの労働条件や福利に対する影響は
様 な々要因によって緩和されることが、研究によっ
て示されている。テレワークの強度は明らかに重要
である。全体的に研究は、ハイブリッドなテレワーク

の編成が、リモートワークの柔軟性と管理者・同僚と
の対面によるやりとりの間の最良のバランスを提供
することを示唆している。驚くことではないが、現場
調査その他の最近の調査は、企業と労働者双方
におけるこの種の手配についての一般的好みを反
映している。その他の緩和要因（自律性と組織的
支援）に関連した知見を以下に紹介する。

4.3.1　自律性

テレワークは通常、知覚される自律性の向上と関
連しており、それは仕事の過負荷やストレスの知覚
の緩和に貢献する。

この点について、様 な々研究が、仕事の要求に
対処し、仕事と私生活の境界を管理するうえで、個
人の好みや能力を認識することの重要性も指摘し
ている。

しかし、テレワークは、組織の規範や労働の組織
化慣行によって異なる結果をもたらす可能性があ
り、労働時間のスケジュールや職務を編成するうえ
で、リモートワーカーに与えられる自律性の程度に
影響を及ぼす。とりわけ、組織が労働者に通常の
勤務時間外に応答することを期待する場合には、
自律性が損なわれる。

この点に関して、現場調査では、3つの主要パ
ターンが確認された。
・	自律性のレベルが高く、要求の厳しい職種の労

働者は、在宅勤務によって労働条件が基本的に
変化していない。これは主に、すでに高い仕事
量に対処していて、定時以外の時間の仕事の
要求に応答できるようにすることが職務権限に含
まれている、管理責任のある労働者である。これ
は、文献で言及されている「自律性のパラドック
ス」と一致するものである。労働の自律性のレベ
ルが高い労働者は、仕事量の増加に対応する
要求を内面化し、仕事上のアイデンティティと評
価に関連した理由から、常に応答できるようにし
ている。

・	労働時間や職務の編成にある程度の自律性
をもつ労働者は、在宅勤務をする場合に、自律
性が高まった、ともっとも多く報告している。これ
は、通勤時間の減少に加え、労働時間の配分を

特集/改正事務所衛生基準規則
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自分の好みに合わせて柔軟に変更できるように
なったことを意味し、それは不規則な勤務時間
につながるかもしれない。ほとんどの場合、テレ
ワークは、自己知覚パフォーマンス、仕事の満足
感やワークライフバランスにポジティブな影響をも
たらす。こうした知見は、ワークライフバランスに
対する仕事の要求の緩和要因として、労働時
間に対する自律性の役割を強調する先行研究
と一致している。これらの知見は、通常の勤務
時間を超えて自宅で仕事をすることは、それが、
労働者が好んだ労働スケジュールの結果であっ
て、仕事量の増加や常に応答できる期待に対
処しなければならないことの結果でない限りは、
ワークライフコンフリクトや労働関連ストレスの認
識と関連していないことを示している。

・	高度に標準化された作業プロセスで働き、労働
スケジュールや労働のペースに対する自律性が
非常に限られた労働者は、在宅勤務する場合に
大きな変化を経験していないが、通勤時間の減
少はポジティブに受け止められている。

4.3.2　管理と組織的支援

テレワークに関する研究のほとんどは、テレワーク
編成を成功裏に実施させるためには、管理と労働
組織の慣行を適応させる必要性を指摘している。

上述した他の研究と同様に、今回の現場調査
は、COVID-19危機の間のテレワークの経験が、テ
レワークに対する経営陣の不信感や消極性を克
服するうえで大きな影響を及ぼしたことを示してい
る。このことは、使用者と労働者双方によっておお
むね認められている。興味深いことに、両者とも、管
理と監視の仕組みは大きく変わっていないと報告し
ている。
・	使用者によれば、主な理由は既存の管理手段
（自律性のレベルの高い仕事については目標に
よる管理、相対的に定型的な仕事については監
視システム）の有効性である。これは、テレワーク
を中級技能職にまで拡大することは、一部の研
究で予想されていたよりも難易度が低いことが
証明されたことを示唆している。

・	文献では押しつけがましい管理慣行が懸念さ

れていたが、労働者は、それは例外的であって
COVID-19パンデミック当初に起きたことであり、
テレワークが次第に前向きで信頼に基づくスタン
スへ発展した報告している。
使用者を対象とした現場調査は、これまであまり

注目されてこなかったテレワークのいくつかの側面
も明らかにしている。ほとんどの企業において、テレ
ワークへの大規模な移行が、労働安全衛生リスク
と予防についての何らかの議論につながった。労
働者の間には、主なリスクは孤立と自宅における適
切な労働条件の欠如であるという合意がある。し
かし、企業の経験は、2つの重要な側面－テレワー
クのための物的支援の提供と心理社会的リスクの
予防－において、大きく異なっている。
・	パンデミック中のテレワーク対応支援は、ラップトッ

プ及びリモートワークを可能にするソフトウエアの
提供が中心だったが、労働者が自分の機器を使
用しなければならないケースもあった。人間工学
的機器や、とくにテレワークに関連する費用の補
償は、相対的に限定的だった。さらに、パンデミッ
ク中に自宅のワークステーションのリスクアセスメ
ントがまったく行われなかったことも強調しておく
べきである。

・	心理社会的リスクについては、包括的な予防方
針を策定した企業はわずか、すなわちパンデミッ
ク発生前にテレワークの経験が豊富な企業やす
でにテレワークの大幅拡大を計画していた企業
だけだった。今回の現場調査は、応答可能性の
限度の設定、労働者の福利に関する情報の収
集や、心理社会的リスクに関する理解を深めるこ
とを含め、管理・労働組織慣行を適応させるため
のライン管理者の訓練など、最近の研究に沿っ
たいくつかの実践例を確認した。これに関連し
て、ICT［情報通信技術］の利用に明確な限度
を設けることは、きわめて重要であると思われる。
つながらない権利［right to disconnect］が正
式に認められたのは大企業1社だけだったが、
他の企業ではいくつかのHRM（人事労務管理）
の実践が確認された。しかし、通常の労働スケ
ジュールを超えて応答できることを期待される問
題は、まだ解決されてはいない。
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4.3.3　社会対話と企業レベルにおける団体交渉

COVID-19危機という異常事態にもかかわらず、
現場調査は、社会対話と団体交渉がテレワークの
規制において重要な役割を果たす可能性があるこ
とを示唆している。労働協約は、拡大テレワークへ
の移行あるいは、テレワークが可能とみなされる仕
事、テレワークの強度、在宅勤務と現場勤務のロー
テーションルールや金銭的支援の提供など、規制
的側面を促進するうえで、役立ってきている。小企
業も、労働者代表との協議またはより直接的参加
の仕組みのいくつかの事例を提供している。

このテーマに関する研究は少ないが、既存の証
拠は、主に労働者の参加を強化し、企業のパフォー
マンスを改善するよう設計された人事労務管理方
針は、心理社会的リスクや健康への悪影響を予防
するもっとも効果的な方法ではないようである。社
会対話と団体交渉は、よりよい労働条件とより透明
性の高い規制の枠組みを提供すると思われる。こ
のことは、テレワークがパンデミック前よりも、より多く
の労働者－多くは中級技能職－が利用できる選択
肢になるだろうことを考えると、とくにポスト・パンデミッ
クの状況に関係している。

4.4　国レベルにおける規制の傾向

テレワークに関するEU枠組み協定（2002年）は、
ほとんどのEU加盟国にとって、テレワークに関する
国の法令と団体交渉の主要な参考資料である。こ
れには、テレワークの定義とその主要側面－使用者
と労働者双方にとっての自主性、責任、平等雇用、
訓練と団交権、データ保護、プライバシーの尊重及
び労働安全衛生についての使用者の責任－の規
制が含まれている。

EU加盟国は、法令または社会対話と団体交渉
によって、テレワークを規制している。ほとんどの国
で、両方のタイプの規制が（適用範囲や意義は異
なるものの）用いられ、互いに補完し合っている。

テレワークの規制において、国や労使関係者が
果たす役割は様々であり、国の労使関係の伝統に
依存する部分もある。

COVID-19のアウトブレイク前に、ほとんどの国

が、労働法典や関連規則のなかに規定された、テ
レワークに関する法的定義と具体的規制をもって
いた。他の諸国（デンマーク、アイルランド、キプロ
ス、ラトビア、フィンランド及びスウェーデン）では、テレ
ワークの法的定義がなく、テレワークに関係する問
題は、データ保護、安全衛生または労働時間に関
連した様 な々法律のなかで扱われていた。

EU枠組み協定を参考にして、規制された主な
革新的諸側面を要約すると、以下のようになる。
・	定期的及び臨時のテレワーク：EU枠組み協定

は、定期的なテレワーク（少なくとも週1日）のみを
対象としていた。しかし、（労働時間の20％未満
及び/または特定のパターンに従わない）臨時の
テレワークが、テレワークの重要な形態として現
われた。国のアプローチは多様であった。あらゆ
る強度を網羅するようにテレワークの法的定義
を変更した国がある一方で、定期的及び臨時の
テレワークに別々の定義とルールを策定した国も
あった。

・	つながらない権利：EU枠組み協定は、テレワー
カーは、国の法令と団体交渉による制限のもと
で、労働時間の組織化を管理しなければならな
いと述べている。管理者や顧客による常に応答
可能であることへの期待は、いくつかの国で、労
働時間の配分、応答可能時間の制限と休憩に
関する合意を含め、つながらない権利の規制に
つながった。

・	テレワークの権利：自主性の原則が維持されてい
たとしても、いくつかの国は、テレワークを要求する

（企業が拒否する場合、労働者は書面による回
答を受け取る権利がある）、または、ワークライフバ
ランスを支援する観点から、一部のグループに対
し特別な取り扱いを提供する権利を規制した。

・	特別の労働安全衛生条項：いくつかの国では、リ
スクアセスメントを実施し、労働者に潜在的リスク
を知らせる使用者の義務が、法令に明記されて
いる。しかし、リスクアセスメントの手順は様々で
あり、いくつかの国では、使用者はプライバシーの
権利によって厳しく制約を受けている（その場合、
リスクアセスメントは、テレワーカーによって提供さ
れた情報に基づくことになる）。対処される労働

特集/改正事務所衛生基準規則
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安全衛生リスクの範囲も様々である。いくつかの
国は、特定の心理社会的リスク（すなわち、孤立、
ワークライフコンフリクト及びストレス）を評価及び
予防するための規則を策定した。最後に、労働
災害に対する使用者の責任はデリケートな分野
であり、この点に関する国の規制はかなり異なっ
ている。
COVID-19アウトブレイク以来、各国政府は、労

働における関連する労働安全衛生問題への注意
を喚起するための努力を行っている。労働におけ
るパンデミック拡大を防止するための一般的ガイド
ラインは、多くの企業と労働者がこの労働編成の
経験がないことに留意しつつ、安全なテレワークへ
の移行を促進するための、より具体的な手引きや
情報と結びつけられてきた。
さらに、ほとんどの国では、激しい持続するテレ

ワークの経験が、テレワークの規制をポスト・パンデ
ミックの状況によりよく適応させることを目的とした、
立法や議論の変化を促進してきた。2021年3月ま
でに、5か国－スペイン、イタリア、ラトビア、ルクセンブ
ルグ及びスロバキア－がすでに法的変更を実施し
た一方で、他の多くの国（ベルギー、ドイツ、アイルラ
ンド、クロアチア、キプロス、ハンガリー、マルタ、オラン
ダ、オーストリア、ポーランド、ポルトガル及びスロベニ
ア）では、法令の見直し中であった。テレワークに関
する法的変更と政策議論は、4つの主要な側面を
含んでいる。①（定期的及び臨時のテレワークの
区別を含め）テレワークの法的定義、②つながらな
い権利、③テレワークの権利及び④労働安全衛生
条項である。それらは、パンデミック前にすでにあっ
た傾向に準じいる。機器とテレワーク費用の補償
に関連した問題も関連性を得つつある。

対照的に、ノルディック諸国では、パンデミック中の
テレワークの経験が法的変更や政策議論につな
がっていない。個々の及び非公式な合意を通じた
臨時のテレワークの実施が伝統的に、特別の管理
上の制約なしに、代わりに使用者と労働者の間の
信頼に依拠して（責任に基づく自由アプローチ）、自
己規制に基づいて行われてきていた。このアプロー
チはパンデミックの間、有効だったようである。デン
マークは、自己規制の強化に合致していると思われ

るものの、テレワークに関する幅広い議論のある唯
一のノルディック諸国である。

4.5　方針の指針

テレワークやより柔軟な労働の組織化の手配
が、使用者と労働者にとってより顕著な持続的未来
になる可能性がある。多くのEU諸国において、法
令の変更、団体交渉や議論が、労働者の福利と健
康に対するテレワークの潜在的リスクに対する注意
の増大を示している。つながらない権利の規制、心
理社会的リスクの予防や労働安全衛生基準の執
行が関連する諸側面である。しかし、テレワークに
関する国の規制には大きな違いがあり、安全で健
康的なテレワークに対する共通のアプローチの証
拠はない。社会パートナーによる2002年のテレワー
クに関するEU枠組み指令の見直しは、今後に向
けた重要なステップだろう。

企業によるテレワーク編成の適応の成功は、管
理と労働の組織化慣行を適応させるとともに、労働
安全衛生方針を改善する一層の努力を必要とし
ている。
・	企業レベルにおけるテレワーク編成は、テレワー
クが可能な仕事と職務、テレワークを要求する手
順、機器と費用、テレワークの強度とパターン、つ
ながらないことと通常の勤務時間を超えた応答
可能性の限度、に関する明確で透明性のある
規則を提供しなければならない。

・	ライン管理者は、テレワーカーの労働条件を形成
するうえできわめて重要な役割を担っている。経
営陣は、自律性と支援的なパフォーマンス監視に
基づいて、ライン管理者と労働者の間により信頼
性の高い関係を育成しなければならない。

・	労働の組織化慣行を適応させ、心理社会的リス
クと関連する健康に対する悪影響についてのよ
り深い理解を育むために、ライン管理者に対する
訓練が必要になるかもしれない。

・	労働時間の管理は重要な側面である。ライン管
理者は、通常の勤務時間を超えた、応答可能な
時間やコミュニケーション方法、仕事の依頼に関
する明確なルールを設定することによって、つな
がらない権利の執行に重要な役割を果たさなけ
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ればならない。
・	労働の組織化慣行の適応は、非同期的に達成

できる職務や作業プロセスと、同期的な調整や
対面でのやりとりが必要な職務や作業プロセスと
の間の明確な区別を示すものでなければならな
い。このアプローチは、労働者の労働時間に対
する自律性を高める。

・	バーチャルコミュニケーションの管理も、複数のデ
ジタルチャンネルが重なり合うことに関連すること
の多い、過負荷、「ZOOM」疲労やストレスを低
減するために重要である。それは、バーチャル会
議の適切な頻度と時間について合意が存在し、
また、非公式な交流や会議間の休憩のための
時間が設定されていなければならないことも意味
している。

・	孤立を防ぐためのもっとも効果的なアプローチは、
テレワークの強度を制限することである（例えば、
週50％まで）。管理者や同僚とのスムーズなバー
チャルコミュニケーションは、孤立を緩和する。

・	筋骨格系障害その他の身体問題（目の疲れな
ど）の増加は、在宅勤務における、人間工学と健
康的行動（例えば休憩や身体活動）の関連性を
浮き彫りにしている。

・	労働安全衛生方針は、労働者との協力による自
宅のワークステーションのリスクアセスメントと人間
工学的基準を遵守するための手引きからはじめ
なければならない。人間工学的機器（事務用什
器やデジタルデバイス）が関連する側面である。

・	包括的な労働安全衛生予防方針は、心理社会
的及び身体的リスクの確認及び予防に、労働者
を参加させなければならない。これには、訓練、労
働者がその懸念を表明することを促進する仕組
み、及び労働者の心理社会的及び身体的福利
に関する系統的情報の定期的収集が含まれる。
最後に、企業レベルにおける社会対話と団体交

渉が、テレワーク編成を規制するうえでより関係の
ある役割を果たさなければならないことを強調して
おくことが重要である。それは、テレワーク編成を規
制し、心理社会的リスクの積極的予防を育成し、労
働安全衛生基準の遵守を強化するための、より透
明性がある、参加型の枠組みを提供する。

※報告書の「2.5.2　国レベルにおけるテレワークに
関する規則」から一部を、以下に紹介する。

労働安全衛生条項：

・	ラトビアの労働保護法の改訂…使用者に労働
安全衛生についての責任があることは変わらな
いが、労働者もリスクの評価にあたって使用者に
協力しなければならない。労働者の代表（また
は信頼される者）もリスク評価に加わる。

・	スペインの新しい法令は、人間工学、心理社会
的及び組織的側面を含めた、安全衛生問題に
対する包括的なアプローチを採用している。使
用者は、テレワークの場所（自宅または代替ス
ペース）のリスクアセスメントを実施しなければ
ならない。職業リスクに関する情報を入手する
ために、企業（または労働安全衛生関連サービ
ス）は、テレワーカーが選択した勤務場所を訪問
することができる（それが自宅の場合はテレワー
カーの許可がある場合に限る）。許可が与えら
れない場合には、リスクアセスメントは、予防の実
施基準にしたがって、テレワーカーから収集した
情報に基づいて実施されなければならない。使
用者はまた、妊娠中の者など、とりわけ影響を受
けやすい労働者を支援するための防護措置を
講じなければならない。

・	ルクセンブルグの新規則は、労働者は、企業の労
働安全衛生サービスに彼らが選択した労働の
場所を調査するよう求めることができるが、使用
者に、現場調査を実施する権利はない。…

機器と費用：

・	スペインとスロバキアにおける法改正は、テレワー
クに伴う費用（インターネット接続と通信、資料な
ど）を払い戻す使用者の義務にも対処している。

・	ルクセンブルグでは、新しい規則が、使用者と労
働者の間の協約にはテレワークの費用を補償す
る支払いを含めなければならないこと、及び、使
用者はテレワーカーが求める必要な機器を費用
支払い及び提供しなければならないことを
明定している。

※https://osha.europa.eu/en/publications/tele
	 work-and-health-risks-context-covid-19-pan
	 demic-evidence-field-and-policy-implications
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建設アスベスト給付金法
2022年1月19日施行
≪請求の手引き≫概要

2021年５月17日の建設アスベスト訴訟最高裁判
決を踏まえ、同年6月9日に成立した「特定石綿被
害建設業務労働者等に対する給付金等の支給に
関する法律」（建設アスベスト給付金法）は、施行
規則と認定審査会令が公布されて認定審査会・
基金の設置関係等の規定が同年12月1日から施行
された後、2022年1月12日に施行規則が改正され、
同年1月19日にすべての規定が施行された。

厚生労働省は、「建設アスベスト給付金制度に
ついて」ウエブサイト（https://www.mhlw.go.jp/
stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/
roudoukijun/kensetsu_kyufukin.html）に、以下
のパンフレットとQ&Aを追加するとともに、各種書式
をダウンロードできるようにした。今後、「建設アスベ
スト給付金請求の手引き③≪追加給付金を請求さ
れる方へ≫」も追加される予定である。
・	「建設アスベスト給付金制度の概要」
・	「建設アスベスト給付金請求の手引き①≪労

災支給決定等情報提供サービスをご利用の方
へ≫」

・	「建設アスベスト給付金請求の手引き②≪労
災支給決定等情報提供サービスをご利用でな
い方へ≫」

・	「特定石綿被害建設業務労働者等に対する
給付金等の支給に関する法律に基づく給付金
等の支給に関するQ&A」
他方、建設アスベスト訴訟全国弁護団が新たに

ウエブサイト（https://kenasu.jp/）の開設と常設フ

リーダイヤル電話（0120-793-148）を設置し、建設ア
スベスト訴訟全国連絡会と連名で声明「建設アス
ベスト給付金法の施行にあたって」を発して、簡易
迅速な救済のための柔軟な対応と周知の徹底を
求めるとともに、「国は、被害者に対する完全補償を
実現するために、本給付法附則第2条に基づき、第
一次的加害者であるアスベスト建材メーカーに補
償基金へ応分の拠出をさせるための法改正に着
手するとともに、屋外作業者や期間外作業者をも
救済できる差別のない完全な補償基金制度実現
に向けて検討を開始すべきである」と訴えた。

本号では、新たに示されたパンフレットで示され
た内容を中心に紹介し、今後新たな情報が得られ
次第、さらに詳しく紹介していきたい。

給付金制度の概要

1.	 支給対象者

以下の（1）～（4）の全てを満たす者。
（1）	特定石綿ばく露建設業務に従事したこと

	 	 「特定石綿ばく露建設業務」は、日本国内で
行った石綿にさらされる建設業務（※1）のうち、
以下の業務。

・	昭和47年10月1日～昭和50年9月30日の石綿の
吹付けの作業に関する業務

・	昭和50年10月1日～平成16年9月30日の屋内作
業場（※2）で行われた作業に関する業務
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※1　建設業務
	 以下①～③の作業に関する業務
①	 土木、建築その他工作物の建設、改造、保
存、修理、変更、破壊または解体の作業

②	 ①の準備の作業
③	 ①②の作業に付随する作業（現場監督の
作業を含む）

※2　屋内作業場
	 	 屋根があり、側面の面積の半分以上が外壁
などに囲まれ、外気が入りにくいことにより、石綿
の粉じんが滞留するおそれのある作業場

（2）	 （1） の業務に従事したことにより石綿関連疾

患にかかったこと

	 	 「石綿関連疾病」は、石綿を吸入することによ
り発生する、以下の疾病
①	 中皮腫
②	 肺がん
③	 著しい呼吸機能障害を伴うびまん性胸膜
肥厚

④	 石綿肺（じん肺管理区分が管理2～4である
もの、これに相当するものに限る）

⑤	 良性石綿胸水
※「石綿関連疾患の詳細」として、「石綿による

疾病の労災認定基準」（https://www.mhlw.
	 go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/

rousai/061013-4.html）が要約されている。
（3）	 労働者や一人親方であったこと （またはその

遺族であること）

以下の①～⑤のいずれかであること
①	 労働者－労働基準法第9条に規定する労働
者
※以下は対象外
・	同居の親族のみを使用する事業または事務

所に使用される者
・	家事使用人

②	 中小事業主－特定石綿ばく露建設業務に従
事していた当時、主たる事業の種類別に、以下
の時期別人数以下の労働者（常時雇用労働
者）を使用していた事業主
・	金融業・保険業・不動産業・小売業－ⅰ～ⅲ い

ずれも50人

・	サービス業－ⅰ～ⅱ 50人、ⅲ 100人
・	卸売業－ⅰ 50人、ⅱ～ⅲ 100人
・	上記以外－ⅰ～ⅲ いずれも300人
時期－ⅰ S40.11.1～S48.10.14、ⅰⅰ S48.10.15～

H11.12.2、ⅲ H11.12.3～現在
③	 一人親方－労働者を使用しないで事業を行う
ことを常態とする者

④	 家族従事者等－以下のいずれかである者
・	 中小事業主が行う事業に従事する家族従事

者等（①の労働者を除く。）－具体的には、家
族従事者や、中小事業主が法人などの場合
の代表者以外の役員が当てはまる。

・	 一人親方が行う事業に従事する家族従事者
等（①の労働者を除く。）－具体的には、家族
従事者などが当てはまる。

⑤	 遺族－①～④のいずれかの方が死亡した場
合の遺族。

	 	 なお、給付金の支給対象となる遺族は、ⅰ 配偶
者（内縁を含む。）、ⅱ 子、ⅲ 父母、ⅳ 孫、ⅴ 祖父
母、ⅵ 兄弟姉妹、のうち、番号が最も若い者。

2.	 給付金の額

（1）	原則の金額

給付金の額は、以下のとおり。
1		 石綿肺管理2で、じん肺法所定の合併症（※）
のない方－550万円

2		 石綿肺管理2で、じん肺法所定の合併症（※）
のある方－700万円

3		 石綿肺管理2で、じん肺法所定の合併症（※）
のない方－800万円

4		 石綿肺管理2で、じん肺法所定の合併症（※）
のある方－950万円

5		 中皮腫、肺がん、著しい呼吸機能障害を伴う
びまん性胸膜肥厚、石綿肺管理4、良性石綿胸
水である方－1,150万円

6		 上記1、3により死亡した方－1,200万円
7		 上記2、4、5により死亡した方－1,300万円
※「じん肺法所定の合併症」とは、肺結核、結核

性胸膜炎、続発性気管支炎、続発性気管支
拡張症、続発性気胸のこと。

（2）	減額・調整

建設アスベスト給付金法施行≪請求の手引き≫
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①	 短期ばく露による減額
	 	 特定石綿ばく露建設業務に従事した期間が
以下に当てはまる者は、給付金の10％減額。
・	肺がん、石綿肺－10年未満
・	著しい呼吸機能障害を伴うびまん性胸膜肥

厚－3年未満
・	中皮腫、良性石綿胸水－1年未満

②	 喫煙の習慣による減額（肺がんのみ）
	 	 喫煙の習慣があった被災者は、給付金の10％
減額（肺がんの場合のみ）。

	 	 なお、①「短期ばく露による減額」、②「喫煙の
習慣による減額」のいずれにも当てはまる場合
は、給付金の19％減額。

	 ［100％－（100％×0.9×0.9）＝19％］
③	 損害賠償との調整
・	同一の事由について、国から損害賠償等がさ

れた場合－その金額の限度で、給付金減額。
・	同一の事由について、国以外の者から損害

賠償等がされた場合－国以外の者（建材メー
カーなど）から損害賠償や見舞金などが支払
われた場合は、その金額により給付金が減額
されることがある。

3.	 請求期限

以下の日を過ぎたときは請求できなくなる。
原則－以下のいずれか遅い方の日から起算し

て20年
・	石綿関連疾病にかかった旨の医師の診断が

あった日
・	石綿肺についてのじん肺管理区分の決定
（管理2～4のみ）があった日

被災者が石綿関連疾病により死亡した場合－
死亡した日から起算して20年

4.	 追加給付金

（1）	対象者

次の①から④の全てを満たす者。
①	 すでに給付金の支給を受けていること
②	 被災者が、吸入した石綿により症状が重くなっ
たなどにより、2（1）の区分が変わったこと

③	 請求期限を過ぎていないこと（3参照）

④	 請求者が、労働者・中小事業主・一人親方・
家族従事者等・遺族（1（3）②参照）のいずれか
に当てはまること

（2）	金額

	 	 新たに当てはまった（1）の区分の給付金額と、
すでに受けた給付金額との差額を支給。

	 ※減額・調整も、給付金と同様に行う。

5.	 その他の規定

（1）	譲渡等の禁止・非課税

・	給付金・追加給付金の支給を受ける権利は、譲
渡したり、担保にしたり、差し押さえたりすることが
できない。

・	税金はかからない。
（2）	不正利得の徴収

	 	 偽りや不正により給付金を受けた場合は、そ
の給付金の全部または一部が徴収される。

情報提供サービス

厚生労働省は、建設アスベスト給付金の請求手
続きの利便性の向上を図るためとして、「労災支給
決定等情報提供サービス」も開始し、前出ウエブ
サイトに活用を勧めるパンフレットも用意している。

無料で厚生労働省が、労働基準監督署が行った
労災等決定の調査資料から、事業場名、所在地、
雇用等の形態、事業概要、職種、作業の種類、在籍
期間、石綿ばく露作業従事期間、作業の状況といっ
た情報を提供するというサービスであり、建設アスベ
スト給付金の請求書の記載に使用することができる
とともに、給付金の請求にあらかじめこの情報提供
を受けることは必ずしも必要ではないものの、後述
のように、給付金請求書の添付資料の省略も可能
になるメリットがあるとされている。

1.	 サービス対象者

建設アスベスト給付金の支給を受けようとする被
災者やその遺族であって、以下の（1）、（2）のいず
れにも該当する者。
（1）	 石綿関連疾病に関する労災支給決定か、石

綿救済法の特別遺族給付金の支給決定を受け
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建設アスベスト給付金制度のしくみていること

「石綿関連疾病」は、「給付金制
度の概要」の1（2）のとおり。「労災級
決定」とは、労災保険法による保険
給付（特別加入者に関するものを含
む）の支給決定をいう。
（2）	 特定石綿ばく露建設業務に従

事したこと

「特定石綿ばく露建設業務」は、
「給付金制度の概要」の1（1）のと
おり。

2.	 申請の方法

申請に必要な以下の書類を揃え、後述「給付金
の請求の手続き」と同じように郵送する。
①	 特定石綿労災等支給決定情報提供申請書
［前出ウエブサイトからダウンロードできる］
②	 申請書の氏名・現住所が記載された書類を
複写機により複写したもの［運転免許証、健康
保険の被保険者証、個人番号カード、住民基本
台帳カード、特別永住者証明書または特別永住
者とみなされる外国人登録証明書などの本人
確認書類］

③	 住民票の写し（住民票記載事項証明書）
④	 遺族からの申請の場合のみ、申請者が亡く
なられた被災者の遺族であることが分かる資料
［戸籍謄本など］
⑤	 任意代理人からの申請の場合のみ、委任状
（原本）

3.	 結果の通知

申請者に対し「特定石綿被害建設業務従事労
働者等に係る労災等支給決定情報」が、建設アス
ベスト給付金の案内や請求書類と併せて送られ
る。情報を提供することができない場合は、その旨
が通知される。

給付金の請求

1.	 給付金制度の仕組み

給付金制度のしくみは、別添図のとおり。
※「①給付金の請求」に関し、厚生労働省から請

求者に連絡し、不足書類や追加資料の提出を
求める場合がある。

※認定・不認定の結果については、書面で連絡。

2.	 給付金の請求の手続き

給付金の請求に必要な書類をそろえ、以下の宛
先まで簡易書留やレターパックなど、配達状況や到
着の確認ができる方法で郵送（郵送以外での受付
はしていない）。
	 〒100-8916 	 東京都千代田区霞が関1-2-2 
	 	 中央合同庁舎5号館
	 厚生労働省労働基準局労災管理課
	 	 建設アスベスト給付金担当あて

給付金の請求に必要な書類

給付金の請求に必要な書類は、以下のとおり。
様式は、前出厚生労働省ウエブサイトからダウン

ロードできる。
「請求の手引き」が、労災支給決定等情報提供

サービスをご利用の方（❶）とご利用でない方（❷）
向けで分かれているように、両者には差があり、様
式も、「特－様式1/2（情報提供サービス利用者用）
と「通－様式1/2（通常請求用）」は各々専用に
なっている。「通－様式3」と「共－様式1～5」は、❶
❷とも同じ様式を使用する。

建設アスベスト給付金法施行≪請求の手引き≫
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1.	 基礎資料

①	 請求書［通/特－様式1］
	 ［通/特－様式2として、「請求書添付書類等一
覧表」も用意されている。］

	 →❶❷とも必須
①-2	 委任状または成年後見人等であることを証
明する書類等

	 ［「等」は本人確認資料として住民の写し］
	 →❶❷とも原則不要
	 ❶※以下の場合は必要。
・	請求者が、労災支給決定等情報提供サービ

ス申請者と同一でない場合、または申請時と
同一住所でない場合

・	請求者が任意代理人であって、給付金の請
求の委任まで確認できない場合

❷※任意代理人や法定代理人が請求を行う場
合は必要。

2.	 添付資料

（0）	 労災支給決定等情報提供サービス

〇	 通知書のコピー
	 →❶のみ必須
（1）	 請求者のご本人確認に必要な書類

②	 住民票の写し等（請求者の氏名・生年月日・住
所を確認できる書類）

	 ［請求人が外国人の場合で住民票の写しが用
意できない場合は、旅券、その他の身分を証明
する書類の写し］

	 →❶原則不要※以下のいずれかの場合は必要。
・	請求者が、労災支給決定等情報提供サービ

ス申請者と同一でない場合
・	申請時と同一住所でない場合
→❷必須

（2）	 請求者が被災者の遺族である場合（被災者

が死亡されている場合）に必要な書類

	 ※請求者が被災者本人である場合は不要。
③	 戸籍謄本等
	 ［戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本、戸籍（除籍）
全部事項証明書や住民票の写し］
→❶原則不要※労災支給決定等情報提供サー

ビスの申請時に提出されている戸籍謄本等
で、請求者が最先順位の遺族であることが確
認できない場合は必要。

→❷必須
④	 死亡届の記載事項証明書（死亡の事実や原
因が確認できる書類）

	 ［被災者に関する死亡診断書・死体検案書・検
視調書のいずれかの記載事項についての、市
町村長の証明書］

	 →❶❷とも必須
⑤	 請求者が事実婚の場合はそれを証明する書
類

	 ［住民票（続柄に「妻（未婚）」等と表示されて
いるもの）、民生委員発行の事実婚証明書など］

	 →❶❷とも原則不要
❶※請求者が、労災支給決定等情報提供サー
ビス申請者と同一でなく、かつ、被災者の事実
上の配偶者である場合は必要。

❷※請求者が、被災者の事実上の配偶者であ
る場合は必要。

（3）	 被災者に労災保険給付や石綿救済法の特別

遺族給付金の支給・不支給決定、石綿救済法の

救済給付の認定・不認定またはじん肺管理区分

決定がある場合に必要な書類

⑥	 支給決定等を受けた事実が分かる資料
	 ［労災保険や石綿救済法の特別遺族給付金
に関する「支給決定通知書」、石綿救済法の救
済給付に関する「認定等の結果通知」、じん肺
法に基づく「じん肺管理区分決定通知書」など］

	 →❶❷とも原則不要
❶※労災支給決定等情報提供サービスにより

提供を受けた内容と異なる請求をする場合は
必要。

❷※以下の決定や認定等がある場合は必要。
・	労災保険給付・石綿救済法の特別遺族給付

金の支給決定・不支給決定
・	石綿救済法の救済給付に関する認定・不認

定
・	じん肺法に基づくじん肺管理区分決定

（4）	 被災者の就業歴・石綿ばく露作業への従事を

証明する資料
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⑦	 被災者の就業歴・石綿ばく露作業歴の分かる
資料

	 ［❶❷とも同じ様式で、就業歴等申告書（通－
様式3と続紙［記載枠が不足する場合用］）及び
別紙（通－様式3別紙［就業歴記載内容につい
ての事業主もしくは（元）同僚などからの証明］）
を記入し提出、被保険者記録照会回答票（年金
の加入履歴）などの就業歴や作業歴が確認でき
る資料、追記する就業歴等に中小事業主等・一
人親方等の期間がある場合には、その事実が
確認できる資料（特別加入承認通知書・労働者
名簿等）があれば提出］
→❶原則不要※労災支給決定等情報提供サー
ビスにより提供を受けた内容と異なる［情報を
修正/記載のない就業歴等を追加］請求をす
る場合は必要。

→❷必須
（5）	 請求する区分の石綿関連疾病に罹患してい

ることを証明する資料

⑧	 石綿関連疾病への罹患が分かる資料及び
⑧-2～⑧-5 診断の根拠となる資料

	 ［⑧は、疾病別に用意された「診断（意見）書」
（共－様式1～5）（原則、石綿関連疾患と診断さ
れた医療機関、それが難しければ現在療養中の
医療機関で発行してもらう）、⑧-1～⑧-5は後掲］
→❶原則不要※労災支給決定等情報提供サー
ビスにより提供を受けた内容と異なる請求をす
る場合は必要。

→❷原則必要※請求する区分の疾病が、以下
と同様の場合は不要。

・	労災保険給付・石綿救済法の特別遺族給付
金の支給決定

・	石綿救済法の救済給付に関する認定
⑧-2　罹患した疾病に関わらず必要な資料
・	エックス線画像、CT画像
・	石綿計測結果報告書や診療録の写し、その

他検査結果報告書（検査を行っていない場
合は不要）

⑧-3　中皮腫に罹患している場合に必要な資
料

・	病理組織診断報告書、細胞診断報告書（どち

らか1つの報告書は必ず提出）
・	可能な限り以下の標本も提出
	 病理組織診断報告書の場合：HE染色標本
	 細胞診断報告書の場合：パパニコロウ染色標

本
⑧-3　石綿肺・びまん性胸膜肥厚に罹患してい
る場合に必要な資料

・	呼吸機能検査結果報告書
⑧-5　良性石綿胸水に罹患している場合に必

要な資料
・	胸水の検査結果（性状、浸出液か漏出液か

の鑑別のための検査を含む生化学的検査、
細胞診を含む細胞学的検査、細菌学的検
査、CEA、CYFRA、ADA、ヒアルロン酸値等）
および胸水貯留をきたす他の疾病の有無を
示す医証（既往歴・現病歴、リウマチ因子等
の検査結果等）

（6）	 企業等から損害賠償金や和解金などを受け

取っている場合に必要な資料

⑨	 企業等からの受領金額の分かる資料
	 ［判決内容の分かる書類や和解に関する合意
書など、及び、受領年月日が分かる資料（通帳の
写し、受領書等）］
→❶❷とも原則不要※企業等から損害賠償金

や和解金などを受け取っている場合は必要。
（7）	その他の必要な資料

⑩	 振り込みを希望する金融口座の通帳または
キャッシュカードの写し

	 →❶❷とも必須
⑪	 資料の日本語訳
→❶❷とも原則不要※日本語以外で作成された

資料がある場合は必要［必ず提出］。

給付金Q&Aウエブ版公開

厚生労働省ウエブサイト上の「特定石綿被害建
設業務労働者等に対する給付金等の支給に関す
る法律に基づく給付金等の支給に関するQ&A」
はPDF版であるが、HTML版を全国安全センター
で用意したので活用していただきたい。
※https://joshrc.net/archives/11811

建設アスベスト給付金法施行≪請求の手引き≫
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最近までカナダは、アスベスト産業のための主要
な生産者、輸出者かつ伝道者であった。他の西側
諸国は何年も前にアスベストを禁止しているのに、
カナダ政府が最終的に2018年までにアスベストを
禁止すると発表したのは2016年12月のことだった。

カナダにおけるアスベスト禁止を達成するために
は、アスベストの採掘、使用及び輸出を支持するカ
ナダの政策の根底にあった政治的、経済的、社会
的、文化的及び歴史的要因を理解することが不可
欠だった。主要な要因は、ケベックが1世紀以上に
わたってアスベスト産業の力の心臓部であったとい
うことである。カナダのほかの部分ではアスベストの
採掘は閉鎖されていたものの、ケベックではアスベ
ストの採掘が続き、そこで操業していた最後の2つ
の鉱山－アスベスト町のジェフリー鉱山とセットフォー
トマインズ町のLABクリソタイル鉱山－は2012年
に、次の20年間アスベストの採掘・輸出を拡大する
計画をもって前進しようとしていた。彼らはケベック
及びカナダ政府の全面的支援を得ていた。

2012年9月に新しいケベック党少数派内閣がケ
ベックで選出された。それは、ジェフリー鉱山の拡
張に資金提供するために前のジャン・シャレ政府が

いかにしてカナダはアスベスト輸出からアスベスト禁止に
変化したか：乗り越えなければならなかった課題

Kathleen Ruff1, IJERPH, 2017, 14, 1135

抄録：10年にも満たない前には、アスベスト産業
はケベックとカナダのすべての政党の支持を享受し
ていた。ともにケベックに所在した、クリソタイル研究
所と国際クリソタイル協会は、科学的証拠はクリソタ
イル・アスベストは安全に使用することができること
を示していると主張して、世界中で活発にアスベス
トを流通させた。この産業は脅迫の風土を作り出
した。結果的に、この産業に挑戦して、アスベスト被
害者のために、またはその全面禁止のためにキャン
ペーンを行う団体は、ケベックには存在しなかった。
科学界に声を上げるよう動員するキャンペーンが
開始された。世界中の科学者、アスベスト被害者ら
と協力して、ケベックの科学者の小さなグループが、
アスベスト産業の誤った主張を暴露した。彼らは公
けに繰り返し、政府の非科学的かつ非倫理的な政
策に挑戦した。ケベックの価値をアピールするとと
もに、力のある者に責任をとらせるようにすることに
よって、キャンペーンを人々の支持をかちとり、アスベ
スト産業を打破するうえでのあらゆる困難に対して
成功した。

1.　はじめに
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2012年6月に与えた5,800万ドルの融資を取り消し
た。これによって、何十年にもわたってケベック政府
がアスベスト産業に与えてきた政治的及び経済的
支援は終わった。両方のアスベスト鉱山が閉鎖し
た。すべてのアスベストの採掘及び輸出が終わっ
た。

ケベックのアスベスト産業は歴史的に、州及び
国レベルであらゆる政党の支援を享受してきた。
1980年代までに、先進諸国でアスベストの危害に
関する議論の余地のない科学的証拠及びアスベ
スト関連疾患の流行に直面して、アスベスト産業が
危機に瀕していた。西側におけるその伝統的消費
者たちが間もなくアスベストを禁止するか、購入を
やめるだろうと見越していた。

アスベスト産業を救うために、1984年にカナダ及
びケベック政府はケベックのアスベスト鉱山、ケベッ
クの労働組合とともに、モントリオールにアスベスト
研究所を設立及び資金提供した。その使命は、開
発途上諸国にアスベストのための新たな市場を生
み出すことであった。1997年に、そのディレクターが
ケベック、ロシア、カザフスタン、ブラジル、中国のアス
ベスト鉱山とインド、インドネシア、ベトナム、タイ、スリラ
ンカ、メキシコの産業家を代表する国際アスベスト
協会は、アスベスト研究所と手をつないで働くため
にフランスからモントリオールに移動した。2005年に、
「アスベスト」という言葉を使うのを避けようとする
広報活動のなかで、彼らはその名称をクリソタイル
研究所及び国際クリソタイル協会に変更した。

カナダは良い国際的な評判をもち、化学的及び
民主的に進んだ国とみられていたことから、カナダ
のイメージは世界のアスベスト貿易にとって重要な
価値があった。

2.　状況分析

2.1.　主要な関係者
有名なケベックの小説の表題にあるように、カナ

ダは2つの場所で構成されている－各々が独自の
言語、文化及び司法制度をもったケベックと、カナダ
の残りの部分である。アスベスト産業に対する闘い
はケベックで勝たなければならなかった。カナダの
憲法上の取り決めのもとで、貿易問題は連邦の管

轄下にあるものの、鉱業は州の管轄下で管理され
ている。しかし、この管轄権の区分を越えて、ケベッ
クのアスベスト産業を打ち負かすことは、ケベックの
価値と感受性を尊重しつつ、フランスで行われ、ま
たケベック自体におけるリーダーシップや一般の支
持を動員する、ケベックの政治的及び社会的現実
を理解したキャンペーンを通じてのみ可能であった
ということが、深い文化的現実であった。

ケベックでアスベスト産業が打ち負かされるま
で、カナダ政府がアスベストを禁止する可能性はな
かった。

アスベストを禁止するキャンペーンの開始に指導
的役割を果たす主要な関係者は、通常アスベスト
被害者団体と労働組合だろう。ケベックのもっとも
強力な労働組合指導者である、元ケベック労働組
合連合会長クレマン・ゴトブーは、クリソタイル研究所
と国際クリソタイル協会の会長になった。

アスベスト・ロビーは積極的であり、資金源をもち、
政治的及び社会的力をもっていた。ケベックでは
アスベストを禁止するキャンペーンを開始するよう
な者はいないという風潮があった。2008年にセット
フォードマインズでアスベスト被害者団体を創設し
て、集会を開催する努力がなされたとき、彼らはひ
どい侮辱と脅迫に直面した。連邦、州及び地元の
政治指導者らは、労働組合、ビジネスリーダーやア
スベスト・ロビーとともに記者会見を開いて、「反クリ
ソタイルの過激派」を非難して、彼らに近づかない
かまたは「特別な受付委員会」が対応すべきだと
警告した。

そのグループは集会をキャンセルして、アスベスト
被害者団体を創設する努力をやめた。
したがって、状況は悲惨だった。アスベスト産業

を打ち負かすキャンペーンを開始する緊急の必要
性があった。ジェフリー鉱山とLABクリソタイルが、
採掘活動を大きく拡張して、ケベックを世界第2位の
アスベスト輸出にするというその計画に成功してい
たら、いったん労働者が雇われて、いったん生産と
輸出が増加した、それら鉱山を閉鎖するのはより困
難であったろう。

成功するためには、ケベックでキャンペーンが開
始され、勝たなければならなかった。

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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2.2　克服しなければならなかった障害
困難な挑戦のなかで、とりわけ対処しなければな

らなかったことは、以下のとおりであった。
・	アスベストに関して、ケベックに存在していた沈黙
と脅迫の風潮

・	2つのアスベスト鉱山の所有者は、もはや強力な、
遠いアメリカやイギリスの企業ではなく、2つの地
域社会に暮らし、働く地元のビジネスマンだった。
労働者自身も、2002年に同鉱山を破産から救う
ために同社の35％の株を買った協同組合を通じ
て、ジェフリー鉱山有限会社の共同所有者だっ
た。

・	ケベックの鉱山労働者は、1949年のアメリカの
ジョンズ・マンビル社に対するアスベスト町での英
雄的なストライキによって、歴史的及び文化的に
高い評価を得ていた。ストライキを行った鉱山労
働者はその要求を実現できなかったものの、恐ろ
しいほどの搾取に対して鉱山労働者とその妻、
家族によって示された勇気は、ケベックにおける
自己決定、正義及び誇りを求める運動の口火を
切る転換点だった。

・	アスベスト町は、アスベスト鉱山の周辺に成長し
た単一産業の町だった。セットフォートマインズは
経済基盤の多様化に成功したものの、なお脆弱
だった。労働者と地元の政治家、労働組合及び
ビジネス指導者は、彼らがみなしていたように、自
らの職と自らの地域社会の存続のために闘って
いた。労働者の窮状を無視するのではなく、代わ
りに、労働者が尊厳をもって引退またはほかの職
に移行できるようにするとともに、ポスト－アスベス
ト時代に向けた持続可能な経済的多様性のた
めのイニシアティブを開始するために、カナダ及
びケベック政府が資金を提供するよう要求するこ
とが重要だった。

・	ケベックにおけるアスベスト産業の政治的、経済
的及び社会的力は強大であった。アスベスト・ロ
ビーは、アスベストに反対する者は誰でも、狂信
者であり、隠れた利害関係者に雇われていると
して、熱心に攻撃した。アスベスト産業に対する
キャンペーンは、それがはじまったとき、いかなる
資金源も、また明らかにケベックでのいかなる支

援ももっていなかった。
・	カナダ及び国際的なアスベスト・ロビー団体はモン
トリオールに本拠を置いていた。彼らは、アスベス
ト貿易を促進するために、資金源、従業員、コン
サルタント、弁護士や広報会社をもっていた。彼
らは、角閃石系アスベストは危険だが、クリソタイ
ル・アスベストは安全に使用することができると主
張するゆがめられた調査研究を出版するため
に、科学者たちに多額の金を支払った。クリソタ
イルアスベストは現在世界で貿易されている唯
一の種類のアスベストである。それは過去1世紀
に販売された全アスベストの95％を占めている。
ケベックで生み出された、誤った「クリソタイルの
安全使用論」はいまもなお、アスベストを流通さ
せて、人間の命を犠牲にその利益を維持するた
めに、アスベスト産業が使う主要な武器である。
2.3　利用することのできた積極的な要因

政治的、言語的、文化的、宗教的抑圧と差別に
ついてのケベックの歴史的経験のゆえに、ケベック
のアイデンティティ、国の誇りや国際的尊敬の享受
の問題にはとりわけ共感がある。
・	英語力の海に囲まれながらフランス語・文化を存

続するために、ケベックではとりわけ連帯感と社
会的正義が根付いてきた。

・	ケベックの科学者や研究者は、彼らの仕事や彼
らの研究所がファーストクラスの基準や国際的
な尊敬を満たしていると信じることを、誇りに思っ
ている。

・	いくらかの政党、いくらかの個々の政治家、いくら
かの労働組合組織やいくらかの個々の労働組
合指導者は、国際連帯、人権、科学的完全性や
労働者の健康についての進歩的な理想に対し
て公けに表明していた。彼らにとって、公けに問
われたら、なぜ国外へのアスベストの輸出を支
持しているのか、なぜ世界の労働組合運動のア
ピールを拒絶しているのか、なぜ社会的正義に
対する責任を裏切っているのか、正当化するの
は困難だったろう。

・	ケベックの多くのジャーナリストやマスコミは、質の
高いジャーナリズムを行うことに誇りをもっている。
政府とアスベスト産業が誤りを広めていることを
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示す、明確な証拠が彼らの前に提示されれば、
間違った行いを暴露して、人々の支持を獲得す
るためにメディアの報道を獲得できる可能性が
あった。メディアとケベックの人 に々とってとりわけ
関心があるのは、ケベックが国際的に注目を受け
ているかどうか、その行動が国際的に非難され
ているかどうかであったろう。
2.4　ケベックのアスベスト産業に対する闘いの開
始
ケベックのアスベスト産業の主要な力は、それが

科学的メッセージを支配しているという事実に根差
している。それは、「クリソタイルの安全で管理され
た使用」を促進し、価値のある製品を供給すること
によって、開発途上国の支援において積極的な役
割を果たしていると主張した。ケベックの人口の圧
倒的多数は、クリソタイル・アスベストに関する科学
的証拠を理解していなかった。それゆえ混乱や疑
問を生み出すのは容易であった。アスベスト・ロビー
は、カナダ及びケベック政府の公式のエンブレムを
まとって、「最近の科学的調査研究」はクリソタイル
が危険ではないことを示していると主張する、もっと
もらしいプロパガンダを発行した。彼らは、そうした
「科学的調査研究」がアスベスト・ロビーの資金提
供を受けていたことは公表しなかった。

アスベスト産業の成功の基盤であった、彼らに
よって流布される誤った情報に挑戦することがきわ
めて重要であった。一般的な要約した挑戦を提示
するよりも、生じつつある具体的な現実の絵r機事
がある問題に挑戦することのほうが、ほとんど常に
効果的である。

2006年に、国連のロッテルダム条約のもとでクリソ
タイル・アスベストを有害物質としてリストに掲載す
ることに対して反対するのに、カナダ政府は指導的
役割を果たした。同条約は禁止を課すものではな
く、たんにある国が有害物質を有害物質を輸出す
ることを望む国から、事前の情報提供に基づく同意
を得ることを、すべての輸出国に求めるものである。

次のロッテルダム条約の会議は2008年9月に行わ
れることになった。これは、クリソタイル・アスベストを
条約の有害物質リストに掲載するという条約の専
門家学機関による勧告を妨害するのに、カナダが果

たしている科学的及び倫理的に弁解の余地のな
い役割にスポットライトをあてる機会を提供した。

会議に向けて、ブリティッシュコロンビアに本
拠を置くインターネットアドボカシー団体である
RightOnCanada.caは、フランス語と英語で、ロッテ
ルダム条約の妨害をやめるよう求めるカナダ首相ス
ティ－ヴン・ハーパーに対する良心の世界的呼びか
けを起草した。この良心の呼びかけは、同条約に
よって提供される基本的人権についてのカナダの
妨害は同条約を危うくし、カナダの価値観に反し、カ
ナダの国際的尊敬に対するひどい汚れであると述
べた。

ケベックの科学者に働きかける努力がなされてき
た。結果的に、良心の呼びかけに署名した世界の
百人を超す科学者のうち、26人がケベック大学、モ
ントリオール市保健機関及びケベック州政府保健
機関の保健専門家であった。ケベックの指導的人
権団体であるケベック人権・自由同盟の会長も署
名者のひとりだった。

このようにケベックにおける沈黙と脅迫の風潮に
はひびが入った。ケベックの科学者やケベックの
人権指導者は公けに、国連におけるカナダ政府の
アスベスト政策に挑戦するようになった。科学者の
知識と書簡署名者らのステータスは、アスベスト・ロ
ビーが署名者を狂信者として非難することを不可
能にした。

良心の世界的呼びかけは多くのメディアの関心
を集めた。クリソタイル研究所は、2008年のロッテル
ダム条約締約国会議でクリソタイルアスベストのリス
ト搭載に反対するのに、カナダ政府が再び指導的
役割を果たすよう説得するのに激しくロビー活動を
行った。代わりに、カナダ政府は沈黙し、メディアの
いかなる質問に答えることも拒んだために、信頼を
失った。

書簡は、公けに政府のアスベスト政策に挑戦す
る、ケベックの保健科学者による最初の勇敢な一
歩だった。声明は、ケベックではとりわけ共感を呼
ぶ価値である、科学的完全性、人類の連帯及び国
際的尊敬に訴えたものだった。

次の行動も、再び具体的な現在の出来事－カナ
ダ政府が発表した、クリソタイル研究所に与えられ

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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るであろう75万ドルの資金提供に挑戦することだっ
た。ハーパー首相の保守党政府は、産業界のロ
ビー団体への補助金に反対する、自由企業資本
主義への思想的信念を促進していたから、この問
題にとりわけ弱かった。

2009年1月に、2人のケベックの保健専門家が5
人の英語圏カナダの署名者とともに、クリソタイル研
究所のための75万ドルの資金提供を取り消すよう
求める書簡をハーパー首相に送った。この書簡は、
クリソタイル研究所によって広められた「誤解を招く
真実ではない情報」に挑戦し、「世界におけるカナ
ダの科学的及び道徳的評判を傷つけ、罪のない
人 を々アスベストによる危害にさらす、公的資金の
無駄遣い」をやめるよう要求した。それは、資金は、
アスベスト労働者を支援し、アスベスト社会に持続
可能な経済発展を提供するために使われるべきだ
と求めた。

書簡はメディアで広く取り上げられた。ケベック
の保健専門家がクリソタイル研究所に対する攻撃
を先導していることは、クリソタイル研究所、政府と
ケベックの人 に々とって衝撃であった。ハーパー首
相もクリソタイル研究所も、書簡が記録した科学的
及び道徳的悪行を弁護することはできなかった。ど
ちらも世論という裁判所で深刻な打撃を受けた。

ケベックの大学・研究機関の15人の著名な科学
者が、ケベック最大の新聞ラ・プレッセに、ケベック政
府に科学的証拠を尊重し、海外の労働者の命を
尊重して、アスベストの採掘・輸出をやめるよう求め
た公開書簡を発表した2009年9月に、勢いが増し
た。この声明は、クリソタイル・アスベストは、ケベック
のアスベストが海外で引き起こしている、致死的な
疾患を引き起こすという、圧倒的な科学的コンセン
サスを明確に示した。この行動の呼びかけは人々
の感情と関心の両方に訴えた。

これはきわめて重要な転換点を記すものだった。
科学的証拠はクリソタイル・アスベストの「安全使
用」を支持しているというアスベスト産業の主張は、
ケベック自身の保健専門家によって、可能なもっとも
公的なやり方で嘘であると暴露された。科学者ら
の主張は科学的完全性と人類の連帯に焦点をあ
てていた。「この恥ずべき行いはもはや正当化でき

ない」と科学者らは言った。「われわれ自身を真実と
一致させるべき時である」。

初めてケベックの人々は、真実にしたがい尊敬さ
れるように行動し、ケベックのアスベストの採掘・輸入
を中止するよう、尊敬されるケベックの人々から迫ら
れたのである。

アスベスト・ロビーは、資金、弁護士、広報コンサル
タント、そして政治的影響力をもっていた。声を上
げた保健専門家たちはそれらのいずれももってい
なかった。代わりに、彼らは力に対して真実を話す
ことで、誠実さと勇気を示したのであった。彼らのア
ピールはケベックの価値観と文化に共鳴していた。
世論という領域で、彼らは、お金では買うことのでき
ない信頼をもたらした。

何度も何度もキャンペーンは、声をあげて、公的
な政策が、独立した信頼できる科学的証拠に基づ
き、人々の命を守るよう、要求するために科学者た
ちを動員した。これは抽象的なやり方で行われた
のではなく、現実の問題に関連して、名前を挙げ
て、人 に々責任をもたせることによって行われた。

ケベック政府がケベックの鉱業立法に関する議
会の公聴会を開催したとき、ケベックの保健専門家
は力強い発表を行って、ケベックのアスベスト輸出
はケベックに不名誉をもたらしており、中止しなけれ
ばならないと述べた。

ケベック保健大臣イブ・ボルダックは、クリソタイル・
アスベストの使用を支持して、医師としての倫理規
定に違反しているとする申し立てが、ケベック医師
会に提出された。

ケベックの公共放送委員会であるカナダ放送協
会がアスベストに関する偏った不正確なニュースを
流したとき、カナダ放送協会のオンブズマンに苦情
が申し立てられた。この苦情は支持された。アスベ
スト産業の誤った情報を促進したジャーナリストは、
挑戦を受け、また公けに信用を落とすだろうことを
学んだ。

初めて沈黙を打ち破ってアスベスト産業に挑戦
した科学者の小さなグループは、次第に他の専門
家団体の支持を得ていった。ケベック医師会、ケ
ベック公衆衛生学会、ケベック対がん協会、地域保
健を専門とするケベック医師会、ケベック胸部医学
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会、ケベック労働衛生協会、ケベック家庭医協会の
すべてが、アスベスト禁止を公けに要求するように
なった。ひとつの保険団体またはひとりの信頼でき
る科学者もアスベスト産業が支援しなくなった。

リーダーシップの並外れた行動のなかで、ケベッ
ク政府の16人の公衆衛生局長全員が、もし政府
が5,800万ドルの融資をジェフリー鉱山に与えたら、
ケベックにおけるクリソタイル・アスベスト採掘・使用
の結果的拡張は労働者と一般の人々にアスベスト
関連疾患の増加を引き起こし、社会的及び金銭的
費用をもたらすだろうと述べた書簡を送った。局長
らはプレスリリースを出すとともに、書簡をケベック政
府のウエブサイトに投稿した。

アスベスト産業への挑戦は公けで透明なやり方
でなされた。激しい持続的なメディアの報道はアス
ベスト産業にスポットライトをあてた。日光は強力な
消毒剤である。アスベスト産業の主張は信頼性を
欠き、科学界によってナンセンスと拒否されることが
明らかになってきた。政府の保健科学者らを「タリ
バンの小さな楽団」と呼び、アスベスト産業に反対
する者を買収された嘘つきと呼ぶ、産業界のひどい
侮辱の使用は、誰かを威圧するのにもはや成功せ
ず、やけくそになった信用を失った産業の汚い戦術
と認識された。

アスベスト産業を非難して、政府にそれに対する
支持をやめるよう求める論説がケベックで次 と々公
表された。
2.5　カナダ保健大臣に対する挑戦

2009年12月にケベックとカナダの保健専門家は、
カナダ対がん協会を含めた指導的な環境・保険団
体とともに、カナダの保健大臣レオナ・ヤグルックに対
して書簡を書き、科学的証拠を尊重し、カナダ人の
健康を守る彼女の義務を果たし、アスベスト禁止を
支持するよう求めた。

アスベストの批判は「かなり長い間ケベックでは
タブーだった。われわれはそれを打ち破ろうと試み
ている」と、書簡に署名した、ラヴァル大学医学部
教授でケベック州立公衆衛生研究所の研究者で
もあるピエール・ゴセリンは述べた。連邦の保健大
臣がアスベストに対して行動をとるよう求められた
のはこれが初めてであり、彼女の対応は公衆衛生

対策に対する彼女の支持のリトマス試験とみなさ
れるだろう、とこの保健専門家はメディアに対して
語った。

同大臣は保健専門家と会うことを拒否し、彼らの
のっぴきならぬ証拠に回答することができなかった。
彼女は、公衆衛生を守るという彼女の義務を果た
すことに失敗していることを公けに暴露された。
2.6　国際的に挑戦されたケベック

2010年1月に世界中の科学者がケベック首相
シャレに書簡を書き、アスベストの採掘・輸入を中止
するよう求めた。この書簡は、ケベックのアスベスト
政策がいかに科学的及び倫理的に防御不可能
で、ケベックに国際的不名誉をもたらしているか書
き記した。

シャレは、ケベックのアスベスト輸出業者バルジッ
ト・シン・チャンドラ、ケベックの労働安全局長ノルマ
ン・ポーリンが同行する、インドへの貿易ミッションを
送り出そうとしているときだった。
インドでは、アスベスト被害者、労働組合活動家

や保健活動家らがシャレに面会して、いかにケベッ
クがインドで労働者とその家族、地域社会に危害
を与えているか直接学ぶよう求めた。シャレは面会
を拒否したが、シャレに同行したケベックのジャーナ
リストがアスベスト被害者と会った。労働組合活動
家らはポーリンに会い、いかにクリソタイル・アスベス
トの「安全使用」がインドで実行するのが不可能
か知らせ、彼に、倫理的に行動して、インドへのアス
ベスト輸出を支持するのをやめるよう要求した。

ケベックにアスベストの輸出と海外の人々の命に
危害を加え続けるのをやめるよう求めた、インドのア
スベスト被害者、労働組合活動家、活動家らのア
ピールは、国際的科学界によるシャレ首相に対する
挑戦として、ケベックのテレビ、ラジオや印刷メディア
で大きく取り上げられた。

こうしてケベックの人々は、国際的科学界が、世
界中でケベックに不名誉をもたらしているものとし
て、ケベックのアスベスト輸出を非難したという力強
いメッセージを受けとった。インドにおけるアスベス
ト被害者活動家による抗議の報道は、アスベストに
よって引き起こされている人々の苦しみの現実を持
ち帰った。この報道は世論に対して大きな影響を
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あてた。
挑戦はケベック及びカナダ政府に対してのみな

されたのではなかったが、ケベック及びカナダの全
政党に対して繰り返しなされた。社会的正義と国
際連帯への関与を表明した政党は、アスベスト産
業に対するその支持をやめることによって価値を示
すよう求められた。結果的に2009年4月、カナダの
左翼政党である新民主党がアスベストの採掘・輸
出の中止を要求して、［カナダ連邦］庶民院でそれ
を行った最初の政党になった。2010年2月、ケベッ
ク連帯の指導者アミール・カディアがアスベストの採
掘・輸出の中止を要求して、ケベック州議会でそれ
を行った最初の政党になった。

持続的なきわめて公けなアドボカシー活動とアス
ベスト輸出に対する人々の反対の増大の結果とし
て、徐 に々、この問題で最初に分岐した他の政党も
その後結局、アスベスト禁止を弑する側にきた。最
終的に2012年までに、オタワの保守党とケベックの
自由党が、アスベスト産業を支持する唯一の政党と
して区分された。シャレはアスベスト採掘地域を代
表していた。ハーパーは思想的に採掘の利益のた
めに献身した。不幸なことにこの2つの政党はケベッ
クとカナダの政権党であった。
2.7　アジア－ケベック連帯代表団のケベック訪問

2010年12月、アスベスト被害者、保健活動家及
び労働組合活動家からなるアジアからの代表団
が、アスベスト産業に今後20年間アスベストの採
掘・輸出を大きく拡大できるようにするために5,800万
ドルの融資を与えるという提案を拒否するよう、ケ
ベックに直接訴えかけるために、ケベックに来た。

ケベック連帯の指導者と新民主党の国会議員
やケベックの保健専門家らに支援されて、代表団
はケベック州議会と［カナダ連邦］庶民院で記者会
見を行った。彼らは、政治家や労働組合指導者と
面会し、メディアのインタビューを受け、また公開イベ
ントを開催した。ケベックの人権・保健活動家らとと
もに彼らは、ジャン・シャレ首相事務所の外側でデモ
ンストレーションを行った。

科学的及び人間レベルではアスベスト産業はま
すます信用を失い、人々の支援を得る闘いで負け
つつあった。

2011年1月に環境のためのカナダ医師会によっ
て委託された世論調査は、ケベックの人々の76％
が、政府のジェフリー鉱山に対する資金提供に反
対した。

2011年3月に初めて、あるケベックの労働組合連
合体（CNTU）がアスベスト産業を支持することを
やめた。政党、労働組合やメディアに対してアスベ
スト産業があまりにも長い間保持してきた力の独占
がついにひび割れ始めた。

2012年初頭までに、人々のプレッシャーに直面し
て、カナダ政府は24年間に及ぶクリソタイル研究所
に対するその資金提供を中止した。政府の支援を
失い、同研究所は閉鎖された。

2012年6月29日の金曜日、長い特別な休日の週
末の直前、また州選挙のちょうど2か月前、シャレ政
府はジェフリー鉱山に5,800万ドルの融資を与えた。
同政府はニュースを埋めようと試みたものの、それ
は抗議の嵐にあった。アスベスト産業はそれまでに
ケベック自体で人々の支持をほぼ失っていた。

選挙のわずか数日前、ケベック党は、当選したら
融資を取り消すと発表した。同党は2012年9月4日
に当選し、融資の取り消しを進め、ケベックにおける
アスベスト採掘は終わった。

2015年10月、権力についてからおよそ10年後に、
スティ－ヴン・ハーパーの保守党政府は敗れ、自由
党のジャスティン・トルドーが権力についた。アスベ
スト産業はすでにケベックでは閉鎖され、アスベスト
問題に関するケベックにおける政治的及び公的態
度は完全に向きを変えた。2016年6月、ケベック州
議会の4政党のすべてが、ケベックにおけるアスベ
スト採掘の中止、アスベスト禁止、及びケベック市民
の健康保護のために行われてきたキャンペーンを
称えるために、キャスリーン・ラフにケベック州議会の
メダルを授与するという動議を支持した。

2016年12月、トルドー連邦政府は、2018年までに
アスベストを禁止する立法を成立させ、効果的な
規則及び実施を開発するためのコンサルテーショ
ンを行うと発表した。

3.　学んだ教訓

アスベスト産業に効果的に挑戦するためには、そ
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の政治的及び社会的基盤を理解することが重要
だった。これには、ケベックにおける世論の闘いに
勝つことが必要だった。キャンペーンは可能な限り
開かれた公けのやり方で戦われた。メディアの報
道を得るとともに、人々の感情と関心に到達するよう
に、あらゆる機会をつかんだ。

キャンペーンは健全な科学的証拠に基づいた
が、証拠を通常のやり方で提示するだけでは不十
分だった。人々の関心を引き付け、ケベックの価値
に共鳴し、政治的及び社会的力をもつ人 に々責任
を負わせる、具体的な現実の出来事にスポットライ
トをあてるアドボカシー活動を繰り返し行うことが不
可欠だった。

アスベスト産業、シャレ首相やハーパー首相など
その主要な支援者はおそらく変わらなかったろう。
これは大部分の社会的正義のための闘いにおい
て同じである。重要な不正行為者が既得権を放
棄することはめったにない。しかし、独裁政権でな
い限り、不正行為者は社会的共犯に依拠してい
る。多くの不正行為は社会が沈黙によってそれを
許した場合にのみ成功する。

不正行為は、とりわけ、公益を守る責任をもって
いるのに、そうしない者によって行われ得る。目を
閉じることによって、彼らは不正行為を隠す。キャ
ンペーンは指導者が隠すことを許さなかった。そ
れは、政治指導者、労働組合指導者、権威のある
保健機関、健康に責任を有する公務員のトップ、ケ
ベックの上位2つの英語を話す大学、ジャーナリス
ト、研究者や学生たちにスポットライトをあてた。そ
れは彼らに、不正行為に加担するのをやめ、科学
的欺瞞とアスベスト産業によって引き起こされる人
間に対する危害を公けに非難するよう迫った。

多くが勇気と誠実さを示し、加担していることを
やめた。まさに少数のメンバー－ほんの一握りの科
学者、わずか1人か2人の大学人、たった1人の政

治的指導者、1人の労働組合指導者、1人のジャー
ナリスト－ではじめて、彼らは止めることのできなく
なった運動を開始した。

何度もわれわれは、いかに既得権益者－アスベス
ト、タバコ、化石燃料産業、有害化学物質、砂糖産
業であろうとなかろうと－が公益ではなく産業の利
益に奉仕するために、科学的証拠をねじ曲げ、公
共政策を堕落させるかみている。産業界のロビー
グループは、その仕事が産業の利益に不都合な独
立的科学者を脅かし、黙らせようと試みる。

科学者が沈黙させられることなく、科学的完全性
と証拠に基づく公共政策を守るためにその責任を
果たすことがきわめて重要である。

4.　結論

ケベックにおけるアスベストをめぐる闘いは、国際
連帯、科学界、活動家やアスベスト被害者が関与
した断固たるアドボカシーが、ケベックとカナダで、ア
スベスト産業を打ち負かし、公衆衛生政策を変えさ
せるのに、どのようにして成功したかを示している。
結果的に、計画されたアスベスト採掘・輸入の拡大
の代わりに、カナダはいまやアスベストの採掘、使用
及び輸出の禁止を立法化するプロセスにいる。ア
スベスト産業のための宣伝者でいる代わりに、カナ
ダはいまや世界的アスベスト禁止を実現する努力
における同盟者でいる。
※原文：https://www.mdpi.com/1660-

4601/14/10/1135
筆者は、キャスリーン・ラフ（リドー研究所上級人権ア
ドバイザー）

	 2010年12月のアジアからのケベック連隊代表
団には、日本と韓国から2人ずつ、インド、インドネ
シア、香港から各1人が参加した。2011年1・2
月号及びhttp://ibasecretariat.org/quebec_
mission_2010_arch_list.phpに詳しい報告あり。
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全国安全センター YouTube チャンネル
https://www.youtube.com/channel/UC1aBHbBkml5mzHWe8Z8In1A
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FDAの勧告に後押しされて、議会立法が間もな
く議論されることが予想され、タルクを原料にした
製品の今後の生産に影響を与える可能性がある。
「われわれは、タルク含有製品に含まれるアスベ

ストの検査方法として、一部の業界メンバーが採
用している方法が、必ずしもアスベストの存在を検
出していないことを認識している」、とFDA食品安
全・応用栄養センターのスーザン・メイン所長は言う。
「それが、機関間ワーキンググループが、利用可能
な方法について最新の科学的知見に基づいて検
討することになった理由である」。

より包括的なタルク検査を助言

今回の合意は、現在民間企業で行われているも
のよりも包括的な検査法を提供した。これは、来た
るべき事態のサインかもしれない。

勧告には以下が含まれる。
・	すべての試料対して、光顕微鏡（PLM）と透過

型電子顕微鏡（TEM）の両方が用いられるべき
である。現在、ほとんどの検査現場では、PLMか
TEMのどちらかを使っているが、両方は使用し
ていない。

・	一定の状況では、X線回折（XRD）と操作型電
子顕微鏡（SEM）も利用されるべきである。

・	アスベストに類似した粒子、及び相対的に小さ
い寸法のアスベスト繊維が報告されなければな
らない。

・	分析報告とすべての所見の証拠書類が提供さ
れなければならない。

・	検査機関が資格を取得し、定期的にレビューさ
れていることを確保するための方針と手続が確
立されるべきである。

調査結果は検査方法の不一致を強調

FDAがタルク中アスベスト検査の厳格化を検討
USA：Asbestos.com, 2022.1.18

アメリカ食品医薬品局（FDA）は最近、タルクを
含有する化粧品に含まれる有害なアスベスト繊維
の有無に関する検査の、切望されていたより厳格
な標準化に向けて一歩近づいた。

1月13日、FDAは、消費者製品に含まれるアスベス
トに関する機関間ワーキンググループ（IWGACP）
によって書かれた124頁の合意文書を発表した。そ
れは、一般消費者をよりよく保護するための検査に
関する科学的評価を概述している。

FDAによってえらばれた8つの連邦機関の代表
からなるこの機関間ワーキンググループは2018年
に活動を開始した。

タルク製品に含まれる微量の危険なアスベスト問
題の急成長は、近年のタルクを含有する様 な々消
費者製品と関連した－悪性中皮腫を含む－がんの
増加が原因である。
タルクとアスベストは、2つの自然に生成する鉱物

であり、地表付近で近接してみられることも多い。ア
スベストはもはやアメリカでは採掘されていないが、タ
ルクはいまでもよく使われている貴重な資源である。

過去数年間、子供のおもちゃやクレヨン、メー
キャップ製品などから微量のアスベストが発見され
ている。

より厳しい化粧品規制が間もなく

現行の法律のもとで、化粧品やその材料はFDA
による承認も検査も必要とされていない。

製品を生産している企業は－標準化されたもの
がないまま－独自の安全検査を行っており、FDAと
データを共有することも求められていない。

このすべてが変わる可能性がある。今回の最
新の勧告は、業界内で長年維持されてきた立場を
否定し、分析における矛盾を解消しようとするもの
である。
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この合意文書で得られた知見は、規制変更の
可能性を裏付けるために使用されるが、FDAは、ピ
アレビューや利害関係者からの追加的な意見を含
む、ゆっくりとした公開プロセスを進めることを求めら
れるだろう。

FDAはこの3年間、タルク製品について独自の
検査を行っており、それは様 な々検査方法の矛盾
を際立たせている。

2020年の化粧品に関するある調査では、TEM
法による検査で、52製品中9製品にアスベスト汚染
が確認された。PLM法では、同じ52製品中、わず
か2製品でしか微量のアスベストを検出しなかっ
た。

FDAは2019年に、ジョンソンのベビーパウダーの
容器から微量のアスベストを検査で発見したと発
表し、3万3000本の製品のリコールにつながった。

ジョンソン・エンド・ジョンソンは、同じ試料の検査
でアスベストの兆候はみられなかったと主張してい
る。同社は、自らの製品は安全と主張し続けている
が、アメリカとカナダではタルクを原料にしたベビー
パウダーの販売を中止した。

2021年10月にFDAが実施した化粧品に含まれ
るタルクについての最新の最大規模検査で、50の
様々な製品にアスベスト汚染の兆候がないことが
明らかになった。PLMとTEM両方の検査方法が
用いられた。
タルクに含まれたアスベストががんを引き起こす

という問題は、州裁判所と連邦裁判所でのジョンソ
ン・エンド・ジョンソンに対する2万件を超す訴訟につ
ながり、そのなかには腹膜中皮腫に関するものも含
まれている。
※https://www.asbestos.com/

news/2022/01/18/fda-testing-asbestos-talc/

1.13 FDAニュースリリースから

…（IWGACPの白書公表）…
白書「タルク含有化粧品（化粧品への使用を

意図したタルクを含む）に含まれるアスベストの件
さ方法に関する科学的意見」は、タルク含有化粧
品に含まれるアスベスト繊維の検出及び確認に

関連したIWGACPの科学的意見の概要を示す
ものである。アスベストを検出するための、現在使
用されている他の方法の能力の欠点が長い間認
識されていたことを考えれば、今回の意見は重要
である。例えば、1976年に化粧品業界が自主的
に採用した方法である、化粧品・トイレタリー・香
料協会（CTFA）［現パーソナルケア製品評議会

（PCPC）］J4-1［法］は、最初にX線回折で角閃
石系鉱物が検出された場合に偏光顕微鏡（PLM）

［を用いること］に依拠している。しかし、最近の透
過型電子顕微鏡（TEM）を用いた化粧品の検査
は、同じ製品に対してPLMを用いて陰性所見だっ
た［アスベストが検出されなかった］試料に含まれる
アスベストの存在を明らかにしてきた。

白書の科学的意見には以下の関連した助言が
含まれている－アスベストの存在を確認及び報告す
るためにはPLMとTEMの両方を利用すること、長
さ0.5μm以上で縦横比3対1以上のアスベスト及び
他の類似粒子をすべて報告すること、所見を適切
な証拠書類を付けた分析報告を提供すること、検
査機関が資格を取得し、定期的にレビューされてい
ることを確保するために、訓練、品質保証及び品質
管理などを含む方針及び手順を確立すること。

FDAは、公衆衛生を守るための努力のなかで、
タルク含有化粧品中のアスベストの存在を評価す
るためのサンプリングと検査を継続してきた。FDA
の以前及び現在のタルク含有化粧品のサンプリン
グ検査では、アスベストを検出するためにPLMと
TEMを用いている。

…（IWGACP任務終了とFDA今後の動き）…
※https://www.fda.gov/news-events/press-

announcements/fda-releases-federal-
interagency-working-group-scientific-
opinions-testing-methods-asbestos-talc
アメリカでは、タルク中のアスベストの有無の分析

に電子顕微鏡を用いることがかなり一般的になっ
ているものの、標準化された手法が確立されてい
ないために、このような議論が行われている。日本
では、電子顕微鏡の使用を当局が要求するどころ
か勧めてもおらず、一般的になっているとも言
い難い状況が続いている。

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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これまでに約3,100物質がGHS分類され公表さ
れているが、次頁ｈ表の上段にあるように、国によ
るGHS分類は毎年50～100物質のペースで今後
も続き、これらは順次ラベル表示・SDS交付が義務
化される。既に分類され、まだラベル表示・SDS交
付の義務化がされていない物質は、表の中段の
スケジュールで順次義務化される予定。さらに下
段には、ばく露濃度の管理基準が設定されるスケ
ジュールが示されている。

労働安全衛生行政の推進につきましては、日頃
から格別の御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

令和3年7月にとりまとめられた「職場における化
学物質等の管理のあり方に関する検討会報告書」
に基づき、本年度以降新たに労働安全衛生法（昭
和47年法律第57号）第57条、第57条の2及び第57
条の3による規制対象の候補となる化学物質（国に
よるGHS（化学品の分類及び表示に関する世界調
和システム）分類の結果、危険性または健康有害
性の区分がある物質）について、義務化予定年度
とともに独立行政法人労働者健康安全機構労働
安全衛生総合研究所のHP（https://www.jniosh.
johas.go.jp/groups/ghs/arikataken_report.

2011年7月19日に公表された「職場における化
学物質等の管理のあり方に関する検討会報告
書」に基づいて、「化学物質への理解を高め自律
的な管理を基本とする仕組みへ」労働安全衛生
法による化学物質規制が大きく変わろうとしている

（安全センター情報2021年11月号参照）。
厚生労働省は、「職場における化学物質対策

について」ページ（https://www.mhlw.go.jp/
stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/
roudoukijun/anzen/anzeneisei03.html）で
「関連情報はこちら」として、安全衛生総合研
究所の「職場における化学物質等の管理のあ
り方に関する検討会報告書の概要紹介」ページ
（https://www.jniosh.johas.go.jp/groups/
ghs/arikataken_report.html）に誘導している。

後者のページに、ラベル表示・SDS交付の義務
化予定物質リスト－令和3年度中に政令改正予定
の234物質が12月16日に、令和4年度（675物質）・5
年度（827物質）に政令改正を検討しているものが
12月28日に公開された（合計1,736物質、Excelファ
イルダウンロード可能）。

さらに2022年1月11日に厚生労働省は、「これら
については、令和3年度から5年度にかけて、パブ
リックコメント等必要な手続きを行った上で、順次規
制対象物質に追加する予定であるが、義務化の
施行日までにその情報が当該化学物質等の譲渡、
提供を受ける全ての者に伝達される必要があるた
め、労働安全衛生規則第24条の15に基づく努力
義務に基づき、優先的に安全データシート（SDS）
の作成に努めるよう、別添により関係事業者団体に
対して要請した」（都道府県労働局労働基準部長
宛て基安化発0111第2号－後掲の基安化発0111
第1号と同標題で、別添は基安化発0111第1号）。

ラベル表示・SDS交付義務化予定物質リストの公表
厚生労働省●関係事業者団体に準備も要請

労働安全衛生法に基づく安全データ
シート（SDS）の記載に係る留意事項

について

基安化発0111第1号
令和4年1月11日

別紙関係事業者団体の長殿
厚生労働省労働基準局

安全衛生部化学物質対策課長

各地の便り
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化する予定であり、適
用法令欄作成後もそ
の記載内容について
変更がないか、適宜確
認を行ってください。

なお、SDSの適用法
令欄の記載方法につ
いては、本政令改正に
限らず、労働安全衛生
関係法令の改正によっ
て、改正法令の公布又
は施行に先立って適
用法令欄に記載を行
う必要が生じた場合に

html）に公開いたしました。
これらについては、令和3年度から5年度にかけ

て、パブリックコメント等必要な手続きを行った上
で、順次規制対象物質に追加する予定です。ま
た、今後、新たに危険有害性が確認された化学物
質についても、あらかじめ、義務化予定年度とともに
公表する予定です。

これらの規制対象候補物質については、義務化
の施行日までにその情報が当該化学物質等の譲
渡、提供を受ける全ての者に伝達される必要があ
るため、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令
第32号）第24条の15に基づく努力義務に基づき、
優先的に安全データシート（以下「SDS」という。）の
作成に努めていただくようお願い申し上げます。
また、SDSの適用法令欄については、下記のよう

な方法により記載いただき、その周知に御協力い
ただくようお願いします。なお、下記の記載に関し
ては、行政の要請に基づくものであり、適用法令欄
を作成した後に、パブリックコメント等を踏まえ、規制
対象候補物質から除外された場合又は施行日が
変更された場合であっても、今回の要請に基づき
作成されたものである限りは、虚偽又は違法記載
であるとは取り扱わないこととします。

ただし、今後改正が予定されている労働安全
衛生規則（昭和47年労働省令第32号）において、
SDSの交付が努力義務となっている物質について
定期的にSDSの情報の更新を行うことを努力義務

ついて、同様の取り扱いとします。
つきましては、貴団体におかれましては、この趣旨

を御理解いただき、傘下会員、事業場等に対する
周知に御協力を賜りますようお願い申し上げます。

記

厚生労働省が公表した労働安全衛生法令の
改正による規制対象予定の化学物質等について
は、規制の義務化に先立ってSDSの適用法令欄
に記載をする場合は、以下の記載例のような方法
により記載を行ってください。なお、この記載例の趣
旨を踏まえた内容であれば、記載例と異なる表現
であっても構いません。

（記載例）
労働安全衛生法

名称等を表示すべき危険物及び有害物（法第
57条第1項、施行令第18条第1号、第2号別表第9）

（○年○月○日以降）名称等を通知すべき危険
物及び有害物（法第57条の2、施行令第18条の2
第1号、第2号別表第9）（○年○月○日以降）危険
性又は有害性等を調査すべき物（法第57条の3）

（○年○月○日以降）

（別紙）一般社団法人日本化学工業協会／一般
社団法人日本化学品輸出入協会／化成品工
業協会／農薬工業会／日本製薬団体連
合会／日本製薬工業協会

厚生労働省情報
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	 輸入監視－石綿含有珪藻土製品
	 だけでなく全製造等禁止物質

 
●安衛法による製造等禁止物質

労働安全衛生法第55条並びに労働安全衛生
法施行令第16条第1項第4号及び第9号の規定に
基づき、以下の物は、製造等（製造・輸入・譲渡・提
供・使用）が禁止されている。
①　黄りんマツチ
②　ベンジジン及びその塩
③　4-アミノジフエニル及びその塩
④　石綿（分析のための試料の用または教育の
用に供されるものを除く）

⑤　4-ニトロジフエニル及びその塩
⑥　ビス（クロロメチル）エーテル
⑦　ベータ－ナフチルアミン及びその塩
⑧　ベンゼンを含有するゴムのりで、その含有する
ベンゼンの容量が当該ゴムのりの溶剤（釈剤を
含む）の5％を超えるもの

⑨　②、③若しくは⑤から⑦までに掲げる物をそ
の重量の1％を超えて含有し、又は④に掲げる物
をその重量の0.1％パーセントを超えて含有する
製剤その他の物

●石綿関係輸入時の新たな措置

しかし、2020年末に石綿を含有した珪藻土製品
の違法な輸入・販売等が相次いで大きなスキャンダ
ルになった（2021年1・2月号）。

このため、厚生労働省は2021年5月18日に、石綿
障害予防規則及び関連する省令等の改正を行
い、以下の事項を義務付けた。（1）は2021年12月1
日、（2）は2021年8月1日に施行されている。
①　石綿を含有するおそれのある製品の輸入時

の措置の新設

石綿をその重量の0.1％を超えて含有するおそ
れのある製品であって厚生労働大臣が定めるもの
※1を輸入しようとする者※2は、当該製品の輸入の際
に、厚生労働大臣が定める資格者※3が作成した
分析結果報告書等※3を取得し、当該製品中に石

綿がその重量の0.1％を超えて含有しないことを当
該書面により確認しなければならないこと。

※1　珪藻土を主たる材料とするバスマット、コッ
プ受け、なべ敷き、盆その他これらに類する板
状の製品

※2　当該製品を販売の用に供し、又は営業上
使用しようとする場合に限る。

※3　説明資料参照。
②　石綿を含有する製品に係る報告の新設

製品を製造し、又は輸入した事業者※4は、当該
製品が石綿をその重量の0.1％を超えて含有して
いることを知った場合には、遅滞なく、必要な事項
※5について、所轄労働基準監督署長に報告しな
ければならないこと。

※4　当該製品を販売の用に供し、又は営業上
使用する場合に限る。

※5　説明資料参照。
※3、※5の説明資料は、https://www.mhlw.

go.jp/content/000781732.pdf
関係する省令／告示／通達（2021年5月18日付

け基発0518第6号「石綿障害予防規則及び厚生
労働省の所管する法令の規定に基づく民間事業
者等が行う書面の保存等における情報通信の技
術の利用に関する省令の一部を改正する省令等
概要」）をhttps://joshrc.net/archives/11908に、ま
た、「Q&A」をhttps://joshrc.net/archives/11910
に紹介している。

●税関に全禁止物質の監視依頼

さらに、2021年6月29日付け基発0629第3号「労
働安全衛生法に係る有害物等の輸入通関手続
について」も示されており、https://joshrc.net/
archives/11912に紹介した。「石綿障害予防規則
第46条の2第1項の規定に基づく石綿分析結果報
告書」の様式も添付されている。

これは、石綿に限定せずすべての製造等禁止
物質について、財務省関税局長に輸入監視協力
を依頼するとともに、そのことを関係事業者団体に
周知するものである。

上述の石綿則改正による輸入時の新たな措置
は、対象を珪藻土を主たる材料とする一定の板状
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の製品のみに限定しておきながら、こちらでは、そ
れ以外の石綿含有製品も、また、石綿以外の製造
等禁止対象物質全てを「確認の対象となる有害
物等」としている。本来は、すべてについて同等の
輸入時の措置等を確保すべきである。

一方で、石綿（含有珪藻土製品）問題が、すべ
ての製造等禁止対象物質の輸入監視対策強化
につながったという面もある。

建設アスベスト訴訟最高裁判決は、「物の危険
性」「場所の危険性」に着目した労働安全衛生法
による規制は、保護対象を労働者に限定していな
いと判示した。これを受けて労働安全衛生法令の
見直しが進められているところだが、製造等禁止も
まさにそのような規制のひとつである。石綿問題の
波及力の大きさを象徴していると言える。さらに、ア
スベスとのない社会の実現に向けた道筋を示せれ
ば、化学物質のライフサイクル管理の前例にもなる
だろう。もちろん、違法輸入監視措置はまだ不十分
であることも忘れてはならない。
※上述の省令／告示／通達／様式のPDF版は、
「珪藻土バスマット等の輸入手続など」（https://
www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/sekimen/other/
pamph/index_00005.html）で入手できる。

	 剥離剤による塗料の剥離作業対策
	 三度の通達改正

2020年11月号で「ベンジルアルコール等を含有
する塗膜剥離剤を用いた剥離作業に伴う急性の
健康被害（急性中毒）等で新通達」として、2020年
8月17日付け基安化発0817第1号「剥離剤を使用
した塗料の剥離作業における労働災害防止につ
いて」が発出されたことを紹介した。

同名の標題に「（改正）」「（再注意喚起）」等を
付した通達・事務連絡が以下のように相次いで出
されており、厚生労働省は2022年1月24日に公表し
ている。
①	 2020年10月19日付け基安化発1019第2号（改
正）－「その後の調査等により把握された事実を
踏まえ」改正。

②	 2021年4月30日付け基安化発0430第3号（再
注意喚起）－「（労働災害が）5月から9月にかけ
て頻発したことから」再注意喚起。

③	 2021年7月5日付け基安化発0705第2号（一部
改正）－「最新の知見等を踏まえ」改正。

④	 2021年7月26日付け化学物質対策課長事務
連絡－「参考としたデータベースについて確認が
必要であることが判明したため、当面の間、当該
改正の運用を保留」。

⑤	 2021年12月22日付け基安化発1222第3号（一
部改正）－「最新の知見等を踏まえ」改正。

⑥	 2021年12月22日付け化学物質対策課長事務
連絡－「確認等した上で」⑤の改正とともに、④
を廃止。
⑥による改正後の通達全文をhttps://joshrc.

net/archives/11899に紹介した。
これは、厚生労働省「個別分野の化学物質対

策について」ページ（https://www.mhlw.go.jp/
stf/seisakunitsuite/bunya/0000149924.html）か
らPDF版がダウンロードできるようになり、通達2（2）
中、「（略）剥離剤を吹き付けること等により、労働者
が高濃度で剥離剤にばく露するおそれがある場合
も、鉛中毒予防規則第40条第１号の「著しく困難
な場合」に該当することとし、この場合においてサン
ドブラスト工法等の厚生労働省ホームページで掲
げる工法を用いる場合は、同ホームページに掲げ
るばく露防止対策を講じるよう留意すること。」につ
いて、工法名とばく露防止対策が示されている。

	 労働時間認定質疑応答・参考事例集

2022年1月19日付け東京新聞は、「過労死の
『見かけ上の減少を優先』労働時間の過小認定
が続出　厚労省の基準厳格化で弁護団が指摘」、
「仮眠や持ち帰り残業が『労働時間』に加算され
ない？　厚労省が基準厳格化、労災の認定後退
の恐れ」と報じた。

問題になった2021年3月30日付け基補発0330
第1号「労働時間の認定に係る質疑応答・参考
事例集の活用について」を、https://joshrc.net/
archives/11923 で紹介した。

厚生労働省情報
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2021年末までの労災・公務災害認定2万件突破
COVID-19 ⑭●認定率は労災保険98.4％、公務員100％

労災保険

厚生労働省は、新型コロナウ
イルス感染症に係る労災請求件
数等の状況について、2021年10
月号で紹介した同年8月27日現
在の9月2日公表以降、9月3日、9
月10日、9月17日、9月24日、9月30日
現在までは毎週更新、その後は、
10月31日、11月30日、12月31日現
在の2022年1月18日公表と、1か
月ごとの情報更新に変更されて
いる。2020年4月30日現在分の
公表以来、170回の情報公表と
なった（図1参照）。

請求件数は、2020年3月の請
求1件からはじまり（表1－月別の
認定・不支給決定件数がわか
るようになった）、昨年7月13日に
500件を突破した後、9月2日に
1,000件、2021年2月19日に5,000
件、4月23日に10,000件、7月16日
15,000件突破と増加し続け、12
月31日現在23,554件となった。図
1・表1でわかるように、2021年に
入ってからの急増ぶりが著しい。

2021年10月号で紹介した8月
27日現在の16,969件と比較すると
38.8％の大幅増加である。業種別
では、医療従事者等が12,591件か
ら15,192件へと20.7％の増加、医
療従事者等以外が4,349件から
8,318件へと91.3％の大幅増加と

なっている。
認定（支給決定）件数は、2021

年5月14日に最初の2件が現わ
れ、8月31日に500件を突破、11月
12日に1,000件、4月23日に5，000
件、7月9日に10,000件を突破し
て、12月31日現在19,840件となっ
た。8月27日の12,840件と比較す
ると54.5％増加した。業種別で
は、8月27日と比較して12月31日ま
でで、医療従事者等が9,969件
から13,896件へと39.4％の増加、
医療従事者等以外が2,852件か
ら５，９１２件へと107.3％の大幅増
加である。

別に公表された令和2年業務
上疾病の労災補償状況調査結
果によると、2020年度の認定件
数は4,545件（表1から計算する
と4,553件）。同年度の職業病総
認定件数は前年度9,359件から
48.7％（4,561件）増えて13,920件
であり、新型コロナウイルス感染
症が32.8％を占めた。2021年度
は12月までで15,2８7件である。

他方、2020年の請求2,652件
（表1、認定は1,516件）に対し
て、令和2年労働災害発生状況
によると、事業者から労働者死
傷病報告の提出があったのは
6,041件で、労働者から労災保
険請求が行われたのは2分の1に
も満たなかったがわかる。2021

年の件数が公表されるのは4月
頃と思われる（表1から、請求は
20,902件、認定は18,324件）。

請求件数に対する支給決定
件数として計算した「認定率」
は、2021年2月19日の43.3％から
9月17日78.4％までほぼ増加し続
けた後横ばい状態で、11月30日
も79.7％だったが、12月31日現在
84.2％まで増加した。医療従事
者等が91.5％、医療従事者等以
外が71.1％という状況である。

不支給決定件数は、2020年
10月20日に初めて現われ（11
件）、2020年12月28日33件、2021
年12月31日現在の不支給決定
件数は322件で、医療従事者等
の216件は新型コロナウイルス
感染症ではなかった事例と考え
られるが、医療従事者等以外の
106件に新型コロナウイルス感
染症であるのに業務上と認めら
れなかったものが含まれるかどう
かは不詳である。（支給＋不支
給）決定件数に対する不支給決
定件数の割合は、全体で１.6％。
全体で決定件数の98.4％は認定

（支給決定）されているというこ
とになる。

12月31日現在の業種別の状
況を表2に示した。

地方公務員災害補償

各地の便り
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図1　新型コロナウイルス感染症に関する労災請求件数等の推移（2020.4.30～2021.12.31）

図2　新型コロナウイルス感染症地方公務員災害補償請求件数等の推移（2020.5.29～2021.11.30）

表1　新型コロナウイルス感染症に関する労災請求件数等の月別推移（括弧内は不支給決定件数）

年 月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計 累計

2020 請求 0 0 1 5 54 370 368 186 356 443 343 526 2,652
認定 0 0 0 0 7 48 226 229 221 213 247 325 1,516

2021
請求 1,075 1,939 2,807 1,947 1,570 2,173 1,788 1,146 1,539 2,059 1,819 1,040 20,902 23,554

認定 440
（56）

623
（10）

1,974
（93）

1,397
（15）

1,701
（14）

2,168
（11）

1,894
（16）

1,929
（13）

1,298
（5）

1,427
（9）

1,714
（15）

1,759
（31）

18,324
（288）

19,840
（322）

地方公務員災害補償基金に
よる地方公務員災害補償の状
況の公表は、2021年10月号で紹
介した7月31日現在の8月13日公
表の後、8月31日、9月30日、11月30

日現在の2022年1月6日公表と、3
回更新された。月1回の更新では
あるが、遅れている（図2）。

最大の特徴は、いまだに公務
外認定がゼロのまま－決定件数

に対する認定件数としての認定
率が100％を維持していることで
ある。

11月30日現在の職種別状況
を表3に示す。
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表2　COVID-19に関する労災請求件数等（令和3年12月31日現在）

業種 請求件数 支給
決定件数

率（支給
/請求）

不支給
決定件数

率（支給
/決定）

1.  医療従事者等 15,192（23） 13,896（22） 91.5％ 216（0） 98.5％
医療業 9,731（8） 8,940（8） 91.9％ 184（0） 98.0％
社会保険・社会福祉・介護事業 5,065（14） 4,589（13） 90.6％ 30（0） 99.4％
サービス業（他に分類されないもの） 281（1） 263（1） 93.6％ 2（0） 99.2％
教育、学習支援業 84（0） 78（0） 92.9％ 0 100％
複合サービス事業 16（0） 14（0） 87.5％ 0 100％
学術研究、専門・技術サービス業 6（0） 5（0） 83.3％ 0 100％
宿泊業、飲食サービス業 2（0） 2（0） 100％ 0 100％
製造業 1（0） 1（0） 100％ 0 100％
運輸業、郵便業 2（0） 1（0） 50.0％ 0 100％
不動産業、物品賃貸業 1（0） 0（0） 0.0％ 0
生活関連サービス業、娯楽業 3（0） 3（0） 100％ 0 100％

2.  医療従事者等以外 8,318（116） 5,912（75） 71.1％ 106（1） 98.0％
農業、林業 36（0） 13（0） 36.1％ 2（0） 98.6％
漁業 47（1） 38（1） 80.9％ 0 100％
建設業 906（24） 535（14） 59.1％ 11（0） 98.0％
製造業 1,180（10） 780（7） 66.1％ 11（0） 98.6％
電気・ガス・熱供給・水道業 4（0） 3（0） 75.0％ 0 100％
情報通信業 109（0） 77（0） 70.6％ 2（0） 97.5％
運輸業、郵便業 837（19） 595（16） 71.1％ 9（0） 98.5％
卸売業、小売業 709（16） 484（11） 68.3％ 6（0） 98.8％
金融業、保険業 30（2） 23（1） 76.7％ 1（0） 95.8％
不動産業、物品賃貸業 162（2） 120（2） 74.1％ 0 100％
学術研究、専門・技術サービス業 170（1） 119（0） 70.0％ 2（0） 98.3％
宿泊業、飲食サービス業 550（3） 406（1） 72.8％ 4（0） 99.0％
生活関連サービス業、娯楽業 238（1） 145（0） 60.9％ 1（0） 99.3％
教育、学習支援業 243（3） 185（0） 76.1％ 1（0） 99.5％
医療業 794（0） 662（0） 83.4％ 36（0） 94.8％
社会保険・社会福祉・介護事業 1,222（9） 982（9） 80.4％ 4（0） 99.6％
複合サービス事業 26（1） 21（0） 80.8％ 1（0） 95.5％
サービス業（他に分類されないもの） 1,055（24） 724（13） 68.6％ 15（1） 98.0％

3.  海外出張者 44（8） 32（5） 72.7％ 0 100％
建設業 1（0） 0（0） 0.0％ 0
製造業 17（3） 15（1） 88.2％ 0 100％
情報通信業 1（0） 0（0） 0.0％ 0
卸売業、小売業 7（2） 4（1） 57.1％ 0 100％
学術研究、専門・技術サービス業 7（1） 6（1） 85.7％ 0 100％
宿泊業、飲食サービス業 2（0） 0（0） 0.0％ 0
生活関連サービス業、娯楽業 1（8） 1（0） 100％ 0 100％
サービス業（他に分類されないもの） 8（2） 6（2） 75.0％ 0 100％

計 23,554（147） 19,840（102） 84.2％ 322（1） 98.4％

国家公務員

人事院はウエブ
サイトの「新型コロ
ナウイルス感染症」
ページで「一般職
の国家公務員に係
る新型コロナウイル
ス感染症に関する
報告件数及び認
定件数」を公表し
ている。

2021年10月号で
紹介した7月31日現
在の8月30日公表の
後、8月31日、9月30
日、10月31日、11月30
日、12月31日現在の
2022年1月17日公表
と、月1回の更新が
継続されている。

地方公務員の場
合と同様、いまだに
公務外認定はゼロ
で、調査中も2件だ
けである。ただし、
報告件数自体が3
月31日の45件から
12月31日の79件とあ
まり増えていない。

12月31日現在の
職種別状況を表4
に示す。

東京都資料

東京都の新型コ
ロナウイルス感染症
モニタリング会議が、
2020年7/28～8/3
の週以降、週単位
の「濃厚接触者に

各地の便り
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表4　一般職国家公務員に関する状況（令和3年12月31日現在）

職種 報告件数 公務上
認定件数

率（公務
上/請求）

一般行政職 564 54 96.4％
医療職 3 3 100％
公安職 20 20 100％
合計 79 77 97.5％

図3　東京都の新規陽性者数と感染経路「職場」の割合（2020.7.28～2022.1.3）

3388/index.html）。
「濃厚接触者」は「接触歴等判明

者」のことで、別の資料（https://stop
covid19.metro.tokyo.lg.jp/）から日
毎の新規陽性者数、接触歴等判明
者数、接触歴等不明者数が得られる
ので、1週間ごとの接触歴等判明者
数に割合を掛けて当該感染経路によ
る感染者数の実数を求め、1週間ごと
の新規陽性者数に対する割合を計
算することができる。この結果を示し
たのが図3である。

新規陽性者のうち「職場」を感染
経路とする者の割合は3.7％～11.3％、
2020年7月28日から2022年1月3日まで
の全期間では5.3％となった。

ちなみに感染経路判明者に対す
る割合では13.1％である。新規陽性
者のうち感染経路が判明した者の割
合は、2021年2～3月に50％を超えて
いたのが最高で、その後は減少傾向
にあり、全期間では40.2％という状況
である。

感染経路が「職場」ではなく、「施
設」等他の区分に区分されている中
にも、労働者として業務上感染したも

表3　公務災害請求件数等（令和3年11月30日現在）

職種 請求件数 公務上
認定件数

率（公務
上/請求）

医師・歯科医師 43 41 95.3％
看護師 410 388 94.6％

保健師・助産師 8 6 75.0％
その他の医療技術者 34 31 91.2％

保育士・寄宿舎指導員等 7 4 57.1％
土木技師・農林水産技師・建築技師 3 3 100％

調理員 1 1 100％
義務教育学校教員 8 3 37.5％

義務教育学校以外の教員 3 3 100％
警察官 252 208 82.5％

消防吏員 26 23 88.5％
清掃職員 22 18 81.8％

その他の職員 53 44 83.0％
計 8703 773 88.9％

おける感染経路」別割合がわかる資料の公表を継続している
（https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/saigai/1091

東京都の新型コロナウイルス感染症新規陽性者数と感染経路「職場」の割合
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コロナ後遺症候群で労災認定
兵庫●休業が必要な状態と判断

新型コロナウイルスに感染し、
約4か月が経過した後に、医師か
ら「新型コロナウイルス感染後遺
症」と診断された方の休業補償
請求が労災と認められた。

Aさんは特別養護老人ホーム
に勤務していたが、2020年11月
末に、事業所で新型コロナウイル
ス感染者が発生。Aさんは、陽
性者の機能訓練を担当していた
ことから濃厚接触者とされ、自宅
待機となった。その後、発熱や呼
吸器症状が現われ、意識レベル
が低下したため、救急搬送され
た。Aさんは14日間の入院期間
を経て退院となったが、それから
も味覚障害、労作時の呼吸昔、
動俸・息切れが残存したため、コ
ロナ後症候群と診断され、2021
年1月31日まで療養することに
なった。1月末までの療養につい

ては、4月中旬に、神戸西労働基
準監督署が労災と認定した。

2月1日より職場に復職したもの
の、症状の改善がみられずにさ
らに悪化。4月中旬に受診した
病院の医師からは、新型コロナウ
イルス後遺症と診断され、「現状
のまま生活を継続すると回復の
可能性に大きく障害となる」と言
われ、休業を開始せざるを得なく
なった。

Aさんは、休業に伴い、監督署
に休業補償の請求を行った。合
わせて、日常生活における体の
状態や日頃の症状を申立書にま
とめ提出した。労基署は、休業
補償請求用紙に、「新型コロナウ
イルス感染後遺症」との傷病名
が新たに記載されたため、新型コ
ロナウイルスに感染したことによる
疾病であるか否か、及び休業の

必要性について調査を行った。
新型コロナウイルス感染後遺

症と診断した医師からは、労基
署からの問い合わせに「安静時
でも呼吸苦や強い倦怠感があ
り、歩くだけでも50メートルを全力
で走った後のような息切れを起
こす状態であったことから、就業
は不可能だった」と意見書が提
出された。

そして、兵庫労働局地方労災
員は、「本感染症に関する知見
から、後遺症の可能性が高いと
考えられる。新型コロナウイルス
感染症という概念は、現時点で
は医学的に確立されたものでは
なく、ウイルスに直接起因する障
害、二次的に生じた傷病の両方
を含んでいる可能性が高い」と
した上で、「意見書、本人の申し
立て内容から判断すると、休業
が必要な状態であったと考えら
れる」との意見書を提出した。そ
の結果、監督署は、新型コロナウ
イルス後遺症という概念は医学
的に確立されていないとしながら
も、医師の意見書やAさんが申し
立てる継続する症状から、休業
が必要な状態であると判断し、A
さんに対して、8月末に労災であ
ると通知したのであった。

今回の労災認定を受けAさん
は、「倦怠感は見た目ではわから
ないため、周囲からは『なまけて
いる』と思われてしまう。賃金が入
らない状況が続き、経済的にも厳
しい状態だったが、労災と認めら
れてホッとした」と話されていた。

新型コロナウイルスに感染し
た方のなかには、回復後も倦怠
感や味覚障害に悩まされている

のが含まれていることは確実で
ある。接触歴等不明も含めて、
労災保険の支給決定（業務上
認定）や公務員災害補償基金
の公務上認定の対象になり得る
者が含まれていることにも留意す
る必要がある。とはいえ、貴重な
情報であることは間違いない。

2021年12月31日までの日本全
国の累計感染者数は1,733,378
人であり、この5.3％は91,869人に
相当する。対して労災保険請求

件数19,840件（12月31日現在）、
地方公務員災害補償基金の請
求件数7７3件（11月30日現在）、
一般職国家公務員の報告件数
77件（12月31日現在）で、合わせて
も20,690人で、累計感染者数の
1.2％に相当するだけである。

いずれにせよ、本来は労災補
償を受けられるべき者から請求
がなされているとは到底言い難
い状況は変わっていないと
考えざるを得ない。
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方が多い。今回、新型コロナウイ
ルス後遺症の診断名で提出した
休業補償請求が認められたこと
を、同じような症状で悩んでいる
方 に々知ってほしい。回復した後
にも症状が継続することを考える

と、仕事や通勤が原因で新型コ
ロナウイルスに感染した場合は、
積極的に労災申請を行ってほし
いと考える。

（ひょうご労働安全衛生センター）

大災害も多い外国人労働者の労災
関西RINK●最近の相談事例から

最近の外国人労災相談につ
いて、関西労働者安全センター
と協力関係にある外国人支援
団体RINK（すべての外国人労
働者とその家族の権利ネットワー
ク関西）に寄せられた相談事例
などから、傾向など考えてみた
い。まずは、事例を紹介する。

①労災隠し

労災穏しは、外国人労働者に
限らず常態的に発生しており、建
設業ではとりわけ顕著である。外
国人労働者は、建設業の多重
下請構造の中でも最下位の下
請企業に雇われて作業員として
働いており、現場で業務災害が
発生しても元請事業所の意向を
受けて労災請求を行わない。日
本人作業員であれば、自社の労
災保険を使って処理するなどの
方法で被災労働者に金銭的な
負担をさせないということもする
が、制度に疎い外国人労働者に
は事故の事実すら認めない。

労災隠し被害に遭いやすい
外国人労働者に、不法在留者

が多いのは、在留資格がないこ
とを表沙汰にするわけにはいか
ないという被災者自らの事情の
ためであるとも考えられる。さら
に、そこに付け込まれて事業主
からも労災請求の協力を得られ
ないということもあるだろう。また、
昨今は作業現場においても在留
資格のチェックが厳しく、外国人
労働者が就労する場合に元請
に当該外国人労働者の在留カー
ドを提示している。これにともな
い偽造在留カードはますます精
巧になり、一見しただけでは本物
と見分けがつかなくなっているう
え、購入費用も2～5万円と安価
である。労災請求に伴い、このよ
うな偽造カードを元請に提示し
ていたことが明るみになれば、立
場の弱い下請は当然その元請
の現場には出入り禁止になる。
このように何重にも請求を拒む
壁があることから、被災者本人も
よほどの重傷でない限り労災請
求を行わない。なお、この下請構
造においては、外国人労働者に
対する賃金の不払いについて相

談を受けることも多く、場合によっ
ては直接の雇用主ですら請負
料金を受け取っていないというこ
ともある。

意外にも、外国人技能実習生
についても労災隠しが行われ、し
かも重症度の高い事案が続いて
いる。静岡県の食品製造工場
で働くベトナム人技能実習生は、
機械に手を挟まれて指を4本欠
損する災害に罹災したが、健康
保険で治療中であるという。入
院をすることもなく、事故の翌日か
ら出勤を強いられており、今後ど
のように補償などしていくつもりな
のか、事業所の意図がまったく不
明である。「1手の母指を含み3の
手指または母指以外の4の手指
を失ったもの」となれば障害等級
は7級が認められ、年金が支給さ
れるうえ、障害厚生年金も併給で
きる。利き腕の手指が4指ないこ
とはこの上なく不便であるが、技
能実習を修了して帰国した後も、
生涯にわたって年金が支給され
るほどの障害である。外国人技
能実習生を使用する事業所に
は、監理団体と呼ばれる上部機
関が法令順守など指導する立
場にあるが、この監理団体も事
業所の労災隠しに目をつぶって
いると思われる。

業務上災害に対する療養に
健康保険を使うほど悪質ではな
いが、四国では労災請求を行な
わず事業所が任意で加入する
傷害保険を用いて医療費を支
払っている事件が続いた。従業
員数が100名を超える規模の事
業所もあれば、数名しかいない
事業所もあり、労災保険を利用し
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ないことによるメリット制の適用が
この背景にあるとは言いきれな
い。ただし、ある事件については、
労災隠しによりこれまでメリット収
支率を140～200％であったところ
を74％にまで激減させ、メリット料
率を9.5％から6.68％にまで引き下
げることに成功している。これら
の事件では、「健康保険を使って
療養しているわけではないので
違反ではない」とか、「在留管理
庁にはケガの報告をしている」な
どの弁明がされることもあるが、
いずれも死傷病報告を適切な時
期に提出していないという問題
があり、問題であることには違い
ない。

②重傷事案の増加

重症度の高いものは、①で報
告した手指欠損以外にも、膝関
節以上からの欠損、ひじ関節以
上からの欠損、また上肢の用廃
などの相談が入っている。いず
れも事業場の安全配慮義務違
反が原因であり、作業中、他に従
業員が周辺におらず、一人で作
業をしていたなど、外国人技能
実習生として就労するうえで必
要な措置が十分に取られていな
いことも背景にある。本来であれ
ば、実習指導員という法律で配
置が求められている常勤職員が
事故の発生を防ぐべく配置され
ていなければならないが、一人で
危険な作業をしていたというので
あれば、これを怠ったことになる。
また、製造工で重症度の高い事
件は、すべて機械への巻き込ま
れであり、安全装置が設置され
ていなかった、あるいは作動して

いなかった、安全な作業方法が
書かれた作業手順書がなかった
などが原因であった。

大阪の重大事故発生事業所
から提供された災害発生報告
書を見ると、配属2か月後に機械
のローラー部分に付着した製品
カスを取り除く作業中にローラー
に巻き込まれている。被災者は、
現場のアルバイト職員から機械
を止めずに作業をする旨伝えら
れ、その指示どおり作業して被災
した。背景を見てみると、作業手
順書は作成されており、その中に
は「清掃時設備停止」と記載さ
れていたものの、管理は現場任
せになっていたことがわかってい
る。ローラーに付着した製品カ
スをヘラでそぎ落とすという作業
であれば、たしかに回転している
ローラーにヘラを固定しておけ
ば清掃しやすいし、効率もよいだ
ろう。しかし、プラスチック製のヘ
ラも劣化すれば製品カスも取りに
くくなり、作業に慣れない被災者
はヘラを無理に押さえつけている
うちにローラーの回転に合わせ
て腕ごと巻き込まれていったので
ある。このとき、作業を監督するも
のもおらず、現場で一人であった
ことも確認されているし、巻き込ま
れ防止の安全カバーもローラー
付近にカバーがしてあるだけで、
作業員が傍から手を差し込んで
作動中のローラーにヘラを当てる
くらいのことは、造作もないことで
あった。

別の大阪の事件では、アルミニ
ウムを破砕する機械に片腕を巻
き込まれている。あまりのショック
に本人はその日のことを何も思い

出せずにいるし、他の従業員も
誰も目撃していないことからなぜ
そのような事故が発生したのか
不明のままである。しかし、作動
中に手を入れられる構造であり、
さらに手を入れても機械が停止
しない状態であったこと、技能実
菅生が一人で作業をしていた、と
いう問題があったのは間違いな
い。事故発生後、現場には技能
実習生の母国語でも安全標識
が貼られるようになり、掲示板にも
「重点厳守厳禁事項」が掲げら
れ、第1条に「動いているものに
は乗らない／回転物には手を出
さない」と大きく書かれているが、
安全対策がそもそも十分でない
ことと、技能実習生に対する指
導体制の不備は指摘できる。

2021年7月号で報告した造船
所での資材倒壊事故でも状況
は同じで、作業時は一人で作業
をしていた。実習指導員が見
守っていたり、指導をしたり、少な
くとも一緒に作業をしていれば避
けられた事故であった。

いずれの事故でも安全衛生
体制の不備と技能実習生指導
に問題があり、このような事業所
に対する技能実習生の受入停
止などの処分が下されるべきで
ある。

③同一事業場多発事案

労災事故が多発する現場に
外国人労働者が集まるのではな
く、労災が多発するために労働
者が集まらず、外国人労働者を
派遣で入れている職場がある。
2020年12月号で報告したカリギ
スさん（表紙にカリギスさんとご
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家族の写真）が被災した三重県
の中子製造工場は、津労働基
準監督署が安衛法20条（事業
者の講ずべき措置等・危険の防
止）、同規則107条（掃除等の場
合の停止等）、労働者派遣法45
条（安全衛生法の適用に関する
特例等）違反で送検している。
過去にも一度死亡災害を発生さ
せて送検されていて、これで2度
目であった。これを受けて、2021
年5月、法務省及び厚生労働省
が技能実習計画の取り消し、つま
り技能実習生の受入停止の処
分を下した。

難民申請者や定住者ばかり
でなく、技能実習生まで使用して
いたのであるが、受入停止を受
けてこの事業所は、人手をふた
たび外国人に求めた。そして、
2021年9月に外国人労働者から
作業中に指を飛ばした、という相
談を受け、話を聞いているうちに
同じ事業所であることが判明し
た。死亡→上肢欠損→指欠損
と被害は軽くなっているが、その
分緊張感が欠落していく事業所
は、「仕事中にケガをしたとは絶
対に言うな」と被災者に言い含
めて病院に連れて行った。車の
ドアで挟んだことにされたという
ので、すぐに被災者を雇用する
派遣会社に連絡し、業務災害に
よる負傷であることを伝えて労災
保険で処理してもらった。それで
も災害発生状況報告欄に「安
全教育にて周知させていた『動
作確認は機械を停止させる』と
いう工程を怠って材料投入口の
駆動用ベルトに触れてしまい右
手人差し指をベルトとプーリーに

挟まれて被災した」と事実と異な
ることが書かれているので、本人
に指示して削除させたところであ
る。非常に無責任な事業所であ
るため、外国人労働者が就労す
るにはまったくふさわしくないこと

は明らかであるが、このような事
業所に外国人労働者が派遣さ
れる傾向があるのではないだろ
うか。

（関西労働者安全センター）

現場探しや二度の労災審査請求
兵庫●二人のペル－人労働者の事例

ペルー人労働者Aさんは、解
体作業中に廃材で腕を切るケガ
をして仕事を休まなければならな
くなり、労災保険が使えないか、
と関西労働者安全センターに相
談に来た。

雇用主らしい親方には何もし
てもらえていない。解体した廃材
の受け渡しをしていたときに、うっ
かり窓枠に残っていたガラス片
に右腕を当ててしまい、腿を切っ
てしまった。上司が病院へ連れ
て行ってくれそのまま手術を受
けた。しかし、労災保険の手続き
もせず、本人が費用を請求され
困っていた。

この仕事は知り合いのペルー
人を通して得たもので、解体現
場で働いた7、8人の労働者のう
ち、外国人はその知り合いとAさ
んの2人で、しかもAさんの給与
は日払いで、その知り合いが親
方から受け取り、2000円を引いて
からAさんに渡されているという。

親方の協力がないのであれ
ば、元請を特定しようと、現場に
ついて尋ねるが、どうもはっきりし

ない。駅前の「宝くじ売り場」のよ
うな小屋の解体だという。駅周
辺の商業施設に所属するもので
あったのかと考え、考えられる会
社に電話で連絡をして解体作業
があったか確認するが、該当す
るような解体工事が見つからな
かった。

そこで、Aさんと現場ヘ行って
みた。Aさんが案内したのは駅
から道を挟んだあるビルの前、た
しかに何かあった後の地面をコ
ンクリートで整えて、三角コーンで
囲ってある。GOOGLEのストリー
トビューにも以前あったらしい小
さな建物が写っている。ビルの
1Fに入っている不動産会社の
物件情報が貼ってあるように見
えたので、不動産会社に入って
尋ねてみた。

たしかに解体はあったのは
知っているが、その会社の建物
ではないという返答だった。一緒
にいたAさんが右腕を三角巾で
吊っているので、同情しているよ
うではあるが、関わりたくないふう
で、ビルの管理人に尋ねるよう勧
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められた。その足でビルの管理
人室に行って、同じ質問をした。
そこでもそのビルとは関係ないと
の回答しか得られなかった。
ともかく現場だけは特定できた

ので、労働基準監督署から事業
主を指導してもらうことにした。尼
崎労働基準監督署で事情を話
し、親方に労災手続きをするよう
に指導をお願いした。こちらでわ
かっているのは、現場と親方の名
前と携帯電話番号だけである。

監督署が親方に電話してわ
かったことは、まず親方の名前か
ら似ているが間違っていたこと。
当該解体工事は、その親方の会
社で受けたもので、別に元請は
ない。労災保険は未加入である
ということ。監督署の指導を受け
て、労災保険に加入し、労災手
続きをすることになった。

結局、解体工事の注文主は
不明なままだったが、とりあえず、
Aさんは労災適用されることに
なった。つくづく外国人労働者は
きちんとした情報にアクセスしづ
らく、行政手続きをとるのは難しい
と実感した。それにしても、はっき
り現場でケガをしたことがわかっ
ているのに、治療費さえ払わず、
ほったらかしとは、悪質な事業主
だった。

ペルー人労働者Bさんは、派
遣された大阪南部のメッキ工場
で、働いていた。長い柄の先がカ
ゴになったジグに金属部品を入
れて、亜鉛の入ったプールヘ浸
ける作業のときに、プールからこ
ぼれた高温の亜鉛が右足の靴
の中に入って、足指や甲に重度

の火傷を負った。労災保険の適
用を受けて治療し、約10か月後
に症状固定となった。障害等級
は14級の4、「下肢の露出面に手
のひら大の醜いあとを残すもの」
と判断された。

Bさんは同じ派遣先工場の職
場に復職したが、金属部品を常
に持ち運ぶ重労働ではケガをし
た右足の痛みが続き、しっかり
踏ん張ることもできず苦心してい
た。そのため、障害等級が火傷
あとのみを認めた14級というの
は、軽すぎると考えるようになり、
関西労働者安全センターに相談
した。

Bさんの主な訴えは、足の疼痛
で常に薬を必要としていた。火
傷はⅢ度の重傷であったが、Bさ
んが手術を希望しなかったので
植皮は行わず、広い範囲にひど
いあとが残り、疼痛の他に皮膚
の感覚障害、ひきつりなどがあっ
た。皮膚がこれほどダメージを
受けたのだから、Bさんの訴えは
納得のいくものであったが、神経
症状でも14級と判断されていた
ようで、14級は2つあっても14級と
なる。審査請求して、強い疼痛と
就労制限を訴えた。
さいわい審査官の対応は好

意的で、足首の関節にも運動制
限があるのではないかと医師に
計測を依頼した。結果、右足関
節の可動域が4分の3以下に制
限されているということで、12級
の7「関節の機能に障害を残すも
の」に該当すると判断された。神
経症状は重く見てもらえなかった
が、審査官は支給決定の取消処
分を行い、あらためて12級として

障害補償一時金が追給された。
それで障害が治るわけではない
が、ひどいケガをしたのに軽く考
えられたと感じていたBさんも納
得した。

それから2年近くが経ち、再度
Bさんから相談があった。鼠径ヘ
ルニアで手術をするのだが、労
災になるだろうか、というものだっ
た。亜鉛のプールに部品を浸け
る作業で、持ち運びするジグは、
長い棒の先にカゴが付いた構造
で、そこに20～30kgの部品を入
れて、持ち運び、プールヘ上げ下
げする。作業の途中で下腹に違
和感在感じはじめ、次第に痛み
が出てきたという。

派遣会社は労災請求をすで
に行っていた。重労働でもあり、
会社の協力があれば、認定され
るのではないかと考えていたとこ
ろ、堺労働基準監督署は不支
給決定を行った。Bさんから不支
給になったとの連絡を受けてす
ぐ、開示請求で復命書を手に入
れてもらった。資料を見ると、主
治医は意見書の中で、業務が原
因と認められるとし、理由として、
労働によって過度な腹圧が生じ
ることは推定できる、ヘルニアの
成因となることも十分考え得る、と
明確に回答していた。さらに「既
往症が原因ではないか」との質
問に対して、「既往症が原因で
はなく、繰り返しかかる腹圧によっ
て生じたものと考えられる」と答
えていた。にもかかわらず、不支
給となったのは、地方労災医員
の意見が原因だった。

労災医員は、通常の作業であ
り、他の腹部への外力がなかっ
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たのなら、2015年にもヘルニアを
発症しているので、筋肉の脆弱
性等の基礎疾患、加齢や生活習
慣によるものだと意見した。それ
をうけて監督署は、鼠径部に過
度の負担がかかる業務とは認め
られず、業務と傷病との因果関
係は認められないと結論づけた。

主治医が業務に起因すると
言っているのを、なぜわざわざ本
人の脆弱性のためとしたのか、労
災医員の意見は理解しがたい。
Bさんの働く工場はやはり安全な
環境とは言い難く、最初の労災
のような火傷の危険性も常にある
し、工場内は雑然と部品などが
積まれて狭い通路をフォークリフト
が走行し、業務は頻繁に重量物

な取り扱う。Bさんは鼠径ヘルニ
アになったが、腰痛もあり、他の労
働者も腰痛や事故にあう可能性
がある。職場の実態を理解しよう
としない労災医員の意見をひっく
り返さなければならない。これか
ら審査請求を進めていく。

外国人労働者からの相談で
はいまだに重大災害や労災隠し
のケースもあるが、一方で、過重
な負荷による腰痛、上肢障害な
どの相談も増えている。また、い
じめ・パワハラによる精神疾患も
ある。何をするにも、まず言葉の
問題で蹟く彼ら彼女らの安全の
問題は、まだまだ保障され
ていない。

（関西労働者安全センター）

審査請求で障害14級から12級に
愛知●ブラジル人労働者の開放骨折労災

●製品選別台の下敷きに
ブラジル出身の大杉アルベルト

さん（53歳）は、2019年2月11日、
所属していた製造請負会社から
派遣された工揚での作業中、倒
れてきた500～600kgほどの重さ
の自動車部品を載せたシューター

（製回選別台）の下敷きに左下
腿（左足のひざから足首までの
部分）がなり、左脛骨腓骨開放
骨折の大けがを負った。

倒れてきたシューターは、大杉
さんがクレーンを操作して回転バ
レルという処理治具から積んだ、
トラックの座席部分に使用される

スプリングを満載していた。事故
前、大杉さんは、シューターに積
んだスプリングを選別し、箱に詰
める作業を行おうとしていた。

シューターが転倒した原因は、
前日に工揚の係長がシューター
の後脚の車輪2つを交換したこと
により、後脚が前脚2本より長くな
り、バランスが悪く倒れやすい状
態になっていたからだった。スプ
リングを載せたシューターが突然
倒れてきたとき、大杉さんは両手
でシューターを支えようとしたが、
シューターの重みで転倒し、左下
腿が下敷きになった。

事故直後のことについて大杉
さんは、「救急車が来るまで40分
くらいかかった。痛みがすごく、
体全体の色が真っ黒になって
いった。最初に薬を飲むまで7時
間ずっと我慢していた」と証言し
ている。
●3回の手術と大変な療養生活

事故後、大杉さんは市立半田
病院に救急搬送され、創外固定
や創部の皮膚欠損に対する軟
膏処置等の医療を受けた。また、
事故から2週間後の2月25日には
骨接合術が行われた。手術はそ
れぞれ4時間ほどかかった。大
変だったのは10月8日に行われ
た8時間におよんだ3回目の手術
だった。骨折部に入れていた金
属を除去したりする手術だった
が、4時間経過した頃から麻酔
が効かなくなり、大変な痛みに耐
えなければならなかった。医師に
痛みを訴えたが、我慢してと言わ
れた。事故直後の入院生活は
38日間、3回目の手術後の入院
期間は23日間におよんだ。

創外固定術は、手術で骨析を
つなげられない粉砕骨折や、骨
折部が感染しやすく直接に手術
できない開放骨折、固定がしにく
い関節部の骨折等に用いられる
術式で、全身または局所麻酔施
行のうえ、骨片にワイヤーやピン
を体外から刺入して固定し、そ
れらの支えとなる金属の支柱で
ある創外固定器を装着させて長
期にわたり骨を癒合させる治療
方法である。外に創外固定器が
露出するが、術後すぐにリハビリ
が開始できるうえ、感染創の治療
に適しているなどの利点がある。
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骨接合術は、観血的整復固
定術ともいわれ、金属製のプレー
ト、スクリユー、ピン、髄内釘やネ
ジなどを用いて骨折部を直接固
定させる。骨折部位が骨融合し
たあとは、これらの固定材は摘出
されることが多い。

リハビリは自宅近くの日比野整
形外科で、歩行訓練や足のマッ
サージ、電気を使ったリハビリな
どが行われたが、一番辛かった
のは歩行訓練で、腰や足の痛み
に耐えなければならなかった。

大杉さんはリハビリを続け、治
療の継続を希望していたが、手
術をしてくれだ半田病院の医師
が退職し、新しく赴任した医師に
代わったとたん、これ以上のこと
はもうできないと言われ症状固定
とされることになり、2020年11月
17日に終診となった。被災から1
年9か月が経過していた。
●障害等級決定と審査請求

半田病院の医師診断書を添
付し、半田労働基準監督署に障
害補償給付の請求を行ったとこ
ろ、2021年1月7日付けで障害等
級第14級の9「局部に神経症状
を残すもの」の決定を受けた。
大杉さんには、左足首が曲げら
れず、しゃがむことができなかった
り、少し歩いだだけで左足が腫
れて強い痛みがでるなどの障害
が残っていた。大杉さんは、第
14級の障害等級決定を不服とし
て、2月15日付けで愛知労働局の
労災保険審査官に審査請求を
行った。

審査請求に際し、大杉さんが
加入している労働組合、ユニオ
ンみえの専従者、遠藤カルロスさ

んは「左足蓄が曲がらないことを
しっかり審査官にアピールして」
というアドバイスをした。大杉さん
は、労災保険審査官との面談が
行われたときに、左足首の関節が
しっかり曲がらないことを訴えた。
大杉さんのアピールは功を奏し、
審査請求では鑑定医による対診
が行われた。

愛知労災保険審査官は、10月
27日付けで半田労基署が大杉さ
ん対して決定した第14級の9の
障害等級を取り消し、第12級の7
「1下肢の3大関節中の1関節の
機能に障害を残すものに認めら
れる」との決定を下した。

原処分取り消しの理由は、審
査請求時の愛知労働局の鑑定
医が、あらためて大杉さんの足首
の関節運動範囲（可動域）の測
定を行い、左足首の関節が背屈

（足首を甲側に曲げること）でき
ない状態であることを確認したこ
とと、大杉さんの左足の脛骨と腓
骨が遠位1/4（足首の少し上）で
骨性癒合しており、左足首の関節
の背屈を妨げている状態になっ
ていることをX線写真で確認した
からだった。

2021年3月にユニオンみえで筆
者が大杉さんとお会いしたときは、
500メートルほど多いただけで、指
から骨が折れたところまでビリビリ
と感じ痺れるのと同時に、熱くな
るのを感じることや、指から骨が
折れたところまで赤く腫れ、刃物
で刺されるような痛みを感じるこ
と。それでも、痛みの症状が出現
しはじめてすぐに歩くのを止めた
ときは2時間ほどで症状がなくな
りもとに戻るけれど、買い物に行

きたくさん歩いた後は、さらに強く
なった刃物で刺されるような痛み
を骨が折れたところに長時間感じ
ること、夜に痛みが出現すると一
晩中痛く、眠ることができないこと
など、後遺障害に苦労しているこ
とを話してくれた。
●コロナ禍で手続き簡略化

大杉さんのケースで問題で
あったのは、半田労基署が決定
するときに、労働局協力医による
X線写真の確認や、足首関節の
司動域の測定を行わなかったこ
とだった。これらの手順がなかっ
たために、左足首関節の機能障
害の見落としが発生した。

新型コロナウイルス感染症の
パンデミックがはじまる前、整形外
科領域の障害等級の決定を行う
ときは、決定前に監督署で労働
局協力医による対診による判定
が行われていた。それが、現在
では感染防止のため省略されて
いる。筆者が電話で、現在の障
害等級認定の手続きについて半
田労基署労災課に聞い合わせ
たところ、「コロナ感染防止のた
め、現在では障害等級決定の手
続きを簡略化しており、主治医の
診断書に基づいて障害等級の
決定を行っている」という答えが
返ってきた。大杉さんのケースに
ついて、X線写真を労働局協力
医に「見せていない。現在はそ
こまで行っていない。齟齬がな
い限り主治医の診断書に基づい
て障害等級を決定している」と
のことであった。

審査請求決定書から、別表の
ようなことがわかった。大杉さん
の手術をした半田病院のA医師
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医師意見書 部位 底屈（足首の関節を足の
裏の方向に折り曲げる）

背屈（足首の関節を足
の甲の方向に反らせる）

運動
領域 判定角度

半田病院B主治医 2020年11月24日
付け診断書（障害補償給付請求用）

右足首関節 35度 20度 55度
左足首関節 30度 20度 50度

半田病院A主治医 2020年9月14日
付け診断書 左足首関節 40度 0度 40度

日比野整形外科主治医 2020年9月3
日診断書 左足首関節 40度 0度 40度

愛知労働局鑑定医 2021年9月22日
付け意見書

右足首関節 40度 20度 60度 健康側の
3/4＝45

左足首関節 35度 0度 35度

大杉さんの足首の関節運動範囲

は、大杉さんの左足首関節の背
屈について0度で曲がらないと認
識しており、2020年9月14日付け
診断書に記入していたし、リハビ
リに通っていた日比野整形外科
の医師も0度と2020年9月3日付
け診断書に記入していた。前述
したとおり、審査請求時の労働
局鑑定医も0度の測定をし、2021
年9月22日付け鑑定書で報告し
ている。なぜか、最初に大杉さん
の手術を担当した半田病院のA
医師が退職した後の後任のB医
師が半田労基署に提出した、障
害等級認定のための2020年11
月24日付け診断書のみ、左足首
関節の背屈について20度と記入
され、異常なしとされていた。

半田労基署が誤った決定を
行った原因は、この半田病院の
B主治医診断書に基づいて決
定が行なわれたからだった。悪
いことに、大杉さんが障害認定を
受けた時期はコロナ禍で、障害
認定の手続きが簡略化され、労
働局協力医によるX線写真の確
認や対診による可動域の測定が
行われていなかった。

今回のケースからわかったの

は、コロナ禍を理由とした簡略化
された障害等級認定手続きでは
見落としや誤認定が発生すると
いうことである。

大杉さんは、「最初にもっとちゃ
んと調べてほしかった」とコ
メン卜している。

（名古屋労災職業病研究会）

重大災害処罰法1月27日施行
韓国●内外から大きな注目

2022年1月27日に韓国で施
行される重大災害処罰法につ
いては、1月23日付け日本経済
新聞が「韓国、労災で経営者
処罰の新法 死亡事故で懲役
刑も」と報じ、また、中央労働災
害防止協会はウエブサイトにリ
ンク集を設けている（https://
www.jisha.or.jp/international/
topics/202112_09.html）。たび
たび報じてきたところだが、今回
は、関係ニュースを紹介する。

■重大災害かどうかを判断する
捜査審議委を設置

産業災害が｢重大災害処罰
等に関する法律｣（重大災害処

罰法）に規定する重大災害に該
当するかどうかを判断する捜査
審議委員会が設置される。重大
災害処罰法は、死亡者が1人以
上発生したり、同じ事故で6カ月
以上の治療が必要な負傷者が2
人以上発生した場合、同一要因
による職業性疾病者が1年以内
に3人以上発生した場合、「重大
災害」とみなしている。このとき、
負傷や疾病が重大災害処罰法
の適用対象なのかについて医
学的な判断を示す諮問団も新た
に構成される。

雇用労働部は1月23日、こうし
た内容の「重大産業災害捜査
審議委員会及び諮問団の構成・
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運営に関する規則」を公表した。
10～15人で構成される審議委
は、3人の労働部内部委員を除
いた外部委員で構成される。委
員は弁護士や医師・教授などの
専門家の資格を備えていなけれ
ばならない。

審議申請権は地方雇用労働
官署長にある。管轄の事業場で
死亡事故が発生した場合、該当
事件が重大災害処罰法上の重
大災害に該当するかどうかの審
議を地方官庁長が申請すれば、
労働部の重大産業災害監督課
長を経て、捜査審議委に付託さ
れる。委員の過半数の出席、過
半数の賛成によって重大災害に
当たるかどうかを議決する。

諮問団も構成する。従事者の
負傷や疾病が重大災害処罰法
に該当するかどうかの医学的判
断をすることになる。諮問団は30
人以内で構成される。

労働部は重大災害に該当す
るかどうかが不明な場合、外部
の専門家の意見と判断を反映し、
「専門性」を高めるという考え方
だ。しかし、重大災害処罰法の
適用において初の関門となる重
大災害に当たるかどうかについ
ての判断を、政府ではなく外部
の人間が担当するようになったこ
とを受け、委員の委嘱から公正
性をめぐる議論が起きる可能性
もある。委員の委嘱権は労働部
長官にあり、労使の推薦といった
別途の手続きはない。

一方、労働部と大検察庁、警
察庁は21日、捜査協力体制を整
備した。最高検察庁公共捜査
部長と刑事3課長、労働捜査支

援課長、公共捜査部と刑事部検
察研究官が出席し、労働部の産
業安全保健本部長と重大産業
災害監督課長、警察庁刑事局
長、強力犯罪捜査課暴力犯罪
捜査係長、捜査研究官らが参加
した。これらは重大災害事故の
発生初期から、捜査、裁判まで、
各機関が協力できる「重大災害
捜査体系」を確立し、現場中心
の初動捜査への協力を強化す
ることで、事故原因を明らかにす
る方針だ。また、事故発生から捜
査開始・立件・送検・公訴維持な
どのすべての過程で、担当検事
と司法警察官・労働監督官が争
点や法理を共有し、罪に見合っ
た刑が宣告されるよう協力するこ
とにした。最高検察庁は労災事
故専門家の中から労働部と警察
庁からの推薦を受けて、「安全事
故専門委員会」を設置し、常設
運営することにした。重大災害
事件の捜査・公訴の維持に必要
な専門性を強化するためだ。

2022.1.24 毎日労働ニュース

■経営界が分からないと言うので
…労働部、労災の類型を提示

1月27日の｢重大災害処罰な
どに関する法律｣の施行を3日
前に、雇用労働部が厳正捜査
の対象となる三大類型を提示し
た。経営責任者が安全保健確
保の義務を履行せず、重大な産
業災害が発生した場合、経営責
任者を処罰する｢重大災害処罰
法｣の施行に、経営界から「どん
な過ちを犯したら処罰されるの
か」という不満が提起され続けて
きたため、雇用部がその類型を

直接提示したという点で意味が
ある。

アン・ギョンドク雇用部長官は
24日、「重大災害処罰法施行に
備えた全国機関長会議」で、事
業主・経営責任者の「有害・危険
要因の黙認・放置」の3つの類型
を具体的に提示した。△慣行的
な「安全準則」の不遵守と「作業
計画書」の不遵守、△災害発生
対策を策定・履行せず、同種・類
似の災害を再発、△従事者の意
見聴取の手続きがないか、意見
を開陳したにもかかわらずこれを
黙認・放置する、などである。重
大災害処罰法は事業主・経営責
任者の故意が確認されなければ
処罰することができない。事業
主・経営責任者がこうした3つの
タイプの有害・危険要因を黙認・
放置すると、事業主は安全保健
確保の義務を履行しなかったと
認められ、「（未必の）故意」とし
て処罰されることになる。

とくに、三大類型のひとつである
「慣行的な安全規則の不遵守」
は、これまで経営界が主張してき
た「労働者に安全規則の遵守を
強調しても、これを破って事故が
発生する」という抗弁に対するガ
イドラインとみられる。雇用部の
関係者は「事業主・経営責任者
が随時現場を点検し、労働者が
安全規則を遵守していないこと
が確認されたにもかかわらずこれ
を改善できなければ、有害・危険
要因を放置したもの」とし、「賞罰
制度を設けたり、労働者が守れる
環境を作れるように、事業主・経
営責任者が必要な措置を執るの
が法の趣旨」と説明した。
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アン長官はこの日明らかにし
た3つのタイプの「黙認・放置」に
よって発生した重大災害に対し
ては、「厳正に捜査する」ように
機関長に要請した。続いて「災
害発生初期に事故原因が確認
できない場合、捜査が長期化す
るおそれがあるため、速やかに
捜査を開始し、現場証拠の確保
に力を入れてほしい」、「検察・警
察などの捜査関連機関と積極的
に疎通して、捜査が効率的に進
められるように、協力体系構築に
努めてほしい」と話した。

2022.1.24 ハンギョレ新聞

■重大災害処罰法の施行を前
に、社会的対話を開始

来年1月27日の施行を前にし
た「重大災害処罰などに関する
法律」（重大災害処罰法）に関
する社会的対話が始まる。効率
的な労災予防事業と、重大災害
事故の原因調査の強化案が議
題になる見通しだ。

経済社会労働委員会の発表
によると、12月17日、「重大災害
予防のための産業安全保健委
員会」が発足した。嘉泉大学の
カン・ソンギュ保健大学院長が
委員長を務める。カン委員長は、
「産業現場の事故と疾病予防、
特に労災脆弱地帯である中小
企業の重大災害予防対策作り
のための議論に集中する計画」
とし、「重大災害処罰法の究極
的な目標である、労災減少のた
めの効率的な案を見付けたい」
と話した。

法制定から下位法令の立法ま
で、労使の激しい対立を招いた

重大災害処罰法は、法施行前の
「補完立法」の論議すらもすで
に行われている。今回の社会的
対話では、重大災害処罰法の争
点が取り上げられる見通しだ。重
大災害の捜査方式、重大災害が
集中しているのに重大災害処罰
法の適用から除外された5人未
満の事業場や、法の施行時期が
3年猶予された5～49人の事業
場の労災予防対策が、主要な論
議の課題として挙げられる。

委員会は主な議題として、△
労災予防事業の効率性向上
案、△重大災害事故の原因調査
の強化案、△企業の法遵守の環
境作りと法・制度改善案、△安全
文化作りのための労使参加拡大
案、などを提示した。

委員会は重大災害処罰法の
施行を前にした現場の準備状
況を調べる計画だ。経社労委の
ムン・ソンヒョン委員長は、「労災
予防は労使の参加が何より重要
だ。」「委員会が製造業や建設
業といった、災害多発業種の労
使の積極的な役割を牽引してほ
しい」と要請した。

2021.12.20 毎日労働ニュース

■重大災害処罰法、このままでは
第二の金鎔均を防げない

12月9日の午後、国会本館の前
に、労災で家族を先に送らなけ
ればならなかった遺族が立った。
5人未満の事業場に適用しない
など、問題点を抱えたままでの施
行を前にした「重大災害処罰な
どに関する法律」（重大災害処
罰法）を改正すべきだと声を強め
た。重大災害処罰法は来年1月

27日に施行される。
故イ・ハンビPDの父親のイ・ヨン

グァンさんは「法が通過した後も、
不安全な職場で死の行列が止
まっていない」と、口惜しがった。
次々に発生する死に、すべて重
大災害処罰法が適用されるので
はない。昨年6月、光州の鶴洞再
開発現場で起きた建物崩壊惨
事は17人の死傷者を出したが、
重大災害処罰法の死角地帯に
ある。死傷者の中に、現場で働
いていて負傷したり死亡した被
害者がいないために、法律で規
定する「重大市民災害」の定義
に当たらないためだ。

このような問題を補完するため
に、正義党の姜恩美（カン・ウンミ）
議員は、重大災害処罰法の死角
地帯を解消する法改正案を年内
に発議する計画だ。クォン・ヨング
ク弁護士は「重大災害処罰法で
は、職業性疾病はほとんど急性
中毒に限定され、精神疾患など
の精神の健康問題が抜け落ち
ている。」「ハンエクスプレス惨事
事件では、発注者は無罪を宣告
されたが、発注者をどのように含
ませるかなど、足りない部分を補
完する」と説明した。（以下省略）

2021.12.10 毎日労働ニュース

（翻訳：中村猛）

■法務部が「重大災害被害者
法律支援団」を構成
■企業の42％「予算的に重大災
害処罰法の遵守は難しい」
■重大災害法施行令通過…つ
いに脳・心血管疾患は含まれず
等々、「https://joshrc.net/?s=
重大災害」をご覧ください。

世界から






